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序文 
 

2005 年 5 月 23 日に、第 58 回世界保健総会は、国際保健規則（IHR）（2005）を採択し、IHR
（1969）によって必要とされたねずみ族駆除証明書／ねずみ族駆除免除証明書は、より広い範囲

の船舶衛生証明書（SSC）に置き換えられ、2007 年 6 月 15 日に発効した。 
 

IHR（2005）加盟国は、SSC 及びその延長証明書を交付し、同時に規則の附録書 1 で言及され

るサービスを提供する港を指定することができる。指定港は、他の能力に加え、船に乗るために

訓練され、重要な公衆衛生上のリスクを識別できるだけでなく、管理措置を取ることのできる人

員を配するべきである。従って、指定港は、船を検査するための国際的に標準化された操作手順

書（SOP）を持つことが不可欠である。 
 

2007 年 6 月の IHR（2005）発効後、世界保健機関（WHO）の危機管理対策局（Health Security 
and Environment）（IHR 指定港湾、空港、陸上の入域地点）担当は、船舶の検査と衛生証明書の

交付のための暫定技術助言書を作成した。2007 年 8 月に出版されたこの技術助言書は、加盟国の

船舶の検査と SSC の交付管理を支援している。 
 
この書類「船舶の検査と衛生証明書の交付のための手引き」（以下、「手引き」とする。）は、前

暫定技術助言書に代わるもので、世界的な SSC の適用の目的と範囲を共通理解する必要性を反映

している。この書類は判明した（げっ歯類に限らない）公衆衛生上のリスクを防止・制御するた

めの手助けとなる重要なツールであり、船上の事象と措置を記録し通知するための一般的な方法

を提供する。手引きは船舶運行者の公衆衛生事象に対する意識と責任の向上を意図するものであ

り、少なくとも年 2 回、船上の健康状態を定期的に検証するための機会を提供する。 
 
本手引きは、船上における予防と治療をそれぞれ示した「船舶衛生ガイド」（WHO 2011 年）や

「船舶のための国際医療ガイド」（WHO 2007 年）と組み合わせて使用することができる。 
 
本手引きは、草案と専門家による評価を繰り返された。改訂のため下記の専門家会議が開催さ

れた。 
・船舶衛生証明書のための非公式の運輸作業部会 （フランス リヨン、2007 年 11 月 6～8 日） 
・船舶の検査及び船舶衛生証明書交付の手順のための非公式の運輸草案作業部会 

（フランス リヨン、2007 年 12 月 17～19 日） 
・船舶の検査及び船舶衛生証明書交付の手順に関する草案のための非公式協議 

（フランス リヨン、2008 年 4 月 14～16 日） 
・船舶の検査及び船舶衛生証明書交付の際の推奨手順会議 

（フランス リヨン、2009 年 4 月 14～15 日） 
・船舶の衛生ガイドラインのための非公式協議  （フランス リヨン、2009 年 10 月 12～16 日） 
 
本手引きの公開諮問版は、2010 年 5 月に WHO のホームページに掲載された。 

会議や専門家による評価には、代表的な客船運航者、船員団体、IHR（2005）加盟国、ポートス

テートコントロール（PSC；船舶安全検査）、港湾保健当局や他の規制機関の参加者や専門家が、

多様な開発途上国や先進国から関与した。謝辞の段落には関係者の全リストが含まれている。 
 

2008 年から 2010 年に、いくつかのワークショップやフィールド活動が、小地域、地域、地域

間レベルで開催された。全ての WHO の地域から専門家が参加し、作業部会は、暫定技術助言書



を改訂して新しい手引き案をテストするために、船上で訓練を実施する機会を設けた。作業部会

やフィールド活動は、以下の様々な国と地域の WHO 事務所や公衆衛生当局により支援された。 
ポルトガル シネス（2009 年）、ブラジル サントス（2008 年）、フォルタレザ（2010 年）、パル

マ・デ・マヨルカ（2008 年）、カルタヘナ（2009 年）、スペイン ラス・パルマス・デ・グラン・

カナリア（2010 年）、オランダ アムステルダム（2007 年）、ドイツ ハンブルク（2008）、アメリ

カ合衆国 マイアミ（2008 年）；バルバドス ブリッジタウン（2008 年）、フィリピン マニラ（2009）、
スリランカ コロンボ（2010 年）、フランス パリ（2009 年） 
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用語解説 

防鼠処理が必要な材質 

（許容しうる非防鼠材） 

Acceptable non-rat-proof 

material 

鼠がかじろうとする縁部（「かじり縁」）の表面に処理が施され

ている（光沢がある）場合は鼠にかじられても耐えられるが、

かじり縁にその処理がされていなければ鼠が侵入してしまう

ような材料。 

手が届く 

Accessible 

ねじまわし、プライヤー、又はレンチのような簡単な道具を使

って清掃や点検をする余地がある。 

感染した 

Affected 

公衆衛生上のリスクとなるような感染又は汚染した、あるいは

感染源又は汚染源を運ぶ、ヒト、手荷物、貨物、コンテナ、船

舶、物資、郵便小包又は遺体。 

感染地域 

Affected area 

IHR（2005）に基づき、WHO によって衛生措置の実施が特定

的に勧告された地理的場所。 

エア・ブレイク 

Airbreak 

設備、機器、装置からの排水を間接的に、溢れる水位の縁より

低い位置にある他の設備、容器、又は分取器に排出するための

配管設備。 

エア・ギャップ 

Airgap 

貯槽、配管設備、又はその他の装置への給水管又は蛇口の最低

開口部と、容器又は受容設備の溢れる水位の縁との間の遮るも

ののない自由大気中の垂直距離。このエア・ギャップは一般的

に給水管又は蛇口の直径の少なくとも 2 倍、又は 25 mm 以上

であること。 

逆流 

Backflow 

飲用水供給源以外の供給源から来た水又は他の流体、混合液、

又は物質が飲用水配給管に流れ込むこと。逆サイホン作用は逆

流のひとつの形である。 

逆流防止器 

Backflow preventer 

逆圧条件下で反対方向の流れを防ぐために給水又は排水ライ

ンに設置された機械装置。承認された逆流防止配管装置は一般

的に、飲用水配給系統と、飲用水供給源以外の供給源から来る

他の流体、混合液、又は物質とが直接接続されるか接続される

可能性のある飲用水配給ラインに使用されている。ある装置は

継続的水圧下で使用するように設計されているが、その他は非

圧力型である。逆止弁型では、水がライン内いっぱいに流れて

いるときは流れを妨げないように、弁が回転して（開いて）く

ぼみに収まるようになっている。 

逆サイホン作用 

Back-siphonage 

使用済み又は汚染された水が配管設備、槽又はその他の供給源

から管内の陰圧の結果、給水管へ逆流する現象。 

汚水 

Black water 

便所、小便器、又は医療施設からの排泄物や排液。 



バイオハザードバッグ 

Biohazard bag 

最終的な廃棄のために承認された方法で、微生物学的不活性化

を行い、安全に処理することが求められる生物学的有害廃棄物

を収納するバッグ。使い捨て可能で、水分を通さず、通常の使

用及び取扱いの条件では、引き裂かれたり破裂したりしないも

のでなければならない。 

託児所 

Child care facility 

おむつをまだ使用しているかトイレ設備の使用に監督者が必

要な小児が使用、活動する施設、又は船舶のスタッフが世話を

する小児関係の活動施設。 

クリーニング 

Cleaning 

機械的作用によって目に見える汚れやほこりを除去し、化学

的、機械的又は加熱プロセスを一定時間適用することによって

環境中の微生物数を減少させること。 

閉じられた継手、継目及び

隙間 

Closed joints, seams and 

crevices 

設備の製作に用いられた材料が隙間なく接合又は適合した箇

所。ほどよく塞ぐために適当な充填材料が使われることがあ

る。 

伝染性疾患 

Communicable disease 

感染者から他の人々に直接的又は間接的に伝染する細菌、ウイ

ルス、カビ及び寄生虫などの病原微生物によって引き起こされ

る疾病。動物由来感染症とは、動物の伝染性疾患であるが、時

に人へ伝播されると疾患を引き起こすことができる感染症で

ある。 

権限当局 

Competent authority 

IHR（2005）の下で衛生措置の実施及び適用について監督責任

がある当局。 

耐食性 

Corrosion-resistant 

長期にわたる食物との接触及び洗剤や消毒液の正常な使用を

含む使用環境の影響下で、本来の表面特性を維持できること。

耐食性材質は非毒性でなければならない。 

コーブ（凹型弓状面） 

Coved 

垂直面と水平面が通常の 90 度以下の角度で接するのではな

く、なだらかにつながるように設計・成形された凹表面。 

交差接続 

Cross-connection 

公共用又は各家庭用飲用水系のどの箇所においてでも、他の水

系、使用後排水、工業用水、ガス、供給されるべき飲用水以外

の物質が混ざってしまう可能性のある、保護されていない実際

のまたは疑いのある接続部や構造的な配置。逆流を起こす又は

それが原因で逆流が起こるようなバイパス配管、ジャンパー接

続、取り外し可能な部分、回転又は切換え装置及び他の一時的

若しくは恒久的装置は、交差接続と考えられる。 

疾病 

Disease 

起源か発生源であるか否かにかかわらず、ヒトに重大な危害を

与える又は与える可能性のある病気や医学的状態。 



消毒 

Disinfection 

人体又は動物の体表、手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資、

郵便小包の表面又は内部にある感染因子を、化学的又は物理的

な直接的手段により、抑制又は殺滅するための処置。 

清掃しやすい 

Easily cleanable 

通常の清掃方法及び材料を用いて容易かつ完全に清掃できる

ような材料、仕上げ、及び設計によって製作されたもの。 

フラッシング 

Flashing 

防鼠区域内にある防鼠処理が必要な材質（許容しうる非防鼠

材）の隅、境目その他の露出した端部にかぶせたり覆ったりす

ること。フラッシング用の薄板は一般的に防鼠材で、かじられ

る端部を十分に覆うほど広く、しっかり固定できるものでなけ

ればならない。 

食品接触面 

Food contact surfaces 

食品が普通に接触する調理用の設備及び器具の表面、及び食品

が排出されたり、したたり落ちたり跳ね返ったりする可能性が

あり、かつ通常は食品と接触する表面。貯氷ビンへつながる氷

シュート上部にある製氷機エリアが含まれる。 

食品展示エリア 

Food display areas 

乗客や乗組員の摂食のために陳列された食品のあるエリアす

べて。 

食品取扱いエリア 

Food handling areas 

食品が、貯蔵、処理、準備、又は提供されるエリアすべて。 

食品準備エリア 

Food preparation areas 

食品が提供されるための、処理、調理、又は準備されるエリア

すべて。 

食品提供（給仕）エリア 

Food service areas 

食品が、乗客又は乗組員に提供されるエリアすべて（個室への

サービスを除く）。 

食料貯蔵エリア 

Food storage areas 

食品又は食物加工品が、貯蔵されるエリアすべて。 

自由交通許可 

Free pratique 

船舶に対する入港、乗船、下船、貨物の陸揚げ、積み込み又は

貯蔵を行う許可。 

雑排水 

Grey water 

調理室、食器洗い機、シャワー、洗濯室、及び浴槽や洗面台か

らの排水を含むすべての使用済み水。汚水又は機関室からのビ

ルジ水は含まない。 

ハロゲン消毒 

Halogenation 

本手引きにおいて、ハロゲン消毒とは、塩素、臭素又はヨウ素

のようなハロゲン消毒薬を用いて、レクリエーション用水又は

飲用水を処理し、病原性微生物の濃度を下げるために行う消毒

のことをいう。 

国際航行 

International voyage 

(a) 輸送機関の場合、航行とは複数国領域の入域地点間を航海

すること、又は同一国内の入域地点間の航海であっても航

海中に他国領域との接触があった場合。ただし、その接触



のみを指す。 

(b) 旅行者の場合、航行とはその旅行者が旅行を開始した国の

領域外の国へ入国する旅行。 

国内 IHR 連絡窓口 

National IHR Focal  

Point 

加盟国によって指定された国内窓口で、WHO IHR コンタクト

ポイント（接触点）との連絡のために、常時アクセス可能でな

ければならない。 

非吸湿性材料 

Non-absorbent materials 

表面が水分の透過に対して抵抗性のある材料。 

食品非接触面 

Non-food contact  

surfaces 

食品貯蔵エリア、準備エリア及び提供エリアに設置された設備

の、食品との接触又ははね飛び接触のある面以外のすべての露

出面。 

腐敗するおそれのある食

品 

Perishable food 

自然又は合成食品で、以下の状態にならないよう温度管理が必

要なもの。 

・感染性又は毒素産生性微生物の急速かつ進行性の増殖 

・ボツリヌス菌の増殖と毒素産生又は殻のついた生卵ではサ

ルモネラ菌の増殖 

個人防護具（PPE） 

Personal protective  

equipment 

作業者と作業場内の危険との間に防護壁を作るために用いら

れる装備。 

入域地点 

Point of entry 

旅行者、手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資及び郵便小包の

国際的な出入りのための通過域、並びにその出入りに際してサ

ービスを提供する機関及び区域。 

可搬式 

Portable 

容易に取り外しできる、キャスター、グライダー又はローラー

に搭載できる、清掃のために安全に傾ける機械的な手段が設け

られている、あるいは 1 人で容易に動かせるなどの設備の表

現。 

飲用水 

Potable water 

飲食、飲用、手洗い、歯磨き、水浴、又はシャワーのための新

鮮な水。または、レクリエーション環境施設、船内の医療施設、

食品処理、準備、又は調理のため、食品の貯蔵エリア及び調理

エリア、器具及び設備を清掃するために使用される新鮮な水を

指す。「飲料水水質ガイドライン」（WHO 2008 年）により規定

された飲用水は、人生の各年齢における感受性の違いを考慮

し、生涯を通して消費しても健康になんら重大なリスクは及ぼ

さない。 

飲用水用タンク 

Potable water tanks 

積み込みや飲用水の製造から配水及び飲用水として使用され

る過程で飲用水が貯蔵されるすべてのタンク。 



国際的に懸念される公衆

衛生上の事象 

Public health event of 

international concern 

IHR（2005）において、異常な事象と規定される以下の事象。 

・疾病の国際的な拡がりによって公衆衛生上のリスクを他国に

及ぼし、かつ 

・協調的な国際的対応が潜在的に必要とされる。 

公衆衛生上のリスク 

Public health risk 

人類の健康に悪影響をもたらすかもしれない事象の起こる可

能性。特に、国際的に拡大し、深刻で直接的な危機を生じる可

能性に重点を置いたもの。 

簡単に取り外し可能な 

Readily removable 

道具を使用することなく主要装置から取り外し可能な 

取り外し可能な 

Removable 

ドライバー、ペンチ、又はスパナのような簡単な道具を使用し

て主要装置から取り外し可能な。 

甲板排水口 

Scupper 

排水を流出口へ導く導管又は集水盤。 

シールされたスペース 

Sealed spaces 

効果的に密閉された空間。すべての継手、継目及び隙間は昆虫

類、げっ歯類、漏水、侵入物、食品屑、その他の破片を通さな

いようにされている。 

合わせ目 

Seam 

二つの同様な又は同様ではない材料の間の解放されたつなぎ

目。連続溶接された接合部、研磨され、仕上げられた平滑な接

合部は合わせ目ではない。 

下水 

Sewage 

国際的に容認された国際海事機関（IMO）の船舶による汚染の

防止のための国際条約（マルポール 73/78 条約）により、下水

は、次のように定義されている。 

・あらゆる形態の便器、小便器、便所排水口からの排水及び他

の廃棄物 

・医療区画（医務室、船舶内病室など）から、備え付けられた

洗面器、浴槽及び排水口を経て排出される排水 

・生きた動物を収容するスペース（家畜運搬車など）からの排

水、又は 

・その他の排水（シャワーからの雑排水など）が上で定義され

た排水と混ざったもの 

下水処理 

Sewage treatment 

下水から汚染物質を除去して、環境に放出するのに適した、又

は再使用に適した液体や固体を生成するプロセス。廃棄物管理

の一形態である。下水が生じた場所のすぐ近くで処理できるよ

うに、浄化槽又はバイオフィルターのような、他の船内排水処

理システムを使用してもよい。 

・下水処理の一般的な方法は、下水を便器から貯蔵タンクまで



配管システムを通して流下させ、そこで微細化し、沈降させ

て、自然発生微生物によって好気的に分解し、外海に放出す

る。下水システムで過剰な量の洗浄剤や殺菌剤を使うと処理

プラント内の自然微生物を殺滅するおそれがあることを考

慮することが大切である。好気的分解プロセスは酸素を必要

とする。したがって通気装置で生物処理区画に空気を吹き込

む。このプロセスで有毒ガスが発生しうる。 

船舶 

Ship 

国際航行のために航海又は内陸航行する船舶。IHR（2005） 

船舶内給水システム 

Ship water system 

船舶内の処理設備及び施設、貯水タンク及び船上のすべての配

管や備品。 

平滑面 

Smooth 

くぼみ及び介在物がなく、清掃性（表面仕上げ）が No. 3 ステ

ンレス鋼（100 grit）と等しいかこれを上回る食品接触面。 

製品規格の熱延鋼板と同等で、目に見えるスケール（酸化膜）

がない食品非接触面。 

清掃を妨げるような粗さ又は突起がない、平坦で滑らかな表面

の甲板、隔壁、又は甲板下面。 

サーベイランス 

Surveillance 

公衆衛生の目的のため、継続的なデータの収集、照合及び分析

を行い、必要に応じて公衆衛生評価と対応のための公衆衛生情

報を適宜提供すること。 

加盟国 

State Party 

IHR の下で「加盟国」とは、改正された IHR（2005）により制

約されることとなった国。 

旅行者 

Traveler 

国際航行をする自然人。 

濁度 

Turbidity 

懸濁粒子の存在による溶液の白濁又は不透明さ。通常、比濁分

析計濁度単位（NTU）を用いて計測する。 

媒介体 

Vector 

公衆衛生上のリスクを発生させる感染因子を通常に運ぶ、昆虫

又はその他の動物。 

検証 

Verification 

システムが全体として安全に運用されていることを再確認す

るための最終的な監視。検証は、それぞれの国の管理形態に準

じて、供給業者、個別当局、又はこれらの組み合わせによって

行われる。通常、糞便（混入の）指標となる微生物検査及び有

害化学物質に対する検査が含まれる。 



略語 

 

BWMP バラスト水管理計画 

CAC コーデックス委員会 

FAO 国際連合食糧農業機関 

FSP 食品安全計画 

GDWQ 飲用水水質ガイドライン（WHO） 

HACCP 危害分析に基づく重要管理点方式 

HPC 従属栄養細菌数 

IHR 国際保健規則 

ILO 国際労働機関 

IMGS 国際船舶のための医療ガイド（ILO、IMO、WHO） 

IMO 国際海事機関 

ISM manual 国際安全管理マニュアル 

ISO 国際標準化機構 

ISPP certificate 国際汚水汚染防止証書 

MEPC 海洋環境保護委員会 

MFAG 危険物を使用した事故のための医療応急処置ガイド（IMO） 

PPE 個人防護具 

SSC 船舶衛生証明書 

SSCC 船舶衛生管理証明書 

SSCEC 船舶衛生管理免除証明書 

UV 紫外線 

WHO 世界保健機関 

                                                           

 

 

 



はじめに 
国際衛生規則（International Sanitary Regulations）は 1951 年に初めて採択された。1969 年に

国際保健規則（IHR）と改名された。1951 年の IHR は主として 6 種の重大感染性疾患：コレラ、

ペスト、黄熱、天然痘、回帰熱及び発疹チフスを監視し抑制することを目的としていた。50 年の

間に、国際的な船舶航行の変遷を含む多くの発展が、国際的な感染症の流行に影響した。それゆ

え、世界保健会議は 2005 年 5 月 23 日に、決議 WHA58.3 を経て、改正 IHR を採択した。この IHR

は 2007 年 6 月 15 日に発効となった。 

 

1951 年の IHR 以来、ねずみ族駆除証明書／ねずみ族駆除免除証明書は、国際港に立ち寄る船

舶の国際公衆衛生管理のための必要文書であった。この証明書は、ねずみが媒介する疾病、特に

ペストの国際的な拡大を抑制するのに役立った。国際航行を業とする全ての船舶には、この証明

書を 6 か月毎に更新することが求められ、この更新で船舶の全てのエリアが検査されることが求

められた。IHR（2005）では、このねずみ族駆除証明書／ねずみ族駆除免除証明書は、より範囲

の広い船舶衛生証明書（SSCs）によって置き換えられ、2007 年以降は無効となった。 

 

IHR（2005）の SSCs は、国際航行する船舶上の公衆衛生上のリスクの防止と制御に特に重要

である。これらは、船舶の衛生状態を確認する国際的に認められた書類であり、証明書が有効で

ある期間中は、船舶のさらなる及びより頻繁な検査の必要性を削減できる（しかし、ある限定さ

れた環境下では、追加的な検査が加わることもある）。 

 

この手引きは、港及び船舶上における IHR（2005）の実施を担当する港湾衛生担当官、取締官、

船舶運行者や権限当局の参考資料として作成されたものである。この手引きは、船舶の検査及び

SSCs の交付に関する IHR（2005）の規定に基づいている。IHR（2005）の範疇の検査の準備及

び実行、証明書の作成及び公衆衛生上の措置の適用についての指針を提供する。1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1. IHR 第 2 条、目的及び範囲：「疾病の国際的な拡大に関して、公衆衛生上のリスクに応じた制

限的な仕方で、また国際交通及び取引に不必要に干渉することを避けるような方法で、拡大を防

止し、防護し、これを管理し、公衆衛生上の対策を講ずること」 



 
範囲 

SSCs は、船舶由来の公衆衛生上のリスク（げっ歯動物に限らない）について、全てのエリア

を確認し記録するために使われる。2  これには、公衆衛生問題について訓練された職員による

包括的で詳細な検査手順と技術の適用が要求される。関連する IHR（2005）の規定は、第 20、22、

23、24、25、27、28、30、31、32、33、34、35、36、37、39、40、41、42、43、44、45 条、

及び附録書 1、3、4、5。 

 

SSCs は、船舶内の検査中に考慮すべき判定基準を重視する。また、船内の公衆衛生上のリス

クを防止または管理し、同時に疾病の国際的拡大を防止するために、どのような公衆衛生上の措

置を採用するかを決定するための情報を提供する。検査完了時、新しい SSC（検査の結果に従い

SSCEC（船舶衛生管理免除証明書）又は SSCC（船舶衛生管理証明書）のいずれか）が交付され

る。指定港（WHO のウェブサイトに列記されている）において検査が完了しなかった場合、既存

の証明書の効力が 1 か月を限度として延長されることもある（これも指定港で実施されなければ

ならない）。規則に規定されているように、SSC の交付において、船舶の国籍、船籍、登録や所

有者による区別はない。 

 

本手引きのパート A は、検査前の計画及び SSCEC／SSCC 交付の管理上の準備に言及したも

のである。パート A は港湾衛生担当官、国又は地方の公衆衛生当局の責務について記述する。こ

れらの業務により、船舶衛生検査及び SSCs 交付の適切な水準を維持する。 

 

本手引きのパート B は、検査及び SSCs 交付のためのテンプレート（定型）である。検査され

るべきエリア；適用する関連基準；発見されるかもしれない痕跡や公衆衛生上のリスクを生ずる

可能性のあるサンプル結果；検査の前、検査中、検査後に審査しなければならない書類；そして

実施しなければならない管理措置や是正措置について記述する。このテンプレート（定型）のフ

ォーマット（書式）は、IHR（2005）の附録書 3 に記述されている SSC のひな形に従っている。

また、パート B は、監督官、船舶運行者及び造船業者のための参考資料として使用することがで

き、船舶の設計を含むプロジェクトの潜在的な健康影響を理解し評価するためのチェックリスト

としても役立つ。 

 

この文書の至るところで、船舶の乗組員の職業上の健康問題や公衆衛生に影響する他の事象、

IHR 附録書 3 の項目に該当する検査の参考文献が提供されている。また、（IHR に定義されている）

国際的に懸念される公衆衛生上の事象となるおそれのある事象の防止及び制御についての参考文

献も提供されている。 

 

この手引きでは、公衆衛生上のリスクを発生させるおそれのある、船舶からの下水、廃棄物及



びバラスト水の排出などの環境問題も扱う。（微生物汚染以外の）有害な汚染、例えば放射線源か

らの汚染も船舶において起こり得る。そのような汚染は IHR（2005）の対象となり、第 39 条と

附録書 3 の要求事項であるが、特定の管理措置はこの手引きの範囲外である。この手引きは、放

射線事象が船上で発見された場合に、予備管理措置の採用、及び対処する専門家や各機関の動員

に対処するのみである。 

 

まとめると、この手引きのパート A 及び B は、港湾において公衆衛生に携わる権限当局の、以

下の確認の手助けとなるように作成された。 

・SSCs 交付のための船舶検査を行う担当官に推奨される能力、 

・船舶の検査と SSCs 交付の計画のための所定の審査に必要な当局側の準備、 

・船舶、旅行者、貨物又は排出に関連した公衆衛生上のリスクの確認、測定及び管理の 

方法、 

・疾病の国際的な拡大防止に関連した手順、 

・船舶の乗組員又は寄港予定の港湾の権限当局による追加対応のための情報の SSC への記録、 

・船内の事故及び緊急事態を含む、公衆衛生上の懸念される事象に対する情報伝達およ 

び対応要件。 

 

「船舶衛生ガイド」（WHO 2011 年）と「船舶のための国際医療ガイド」（WHO 2007 年）は、

それぞれ船内における予防衛生と治療衛生を重視した、この手引きに必携の書物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2. IHR 附録書 3 は、SSC の交付を視野に検査されるエリア、施設（設備）及びシステムの包括的

なリストを提供する。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パート A：検査システムの必要条件 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1．法律及び政策の枠組み 
2007 年 6 月 15 日の IHR（2005）発効に伴い、権限当局は、国際船舶上の公衆衛生上のリスク

を担保するため、船舶へ IHR のモデル船舶衛生証明書（SSC）（IHR 附録書 3）を要求することが

でき、必要に応じて IHR（2005）に準拠して採用された必要な検査及び管理措置を講じることが

できるようになった。権限当局は、附録書 3 の SSC を使用して、様々なエリア、設備、システム

における、人の健康に対する汚染、感染、その他のあらゆる危険性の証拠、併せて（IHR により

規定された）公衆衛生上のリスク 1 の制御のために、適用されるべき管理措置を特定して記録す

ることが要求される。この SSCs は、海上航行か内水航行かを問わず、国際航行中に加盟国へ寄

港する全ての船舶に要求される可能性がある。 

 

IHR に従い、加盟国は特定の港に対して、船舶を検査し、証明書（又は期間延長）を交付し、

規則 20.3条と附録書 1で述べられている関連したサービスと管理業務を提供する権限を付与する。

SSCC を交付する権限を付与された港は、検査し、証明書を交付し、必要な衛生管理措置を実施

する（又は実施を監督する）能力を備えなければならない。また、加盟国は港に対して、SSCEC

を交付し、船舶運行者が当該港において必要な措置を完了できない場合、1 か月間の延長を許可

する権限を付与することができる。 

 

IHR（2005）加盟国は、全ての SSCs が IHR 第 39 条及び附録書 3 に従い交付されることを確

実にする必要がある。 

また、加盟国は、WHO に対し、（以下の機能を持つ）自国の指定する港湾リストを送付しなけ

ればならない： 

・SSCCs の交付と IHR（2005）附録書 3（SSC の要件）及び附録書 1B（指定港のためのコア・

キャパシティの要件）で言及される関連行政サービスの提供 

・SSCECs のみの交付、及び証明書が交付されるであろう港に到着するまでの有効期限内の

SSCEC 又は SSCC の 1 ヶ月間の延長 

 

各加盟国は、港湾リストの状況にどのような変更があった場合も、WHO に通知しなければなら

ない。WHO は、これらの指定港のリストを関連情報と共に、公開し、更新する。このリストは、

WHO（IHR（2005））のウェブサイト（http://www.who.int/csr/ihr/portslanding/en）で利用可能で

ある。 

 

IHR（2005）により、各加盟国の SSCs は、IHR（2005）附録書 3 の SSC ひな形に準拠しなけ

ればならない。証明書ひな形の使用は、国際的な船舶の移動を容易にし、不要な遅延を最小限に

抑え、検査過程を標準化するのに役立ち、統一的かつ容易で明確なリスクの伝達を可能にする。

証明書は、IHR（2005）に指定された内容と正しい書式でなければならない。 

証明書が定型様式でない場合、IHR（2005）に基づき、他の権限当局の審査によって無効とさ



れるか、無効とされる可能性がある。 

 

様式の使用は、IHR（2005）に定めるもの以外の義務を船舶に課すものではない。 

 

SSCs は国際的伝達手段として使用され、通常、交付地以外の国々（又は、ときに地域）に提

出される。そのため、加盟国は通常、英語又はフランス語で証明書に記入し交付すべきである。 

 

1. IHR（2005）によると、“公衆衛生上のリスク”とは、“人の健康に悪影響を及ぼすおそれのあ

る事象で、国際的に拡大する可能性があり、もしくは重大かつ直接的な危険性を有する可能性の

ある事象”として定義されている。この中心的な概念は、これらのガイドラインが、他の定義と

合わせ、ここで記述される検査過程がどのようにして IHR（2005）の目標を達成するのかを理解

する上で重要である。 

 

 

2．役割と責任 
船舶運行者は、恒常的に媒介体や病原体保有宿主を含む汚染や感染症がないように船内を維持

する責任があり、加盟国はこれを確実にするために、IHR（2005）に基づいた実際的措置を講ず

るべきである（IHR（2005）第 24 条）。もし感染源又は汚染源の証拠が発見された場合は、管理

措置の適用が必要となる。これらの措置は、船舶運行者（乗組員又は契約した民間企業）により、

又は権限当局により実施することができる。適用される管理措置は常に、権限当局（通常は港湾

衛生当局）によって合意、監督されるべきである。 

 

SSCs は、船舶が港内に停泊する間のいかなる公衆衛生上のリスクをも確認、評価、記録し、

その結果適用すべき管理措置のために策定されている。公衆衛生上のリスクは、疫学的根拠、直

接的な観察又は測定（又はこれらの組み合わせ）によって確認される。権限当局は、そのリスク

を、疫学的状況及びリスクの重大度という点において評価すべきである。管理措置は、IHR（2005）

によって特定された条件下で、入域地点で実施されるべきである。 

 

疾病の臨床的徴候や症状及び公衆衛生上のリスクの事実に基づく証拠（感染症や汚染源を含む）

が、国際航行の船舶上で発見された場合、権限当局は、感染した船舶と見なさなければならない。 

• （a）必要に応じて、船舶の消毒、除染、害虫駆除、ねずみ族の駆除の実施、又は監督下にお

いてこれらの措置を実施させることができる。 

• （b）この規則で述べられているような公衆衛生上のリスク制御の適切な水準を確保するため

に、使用する技術はそれぞれのケースに応じ決定することができる。 

 

これらの手順に関して WHO が助言した方法や資料がある場合、権限当局は、他の方法が安全



で信頼できると判断しない限り、それらを採用すべきである（IHR（2005）第 27 条 第 1 項）。 

 

入域地点の権限当局は、IHR 第 27 条に基づき要求される管理措置を実施することができない場

合であっても、船舶は、以下の条件を満たせば出発が許可される場合がある。 

• （a）権限当局が、出発時に、次に寄港予定の指定港の権限当局に対し、下記（b）に言及さ

れる情報を通知する。 

• （b）その船舶で、発見した証拠と管理措置を、SSCC に記載する（IHR（2005）第 27 条 第

2 項）。 

 

それゆえ、港には、疾病と病原体の拡大を防止するために採用される管理措置をサポートする

能力が必要である。管理措置には、洗浄、消毒、除染、ねずみの駆除、虫類駆除が含まれる。 

 

また、WHO のリストにある SSCs 交付を許可された港は、乗船し、公衆衛生上の重大なリス

クを特定し、適切な管理措置をとることができる訓練された人材を有する必要がある。従って、

加盟国は、SSCs 交付のために任命された公衆衛生又は環境衛生担当官の国家承認の訓練と能力

要件の保持を図る必要がある。 

 

IHR（2005）第 43 条、又は適用可能な国際協定によれば、船舶は、公衆衛生上の理由から、加

盟国により自由な入港許可を拒否されてはならない。特に、乗船又は下船、貨物又は貯蔵品の荷

揚げ又は荷積み、あるいは燃料、水、食物及び補給品の積み込みを拒絶されてはならない。加盟

国は検査をし、自由交通許可を交付することもでき、もし船上に感染又は汚染が発見された場合

は、必要な消毒、汚染除去、虫類駆除又はねずみ駆除、あるいは感染又は汚染を防止するための

他の必要な措置が実行される（IHR（2005）第 28 条）。 

 

公衆衛生上のリスクが明らかであるか、又は疾病の潜在的な国際的拡大の証拠が存在する場合

は、権限当局は直ちに国内 IHR 連絡窓口及び地域レベルの保健当局へ警戒通知を出すべきである。 

 

2.1 権限当局の役割 
入域地点における保健上の措置の履行及び適応に関して責任ある権限当局は、（IHR（2005）第

22 条）に基づき次のことを求められる。 

 

・媒介体及び病原体保有宿主を含む感染源又は汚染源のない状態を維持するために、感染地域

から入出する、手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資、郵便小包及び遺体を監視する責任を

負う。 

・旅行者が入域地点で使用する施設が清潔な状態にあり、媒介体及び病原体保有宿主を含む感

染源又は汚染源がないように維持されていることを、実際的な範囲で確認する。 



・この規則の下で妥当とされる、手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資、郵便小包及び遺体に

おけるねずみ駆除、消毒、虫類駆除、除染、又は人的な衛生措置の監督に責任を負う。 

・船舶運行者に対して、できるだけ早い時期に、船舶に管理措置を適用しようとする意図を伝

え、採用すべき方法に関する情報を、可能な限り書面で提供する。 

・汚染された水又は食品、人又は動物の排泄物、廃水及びその他全ての汚染物の除去と船舶外

への安全な廃棄を監督する責任を負う。 

・港、河川、運河、海峡、湖又はその他の国際水路を汚染するおそれのある、下水、廃棄物、

バラスト水及びその他の疾病を引き起こすおそれのある物を、船舶から排出する状況を監視

し管理するために、この規則に合致する全ての実際的な措置をとる。 

・入域地点で、必要に応じて業務提供者が旅行者、手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資、郵

便小包及び遺体に関して、検査の実施及び健康診断を含めた業務を監督する責任を負う。 

・予期せぬ公衆衛生上の事象を処理するために、有効な緊急時の態勢を有する。 

・この規則に準拠した関連する公衆衛生上の措置に関して、国内 IHR 連絡窓口に連絡する。 

 

2.2 船舶運行者の役割 
IHR（2005）（第 24 条）によると、加盟国は、船舶運行者が以下の事項を確実にするために、

IHR に基づく全ての実行可能な措置を講じる必要がある：  

・WHO によって推奨され、加盟国によって採択された保健上の措置に従う。 

・船上で適用するために WHO によって推奨され、加盟国によって採択された保健上の措置を

旅行者に伝える。 

・彼らが責任を負っている船舶を、恒久的に媒介体及び病原体保有宿主を含む感染源又は汚染

源がない状態に維持する。証拠が見つかった場合は、感染源と汚染源を制御するための措置

の適用が求められるであろう。 

 

船長は、船内における明らかな感染症症例又は公衆衛生上のリスクを示唆する証拠について、

第 28 条及び附録書 3 で求められているように、到着時に港の権限当局に確実に通報しなければな

らない。 

 

また、IHR（2005）附録書 4 は、船舶運行者が次の事項を円滑にすることを要求する。 

・貨物、コンテナ及び船舶の検査 

・乗船者の健康診断 

・この規則に基づいて行う他の保健上の措置 

・加盟国が要求する公衆衛生に関連した情報の提供 

 

船舶運行者は、有効な SSCEC 又は SSCC 及び検疫明告書を権限当局に提供しなければならな

い（IHR（2005）第 37 条・第 39 条、附録書 3、4、8）。 



 

媒介体によって媒介される疾病に関して、IHR（2005）附録書 5 は、船舶及び船舶運行者に

対する適用可能な特定の措置を規定している。 

 

2.3 検査官の役割 
港の権限当局の役割は、船上のエリア、システム及び業務を検査すること；これらのシステム

や業務の実施状況の検証；検査エリアの衛生状態の確認；適応されるべき時と適応すべき場所で

の推奨される是正措置又は要求される措置を実施することである。いくつかの必要な管理措置は、

証拠報告書式（ERF）（附録書 7 参照）に記録する必要があり、SSCC に付けて交付されることに

なる。 

 

IHR（2005）附録書 3 は、船上の検査されるべきエリア、システム及び業務を明らかにしてい

る。IHR（2005）附録書 1 は、加盟国が、必要に応じて入域地点で船舶を検査し、検査計画を指

揮し、港の施設を使う旅行者のための安全な環境を確保するために、訓練された職員を提供する

ことを要求している。この責務を果たすために、検査官は、検査業務に配属される前に、次のよ

うな能力が要求される。 

 

・直接観察や検査及び採取機器を使った測定による公衆衛生上のリスク（リスクを制御するた

めに実施されたシステムの有効性を含む）の評価。評価は、船舶運行者、代理店又は船長か

ら受け取った検疫明告書 2 などに基づいた情報；入港前の、船内における公衆衛生上の事象

（IHR（2005）第 28 条）に関する港への通報；旅行者の情報；発航港における輸送中、及び

入域地点の疾病の発生状況；個人保護技術と関連機器の適用；などの情報に基づいて行われ

なければならない。 

・微生物学的、化学的及び放射線学的要因による公衆衛生上のリスクが、人の健康にどのよう

に作用し、人から人、食物、空気、水、廃棄物、媒介体、媒介物及び環境から伝搬される経

路についての理解；放射線学的リスクが明らかになった場合、放射線暴露を実際的なレベル

まで制限するための適切な対処法；放射線リスクと影響を管理するために必要な専門的な援

助を求めるための手続き。 

・通知、評価、対応の運用手順、機器や医薬品注意事項の使用；船舶の大きさや種類に関連し

た環境要求事項の知識；関連の、適用されるガイドラインの知識（WHO、ILO、IMO など）。 

 

 

2. 船長は、入港前に船内の健康状態を明らかにしなければならない。また、船長は、権限当局が

明告書（第 37 条及び附録書 8；船内のパンデミック（H1N1）事象の管理のための“WHO 船舶の

検査と衛生証明書の交付のための中間技術助言”を参照）を不要としない限り、船医（乗船して

いる場合）の副署名のある完成した検疫明告書を権限当局に提供しなければならない。 



 

 

3．検査前の計画と船舶衛生証明書交付の当局側の準備 
検査計画を確立する前に、検査及び証明書の交付のための検査手順と当局側の準備について述

べる。 

 

3.1 船舶の検査及び SSCs 交付のための総合的な準備と当局側の手配 
 

3.1.1 連絡： 
・船内の公衆衛生上の事象（疾病のアウトブレイク、感染源及び汚染源、事故や緊急事態な

ど）に関する通知、評価と対応のための手続きの構築。 

・国内 IHR 連絡窓口及び国の保健監視システムのような重要な機関と協力し、連絡、報告及

び追跡システムを確立し維持すること。 

・最新の、容易にアクセスできる、SSCs を交付する権限を付与された港の連絡先を含む詳細

なリストを維持管理すること。 

・検査官が、船長や代理店、乗組員と問題なく意思疎通ができるようにしておくこと。 

・正確な情報を権限当局、船舶及びその運行者、代理店へ決定し発信すること。 

・入港する船舶の大きさ、頻度及び種類を評価すること。 

 

3.1.2 訓練： 
・訓練の必要性、資格要件及び能力判定基準が明確な計画を作成し実行する。 

・検査官が SSCs を英語でも交付できることを確実にする。 

・検査官は本手引きのチェックリストに習熟する。 

・検査官は船舶を検査し、SSCs を交付するのに必要な手順に習熟する。 

・検査官は本手引き及び IHR（2005）の法令文書に定義された証明書の種類ついて適切な知

識を実証することを確実にする。 

・船舶の大きさ及び種類によって予想される検査の流れに沿って検査官を訓練する。 

 

3.1.3 装備： 
・個人防護具（PPE）及びサンプリング装置を含む、検査及び管理措置に必要な道具及び装

具が常に用意され、良い状態にあることを確認しておく（附録書 4 及び 5 PPE 及び推奨さ

れた装置のリストを参照）。 

・証明書が正当なものであることを立証する正しい書式、唯一無二の印章又はスタンプ、及

びその他の管理備品がいつでも利用でき、良い状態にあることを確認しておく。 

 

3.1.4 管理： 



・検査の結果を監視し、監査し、評価するための高品質な管理構想を作成し実行する。 

・交付された証明書の行政的管理及び記録管理システムを作成し実施すること；例えば、過

去の検査及び交付された SSCs のファイルシステム又はデータベースを構築し維持する。シ

ステムは、過去の不備を特定することができなければならない。 

・承認された検査料金を徴収するためのシステムを確立すること。 

・安全な船舶の検査のための港湾領域；必要に応じて管理措置を適用する港湾領域； 

IHR（2005）附録書 1B に挙げられている施設及び業務に必要な港湾領域を特定する。 

 

3.2 現場検査の計画 
・船舶運行者又は代理人から提供される入港前の情報を要求し記録すること（すなわち、到

着時刻、バース、検査の請求、前の寄港地と次の寄港地、船内の衛生状態、船舶運行者又

は代理店の身元証明と連絡先の詳細を確認する）。 

・受けた情報に基づいて、公衆衛生上のリスクに関する評価を実行し、個々の検査に必要な

人員と装備を整理する。 

・事前に船舶に伝送できるような、検査手順についての簡単で理解しやすい情報（リーフレ

ットなど）を準備する。抜き打ち検査の場合は、この情報を事前に伝えるべきではない。

情報は、以下の内容を含む。 

  － 検査のために必要な文書のリスト 

  － 船上で窓口を担当する人物がいるべき旨の助言 

  － 検査が妨害されないよう、全てのエリアは立入可能とすべき旨の助言。 

 

 

4．船舶の検査及び船舶衛生証明書交付のための手段と作業手順 
検査は、船舶が、船上の健康リスクの評価及び管理のための適切な手順に従って運用されてい

ることを確認するように設計されている。 

 

検査により、船舶の運行とシステムが運用、維持されている方法の概要が明らかになる。一般

的に検査官は、船内での活動から生ずるリスクと、船舶自身によるリスク評価と管理措置の有効

性を特定すべきである。操作手順の質と実施範囲の両方が評価されるべきである。特に、検査は、

船舶運行者や船長が、関連する危害を特定したか、健康リスクを評価したか、及び健康リスクを

効果的に制御するための適切な管理措置を特定したかどうかを判断すべきである。 

 

SSCs の交付に関して、港は、訓練された職員を乗船させ、重大な公衆衛生上のリスクを特定

し管理措置を指示すべきである。検査官は、乗船に先立ち、船舶への効率的かつ安全なアクセス

を確保するために必要な行政的及び技術的な手順を遵守する必要がある。また、埠頭において、

乗船中、及び船上で検査を行う間、合理的なレベルの安全性を確保するための手順に従うべきで



ある。 

 

新しい証明書を交付する場合は、全ての船内のエリアを検査しなければならない。エリアは検

査工程（附録書 3 に記載）により、交差汚染を防止する状態になっている必要がある。 

 

検査を開始する前、可能であれば、船長に検査の目的を知らせ、全ての必要書類を準備するよ

う助言し、検査を容易にするために船上での窓口となる人物の提供を指示する。 

 

検査は通常、船舶運行者又は代理人と船長と船舶の衛生システム及び手順に関する予備的な話

し合いを含んでいる。さらに、検査の前に権限当局が船長又は担当者に送付した関連文書を審査

すべきである。 

 

船舶のリスク評価及びリスク管理体制が満足ではない、又は実施時の証拠が不十分である、又

は予期できない潜在的な危害が示唆される場合は、検査官は検査終了時に、これらの問題を船長

と話し合うべきである。この話し合いには、前回の検査報告書、 今回の関連する文書及び船内で

実施された食料と水に関連する全ての業務が含まれることがある。 

 

その後、本手引き又は他の技術文書（「WHO 船舶衛生ガイド」など）に適合しない事例のまと

めについては、検査官が、証拠報告書式（ERF）（IHR（2005）附録書 7 参照）に書き込み確定し

なければならない。検査官はまた、あらゆる是正措置に予想される時間枠を含めて関連した助言

を付記しなければならない。 

 

管理措置が既存の SSCC 又は既存の ERF に記載されている場合、検査は、これらの措置が成

功裏に実行されたことを検証しなければならない。 

 

検査や管理措置の実施で、満足すべき結果が得られない状況である場合、権限当局は、その結

果を SSCC に注記しなければならない。 

 

4.1 書類審査 
検査の目的のために、船舶、その貨物、及び起こり得る公衆衛生上のリスクに関する情報は必

要であるが、船舶運行者へ要求する情報や文書は、以下の公衆衛生の目的のために必須の公衆衛

生上の情報である必要がある。 

 

衛生文書に関しては、IHR（2005）及び環境及び公衆衛生一般に関する IMO 協定のような他の

国際協定に記載されている文書（1973 年の船舶による汚染の防止のための国際条約に関する

1978 年の議定書（マルポール 73/78 条約）、1965 年の国際海上交通の簡易化に関する条約（2006



年改正）など）の要件に従うべきである。 

 

船長が検査の準備をするのに役立つよう、国内当局（海事省庁など）は全ての必要な文書のリ

ストを港の衛生担当官が検査のために乗船する前に事前に送付するべきである。 

 

検疫明告書（IHR（2005）附録書 8 参照）は、航海中や入港時の乗組員と乗客の健康状態に関

連する基本的なデータが含まれており、下記の貴重な情報を提供する： 

・船舶の船籍証明 

  ・過去 30 日間に寄港した港（一覧） 

  ・過去 30 日間の乗組員及び旅行者のリスト（一覧） 

  ・既存の SSC の有効性、及び再検査の要否 

  ・訪れた感染地域 

 

SSC（IHR（2005）附録書 3 で提供されているひな型参照）は、公衆衛生上のリスクのある全

てのエリアと、適用すべき管理措置の要求を明らかにする。 

 

国際予防接種又は予防投与証明書（IHR（2005）附録書 6 に提供されているひな形参照）は、

乗組員及び乗客が入国時の要求に従って予防接種されたことを証明するものである。 

 

公衆衛生上のリスク評価のために、1965 年の国際海上交通の簡易化に関する条約（2006 年改

正）の文書リストに準じて、以下の文書が、権限当局によって要求されることがある。 

・明告書、これは船舶の名称、種類及び国籍を確認するためのもので、廃棄物及び残渣、受入

施設及び航海の詳細についてのまとめなど、貴重な情報も提供する。 

・貨物に関係する情報である積荷目録及び船用品目録（船積み・荷卸し港、貨物の品目など）。 

・危険物に関する詳細情報である危険物目録（随伴リスク、数量、船内貯蔵場所など）。 

 

公衆衛生上のリスク評価のために適切であるならば 以下の追加情報源が求められる場合があ

る。 

・管理計画書、例えば、水の積み込み、食品の安全、害虫駆除、下水、廃棄物に関するもの。 

・IMO バラスト水報告様式 

・医療記録、これは IHR（2005）の下で健康事象を引き起こすかもしれない船上の症例に関す

る情報を提供する。 

・医薬品のリスト、これは医療品棚の中に収納されている医薬品の種類や数量に関する情報を

提供する。 

・飲用水分析報告書は、船内の飲用水の微生物学的検査や化学分析の結果を提供する。 

 



権限当局は、必要な情報を効率的に処理するために、入港前及び出港前情報を伝達するための

方法と手順を作成すべきである。 

 

4.2 検査過程 
検査は、船舶のエリアを観察することから開始される。船舶が新しい証明書を求める時、本手

引きに記載されている全てのエリア（附録書 3 参照）が検査されなければならない。検査の主な

目的は、全ての管理すべき箇所が正しく確定されていること、適切な管理措置の実施や是正措置

が実施されていることを確認することである。 

 

検査官は、船上及び港湾区域で検査を実施している間、適切な認識票、衣服及び PPE を必要に

応じ着用する。PPE には、救命胴衣、安全ヘルメット、安全ブーツ、高視認性着衣、呼吸器及び

騒音（耳）保護具、ゴム手袋、保護ゴーグル、フェイスマスク（FFP3）、一回着装用オーバーオ

ールを含むが、これだけに限らない、 

 

港湾当局及び船舶運行者の事前の認証及び保安許可は、検査開始までに付与されるべきである。 

 

一般的に、検査官は検査開始時に、船長に対して、検査チームの紹介と検査の概要説明を行う。

船長からは運行状況の情報と船上で守るべき安全規則の情報を受ける。このやりとりは、可能で

あれば、個室で行われるべきである。船長に検査手順を概説し、準備された証拠書類を審査する。 

 

検査の流れ（附録書 3 参照）は検査官の判断による。しかし、検査活動に起因する交差汚染は

避けるべきである。したがって、個人的な衛生状態、清潔な衣服及び検査官の健康状態を考慮す

べきである。 

 

新しい証明書を交付する場合は、全てのエリアを検査する必要がある。船倉が使用されている

場合は、必要に応じて、貨物も、特に媒介体の存在を検査すべきである。検査チームが十分な人

員を擁している場合は、異なるエリアを割り当てることができる。その目的は、使える時間と検

査官の数、船舶の大きさと種類を考慮して、全ての検査目標を達成することにある。 

 

検査エリア、探索すべき証拠の種類、潜在的な情報源、執るべき適切な管理措置は、本手引き

のチェックリストに示されている。本手引きは、証明書を完成させる前に不足や法令不遵守がな

いかを確認するのに役立つ。 

 
4.3 検体の採取 

IHR（2005）附録書 3 の SSC のひな形には、検査と関連情報の一部として、“検体の検査結果”

の列が含まれている。しかし、そのような検体は IHR の下で行われる全ての検査で要求されるも



のではない。検体が採取され分析される必要があるか否かは、チェックリストに記述された特定

の状況；検査官によって発見された証拠；潜在的な公衆衛生上のリスクの性質；及び、特別の状

況において検体を使わない通常の検査技法の妥当性；などの要因によって異なる。例えば、冷た

い飲用水のシステムが 25℃を超える温度を示せば、レジオネラ菌汚染のリスクが増大する。した

がって、この温度は水の検体を採取するきっかけとなる。 

 

微生物以外（化学的又は放射線源から）の有害な汚染も、船内で発見される可能性がある。こ

れらの汚染に関するサンプリング方法は、「WHO 船舶衛生ガイド」に記載されている。 

 

検体の検査結果が判定中の場合は、証明書に“結果は判定中”という注記をして SSCC を交付

する。 

 

一般的に、臨床的徴候や症状が存在し、又は船上の公衆衛生上のリスクの証拠（感染源や汚染

源を含む）、又は公衆衛生上のリスクが明確に確認された場合、権限当局は、制御の適切な水準と

して採用されるべき適切な公衆衛生上の対策を決定する。権限当局は、これらの対策のために

WHO が助言した方法や材料がある場合、他の方法が同様に安全で信頼できると判断されない限り、

権限当局はそれらを採用すべきである。 

 

4.4 証明書の交付 
SSCEC と SSCC は 2 つの部分から成る： 

（a）証明書は、検査のための船舶の主要な物理的エリアについて概説する。 

（b）添付書類は、船舶の大きさや種類に従ってより詳細な検査を必要とする食品、水、廃棄物、

プールとスパ、医療及び他の施設に対する管理システムを表示する。証拠報告書式（ERF）

は、発見された証拠や示された対策の列記に使用できる。 

 

検査の後、SSC 交付の前に検査官は、船長へ報告すべきである。証明書を完成させる前に、船

長又は代表者は、不足部分を補い、必要な証拠書類を検索するための十分な時間を認められる必

要がある。検査中に確認された衛生措置の妥当性の証拠に従って、SSCEC 又は SSCC のいずれ

かが交付される（IHR（2005）第 39 条、附録書 2 のフローチャート参照）。 

 

証明書を完成させるための指示は以下の通りである： 

・表題部にある該当しない証明書の名前は線を引いて消す（SSCEC 又は SSCC のいずれか）。 

・2 つの表の上部に必要な情報を記入する（船名、船籍など） 

・該当する表を選ぶ（左：SSCEC、右：SSCC） 

・列内の各欄全てに記入する。 

・本手引きのチェックリストと一致した表現を読みやすい字で書く。 



・SSC 上に十分なスペースがない場合は、証拠報告書式（ERF）を使う。 

・該当するエリアがない場合は「NA」と記入する。 

・証拠が発見されなかったエリアにはそれぞれ「None」又は「Nil」と記入する。 

・審査した書類名を列挙する。 

・書類審査が行われなかったときは、「None」又は「Nil」と記入する。 

・検体の検査結果が出た場合は、「Yes」又は「No」と明確に示す。 

・検体は採取されたが結果が判定中の場合は、「Sample results pending」と記入する。 

・署名（検査官を識別）し、日付を記入し、証明印を押す。 

・全ての証明書が読み取り可能であることを確認する。 

・証明書に使われている言語の少なくとも一つが英語であることを確認する。 

 

有効な証明書を保有する船舶に対して再検査が行われた場合は、追加情報を記録するために、

証拠報告書式をもとの証明書に添付する。用紙が添付されていることをもとの証明書に注記し（望

ましくは 4.4.4 に示すスタンプを押す）、検査官が署名する。添付用紙にはもとの文書が存在する

ことを書いておくべきである。 

 

4.4.1 船舶衛生管理証明書（SSCC） 
SSCC は、感染源及び汚染源を含めて公衆衛生上のリスクが船上で検知され、かつ必要な管理

措置が成功裏に完了した後で交付される。SSCC は、発見された証拠、実施された管理措置、及

びサンプル採取と対応する結果（得られた場合）を記録するために使用されなければならない。

必要に応じて証拠報告書式を添付することができる。 

 

もし管理措置が実行される状況が、、措置が行われた港では満足すべき結果が達成できないとい

う権限当局の意見がある場合、権限当局は、証明書にこの旨の注記をしなければならない。この

注記は、船舶由来の公衆衛生上のリスクの全ての証拠、及び次に寄港する港において適用すべき

必要な管理措置を明らかにする。その船舶が出港を許可される場合は、出港時に、権限当局は次

の寄港地に対し、迅速な伝達手段（電子メール、ファックス、電話など）により、証拠の種類、

必要な管理措置を、通知する必要がある。これらの手順は、特に公衆衛生上のリスクが国際的に

広がるおそれがあり、人の健康に重大かつ直接的な危険が及びうる状況で適用される。 

 

SSCC の交付の可能性のある特定された公衆衛生上のリスクや必要な管理措置、結果判定中の

検体のどの証拠も、該当する場合は、証明書に記録する必要がある。 

 

4.4.2 船舶衛生管理免除証明書（SSCEC） 
IHR（2005）によると、船上で公衆衛生上のリスクの証拠が発見されず、船舶に媒介体及び病

原体保有宿主を含む感染及び汚染がないと権限当局が確認できた場合に、SSCEC が交付される。



この証明書は通常、可能な限り、船舶及び船倉が空であるか、又はバラストや類似の性質の他の

材質のみを収容しているなど、船倉の完全な検査が可能な状態の時に検査が実施された場合に交

付される。 

 

IHR（2005）に準拠した有効な SSCEC や期間延長措置が存在するにも関わらず、IHR（2005）

第 23 条、第 27 条、附録書 4 に述べられているように（事前の評価で公衆衛生上のリスクの証拠

を示す場合など）、様々な状況で検査が要求されることがある。 

 

4.4.3 船舶衛生証明書の期間延長 
SSCEC と SSCC は最長 6 か月まで有効である。この期間は、検査や要求された管理措置がそ

の港において完了しなかった場合は、１か月まで延長することができる。しかし、その船舶が感

染症拡大の重大なリスクを含んでいる場合は、感染症又は汚染の拡大防止のために必要な消毒、

除菌、虫類駆除、ねずみ駆除その他の措置を、次の入域地点で実施する必要がある。出発の際に、

権限当局は、次の入域地点の権限当局に、発見された証拠及び必要な管理措置を通知する必要が

ある。 

 

船舶が期限切れの証明書のまま航行することがないように、期間延長措置は、検査及び必要な

管理措置の実施できる港まで航行することを許可するものである。 

 

期間延長措置は、現存する SSC の失効日の前 30 日以内に限って許可されている。しかし、SSC

の失効日の後 30 日を超えて延長することはできない（IHR（2005）第 39 条）。 

 

権限当局間の共通基準を確保するため、以下と同様の“延長スタンプ”を用いることを推奨す

る。既存の証明書に押印する。 

 

延長 

この証明書の効力は 

＿＿／＿＿／＿＿（日／月／年）まで延長された。 

（失効日の後、最大 30 日間） 

 

XXXXXX 港の権限当局による。 

 

日付及び署名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

4.4.4 証拠報告書式（ERF） 
証拠報告書式（附録書 7 参照）は、検査中に検出された公衆衛生上のリスクの証拠、所定の管



理措置又は是正措置を記録するために使用することができる。発見された証拠、検査された検体

及び書類審査により、“要求された（required）”及び“推奨された（recommended）”という言葉

が使用される。検査官はその後、船長に SSC と証拠報告書式を手渡す。証拠報告書式が使用され

た場合は、作成された SSC にその旨を記載する。権限当局間の共通基準を確保するため、以下と

同様の“添付スタンプ”を用いることを推奨する。 

 

添付書類を参照 

この証明書には下記の港で 

権限当局により書類が添付された。 

XXXXXX 港 

 

添付書類の頁数＿＿ 

 

日付及び署名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

感染症の拡大を防止し、存在する重大かつ直接的な危険を抑制するために必要ないくつかの管

理措置を、直ちに採用するべきである。必要な管理措置が決まれば、自動的に SSCC が交付され

ることになる。 

 

権限当局による検査中のリスク評価に従って、乗組員及び船舶運行者は、潜在的なリスクを防

止するための予防的措置に関する勧告に従わなければならない。 

 

既存の国際基準や規則は、“要求される（required）”又は“推奨される（recommended）”措置

として、管理措置の決定基準として用いられる。もし、国際条約、基準及び規則の関連する条文

や記述において“shall”が使われる場合は、それは要求される措置とみなされる。例えば、ILO

の船舶乗組員に対する食糧及び賄に関する条約（第 68 号）では、船員の健康と厚生を確保するた

めの食品供給及び給食手配を特別に規定した。この措置は、“shall”であるから、“要求された”

に指定されることになる。 

 

科学雑誌の掲載記事は、入域地点や船舶内で公衆衛生上の緊急事態の要因となる公衆衛生上の

リスクの証拠を提供する。このような事例の効果は、汚染と感染を制御するための措置を正当化

する。これらの記事は、どの対策を採用すべきかを決定するための科学的根拠を提供する。例え

ば、フードチェーンにおける不適切な温度管理で発生する病原体により、大規模な食中毒が報告

されているため、食材、準備、調理及び提供時の温度管理に関する予防措置は不可欠である。そ

のような措置は、要求される措置として特定される。 

 



いくつかの措置は、感染及び汚染を効果的かつ効率的に制御するという目標を達成するために、

国際的に最善の対策を参考にしている。 

 
4.4.5 汚染船舶と SSC 

IHR 第 27 条及び第 39 条により、以下の船舶は、汚染があるものとみなされる。 

・有効な SSCEC 又は SSCC が作成されていない場合 

・体調不良や疾患の臨床的徴候や症状があり、感染源及び汚染源を含む、事実に基づいた情

報や公衆衛生上のリスクが存在する証拠が存在する場合。このような状況では、SSCEC 又

は SSCC を所有している場合であっても、船舶は汚染があるとみなされる。 

 

もし権限当局が必要な管理措置を実施できない、又は管理措置の実施結果が無効である場合は、

証明書の添付様式にその内容が明記されるべきである（附録書７の証拠報告様式など）。添付様式

には、公衆衛生上のリスクと要求される管理措置が詳細に記載されなければならない。添付書類

は、原本の証明書への添付書類であるということが明瞭に刻印され、例えば、日付及び交付した

港の名前により、原本の証明書と相互参照されなければならない（附録書 2 参照）。 

 

次港での再検査で、前港の権限当局によって要求された管理措置が実施されていることを確認

し、その措置が有効であったことを検証した後、その旨を添付書類に記載しなければならない。 

 

その船舶は、再検査で他の公衆衛生上のリスクが発見されない限り、IHR 第 27 条の下で汚染の

ある船舶とみなされなくなる。船長の同意の下に完全な検査が実施され、新しい証明書が交付さ

れない限り、証明書原本の本来の有効期限は影響を受けない。 

 

 

5．管理措置 
情報や証拠により、公衆衛生上のリスクが一つでも確認された場合は、権限当局は適切な管理

措置を決定し、現在適応されている管理措置の妥当性について検討しなければならない。公衆衛

生上のリスクは多様な手段によって制御することができる。権限当局は、リスク評価による合理

的かつ実際的な管理措置を実施すべきである。不必要又は過度の対策は避けるべきである。加え

て、管理の選択肢を評価する際、技術的資源の可用性及び合理的な費用についても考慮すべきで

ある。 

 

公衆衛生上のリスクが存在する場合は、許容レベルまでリスクを低減する管理措置が特定され

るべきである。船舶運行者は、船上のいかなるリスクも管理する責任がある。しかし、権限当局

は、適切で関連性のある措置を選び出すための合理的な支援を提供すべきである。 

 



船舶に対する公衆衛生上のリスクの管理措置の適用は、全ての重要な関係者（この活動に関与

している船長、船舶運行者又は代理人、港湾当局など）が適用される方法に関する十分な情報を

得た後にのみ行われるべきである。公衆衛生上のリスクを抱えていることが疑われる船舶の検疫

のための港湾区域の指定などの重要な活動は、船舶の移動に関する港湾オペレーターと協力し、

事前によく確認されているべきである。実施されるべき作業のスケジュールは、船舶の管理職員

と確認し、いずれの是正措置についても言及する必要がある。 

 

船舶における公衆衛生上のリスクを検出及び評価するために提案されている方法（本手引きの

パート B）は、既存のガイドライン、WHO 加盟国専門家、国際機関及び海運業界から提供される

情報に基づいている。 

 

IHR（2005）に準拠して実施する虫類駆除、除染、ねずみ駆除、消毒及び他の衛生手法は、損

害のないよう、また可能な限り人に不快でない方法で実行されるべきである。また、公衆衛生、

手荷物、貨物、コンテナ、船舶、物資又は郵便小包に影響を与える環境被害は避けるべきである

（IHR（2005）附録書 4.B-1）。入域地点で旅行者が使用する施設を、実施可能な限り衛生的な状

態に維持し、媒介動物や病原体宿主動物を含む感染源又は汚染源の無いよう保つべきである（IHR

（2005）第 22 条 第 2 項）。これらの措置は、遅滞なく開始及び完了し、明白かつ非差別的に適

用されるべきである（IHR（2005）第 42 条）。 

 

 

6 その他の関連する国際協定や証書 

本手引きは、IHR（2005）の特定の規定について焦点を当てている一方、他の国際協定や証書

も関連した事案、例えば、乗組員の安全性と快適性、関連する設備の運用、通信、海洋汚染、そ

して船舶と港湾の安全と保安に取り組んでいる。このような協定や証書には、ILO と IMO の支援

の下に採択されたものが含まれている。これらの国際協定は、IHR（2005）と互換性があり、真

に共同的であるべきである。 どのような場合も、IHR（2005）は、IHR と他の証書が互換性のあ

る方法で解釈されることを規定している。その証書や協定の多くは、本手引きの一部に適用され

る場合は引用されている。 

 

 IHR（2005）及びその前書きに規定されているように、（世界保健）規則は、加盟国が健康上、

地理的、社会的又は経済状況において特定の共通の関心を妨げることはない。加盟国はまた、規

制の適用を促進するために、以下に関わる特定の条約や協定を締結することを妨げられることは

ない。 

 

・領域が隣接し合う加盟国間での公衆衛生上の情報の直接的かつ迅速な交換 

・国際沿岸交通や管轄内水域における国際交通に適用される衛生措置 



・共通の国境を有する異なる加盟国の接続領域に適用される衛生措置 

・感染した乗組員や乗客又は感染した遺体を運ぶための目的のために採用された輸送手段によ

る輸送の取り決め 

・物品から疾病の原因となる因子が無い状態にするために行う、ねずみ駆除、虫類駆除、消毒、

除染及びその他の処置 

 

また、IHR（2005）は、その規則に規定する義務を損なうことなく、地域経済統合組織の一員

である加盟国が、その組織の相互関係における現存の共通のルールを適用すべきであると規定し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パート B 船舶検査のチェックリスト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

エリア 1 居住区 
はじめに 船舶運行者は、船員及び旅行者のために、船上の安全な環境を維持する責任

がある。IHR 及びその他の関連する国際条約が、整合性を保つように解釈さ

れるべきであることから（第 57 条）、船員の居住区は、国際労働機関（ILO）

条約における船員の居住設備及び食物と給食に関する既存の規則に準拠す

る必要がある。2006 年 7 月以前に建造された船舶については、すべての船

員の居住設備は「船員の居住設備に関する条約（第 92 号）（1949 年改正）」

及び「船員の居住設備に関する条約（附則）（第 133 号）（1970 年）」に準拠

すべきである。2006 年 7 月より後に建造された船舶については、居住設備

は「海事労働条約 2006」に準拠すべきである。 

国際基準と勧告 ILO 海事労働条約 2006 年 
1．第 4 条、船員の雇用と社会的権利： 
第 3 項：「すべての船員は、船上での適切な労働条件及び生活条件に対する

権利を有する」 
第 4 項：「すべての船員は、健康の保護、医療、厚生に係る措置及びその他

の形態の社会的な保護に対する権利を有する」 
2．規則 3.1：居住設備及びレクリエーション用の設備 
 
ILO 船員の居住設備に関する条約（第 92 号）（1949 年改正） 
船員の居住設備に関する条約（1949 年改正版）は、船内の寝室、食事及び

レクリエーション室、換気、暖房、照明及び衛生設備に関する詳細な仕様を

規定している。 
 
ILO 船員の居住設備に関する条約（第 133 号）1970 年 
 
ILO 船員の居住設備（空調設備）に関する勧告（第 140 号）1970 年 
 
ILO 商船における最低基準に関する条約（第 147 号）1976 年 
 

主要なリスク 船上における公衆衛生上のリスクの発生に寄与する要素には、居住区の設

計、建設、管理及び運用が含まれる。 

書類審査 ・衛生設備及び換気装置の組立図面 
・清掃手順と記録 
・特定の清潔エリアと不潔エリアにおける交差汚染防止を示した構造計画 
・排気口と排気口に近い空気取り入れ口における煙試験 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

1.1  構造 

1.1.1 
壁や床面、建具が隙間なく造られてい

ない、又は清掃しにくい構造である。 

居住設備は、容易に密閉でき、清

掃しやすい材質で建造されている

べきである。 
  ❏ 

1.1.2 
居住設備が、媒介体の侵入が容易であ

る不適当な材質で建造されている。 
全ての居住設備は、媒介体が侵入

しない構造にする。 
  ❏ 

1.1.3 
窓がなく、換気システムが不十分なた

め、居住者の健康を害するおそれがあ

る。 

感染症の拡大を防止するために、

特に、寝室と食堂では、十分な換

気システムが機能する、又は窓に

適切な防虫網を装着する。航行中

の天候に応じて、換気を調節する。 

  ❏ 

1.1.4 暖房設備が設置されていない。 適切な暖房設備を装備する。   ❏ 

1.1.5 
船員又は乗客の寝室が、質の悪い材質

で建造されている。 

鋼鉄又は他の認可された材質から

造られた独立した寝室を備え、防

水性及び気密性があること。 
  ❏ 

1.1.6 
船員が利用できるトイレが設置され

ていない。 

船員の居室内、もしくは個々の居

室外の共用の洗面所に、船員用の

トイレを設置する。 
❏   

1.1.7 
浴室又はシャワールームが設置され

ていない。 
寝室に、個人用又は共用の、トイ

レを含む浴室を設置する。 
  ❏ 

1.1.8 
排水システムが装備されていないか、

あっても適切に機能していない。 
需要に応えうるだけの十分な排水

システムを装備する。 
  ❏ 

1.1.9 
外部ドア又は窓が、媒介体の侵入を防

いでいない。 

必要に応じて、媒介体の侵入を防

ぐ効果的な防御対策を実施する。 
  ❏ 

外側へ開く、自動閉鎖式のドアを

設置する。 
  ❏ 

個人の予防措置に関する教育資料

を備える。 
  ❏ 

1.1.10 
網戸の目の細かさが十分ではない（例

えば、1.6mm 以上）。 
網戸は、目の細かさが 1.6mm 以下

のものを設置する。 
  ❏ 

1.1.11 
トイレ、居住区及び食堂をそれぞれ区

分する、換気用の空間が無い。 

屋外換気を取り入れるために、ト

イレの換気構造を改修する（交差

汚染を防止する）。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

1.1.12 

サニタリースペース（洗面所、浴室、

トイレ）からの排出口と給気口が接合

している、又はかなり近接して設置さ

れている。 

衛生エリアや他のエリアから排気

される空気が給気口に流入しない

ように、構造又は設計を修正する。 
  ❏ 

1.2 設備  

1.2.1 
手洗い設備がない、又は船員・乗客の

定員に対して不足している。 

適当な手洗い設備（液体石鹸、ペ

ーパータオルなどを含む）を設置

する。 
個人衛生に関する教育資料、標識

の掲示、及びトイレの利用と手洗

いの重要性に関する船員用の日常

的な意識向上プログラムを提供す

る。 

  
  

❏ 

1.2.2 トイレ設備の備品が不十分である。 

手指の乾燥の手段（望ましくは使

い捨てペーパータオル）、トイレ

ットペーパー、及び一人ずつの石

鹸又は液体の石鹸をトイレに設置

する。 

❏   

1.2.3 
個人の所持品の保管が不適切なため、

交差汚染の原因となっている。 

個人の所持品用の十分な収納場所

を用意する、もしくは居室に移動

させる。 
  ❏ 

1.3 清掃及び整備 

1.3.1 
清掃及び衛生状態を維持するための

計画が未策定又は内容が不十分であ

る。 

適切な清掃と整備の計画を策定さ

せる。 
  ❏ 

1.3.2 
塵芥や廃棄物が存在又は媒介体が生

息する状態である。 
清掃と消毒の予定表を作成する。 ❏   

1.3.3 
化学物質又は他の物質による汚染が

見られる。 
汚染除去処理を実施する。 ❏   

1.3.4 
トイレの漏れ、溢れ又は交差接続があ

る。 
汚水の漏洩や詰まりが無いよう

に、トイレの保守を行う。 
❏   

1.3.5 
トイレの水洗機能が保守されていな

い。 
トイレの水洗機能を保守する。   ❏ 

1.3.6 
使用するリネンや衣類が適切に管理

されていない。 

洗濯物の処理、保管及び配給（清

潔物と汚物の一定の適切な交換）

のために、洗濯施設に適切な設備

を備える。 

  ❏ 

 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

1.3.7 
媒介体又は病原体保有宿主の証跡が

確認された。 

消毒及び適切な虫類駆除、又はね

ずみ駆除措置を実行する。 
❏   

壁や床面、備品を耐久性のあるも

のに修理又は交換し、設計当初の

機能を満たし、清掃しやすく、媒

介体の侵入を防止できるようにす

る。 

  ❏ 

1.4 照明 

1.4.1 
自然照明又は人工照明が不十分であ

る。 
十分な自然光が得られない場合に

は、人工照明を整備する。 
  ❏ 

1.5 換気  

1.5.1 
冷暖房設備内にほこりやゴミが確認

できる、又は換気が十分に行われてい

ない。 

清掃や消毒を容易にするために、

エアコンや暖房装置の配置を変更

する。 
  ❏ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エリア 2 調理室、配膳室及び給仕エリア 
はじめに 船上における食品に起因する疾病のアウトブレイクは、潜在的に腐りやすい

食品の温度管理や熱処理、感染した食品取扱者、交差汚染、汚染された生の

食材及び調理室内の飲用水以外の水の使用が関連している。いくつかの疾病

は、ひとつの国から他の国へと、船上の不良な管理措置による感染因子又は

汚染物質によって運ばれうる。それゆえ、食材の調理や処理に加えて、レス

トランや配膳室において汚染の起源を検知することは、食品に起因する疾病

を予防及び管理するために極めて重要である。 

国際基準と勧告 コーデックス委員会（CAC：国際食品規格委員会） 
国際的に採用された食品基準を定めるために、1963 年に国際連合食糧農業

機関（FAO）と世界保健機関（WHO）によって設置された委員会。規格に

は、コーデックス委員会（CAC 1995; 1997a, b; 1999; 2003）の目的を達成

するための行動基準、ガイドライン及びその他の推奨措置も含まれる。CAC
ガイダンスは、基本的な食品安全に関する重要な情報を提供しており、本章

を通じて引用されている。 
 
ILO 海事労働条約 2006 年 
規則 3.2：食品と給食第 2 項 
加盟各国は、自国を旗国とする船舶が以下の最低基準を満たすことを確保す

る： 
（b）給食部門の組織及び設備は、衛生的な条件で調理及び提供され、適切

かつ種類豊かで、栄養のある食事を船員に対して提供することができ

るものとする 
（c）給食スタッフは、職務上の地位のために適切に訓練され、又は指導さ

れること 
規則 3.2 は、適正な食品の取り扱いと衛生に関連したさらなる要求条件と指

針も示している。 
 
ILO 食料及び賄（船舶乗組員）条約（第 68 号）1946 年 
第 5 条： 
各加盟国は、第一条に掲げられる船舶の乗組員の健康と福祉の確保を目的と

した食料の供給及び給食施設に関する法令又は規則を実施しなければなら

ない。 
 
この法令又は規則は、次のことを要求しなければならない： 
（a）食料及び水の供給は、船員の人数、航行の期間及び性質を配慮して、

適正な数量、栄養価、品質及び種類を用意すること； 
（b）すべての船舶において、船員に対して適切な食事を提供できるように、

給食部分を設備して装備すること 
 



第 6 条： 
国内の法令又は規則は、権限当局による次の事項に関する検査の制度を規定

しなければならない： 
（a）食料及び水の供給 
（b）食料と水の貯蔵及び取扱いのために使用されるすべての場所及び設備 
（c）食事の調理及び配膳のための調理室及びその他の設備 
（d）給食部門に所属する乗組員が、法令及び規則により取得することを要

求される資格 
 
第 7 条： 
国内の法令又は規則、もしくは係る法令又は規則がない場合は、雇用者と労

働者の間の労働協約により、所定の期間において海上で次の事項について、

船長又は船長が代理として指名した士官が、給食部門の責任者と共に検査す

ることを規定しなければならない： 
（a）食料及び水の供給 
（b）食料と水の貯蔵並びに取扱いのために使用されるすべての場所及び設

備、食事の準備及び配膳のための調理室及びその他の設備 
各検査の結果は、記録されなければならない 
 
HACCP（危害分析に基づく重要管理点方式＝ハサップ）（Hazard Analysis 
and Critical Control Point） 
HACCP は、供給源及び備蓄を含む食品の製造や流通の系統において、重要

管理点（Critical Control Point）を確認して監視するシステムとして注目され

ている。危害を防止、除去又は縮小し、抑制措置を講じるために、重点を置

いて管理することが必要である。食品安全計画（FSP）は、安全な食品の提

供プロセスを管理するために必要である。一般的に、FSP は HACCP を基調

とする。 
主要なリスク 食品に起因する疾病は、低品質の食品の積み込みと関連している。しかし、

積み込まれた食品が安全であったとしても、後に続く船上での貯蔵、準備、

調理及び配膳の作業中の安全性を保証するものではない。調理室、食品貯蔵

室及び配膳エリアにおける食品の安全に寄与する主要なリスクは、次の事項

と関係している： 
 
・生物学的危害（バクテリア、ウイルス、カビ及び寄生虫） 
生物学的危害は、バクテリア、ウイルス、カビ、酵母又は寄生虫が食品を汚

染する時に発生する。これらの生物は、通常、人や食品を準備する場所に持

ち込まれる生の製品と関係している。したがって、調理室内の生の材料は、

高リスク因子である。さらに、食品の準備時間及び温度、船上の食品取扱者

の十分な意識及び衛生的な慣行の実施もまた、食品の安全に対して重大な役

割を果たしている。 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.1 文書類及び管理業務の検討 

2.1.1 

適切な食品の調達、取扱い及び給仕に

関する方針又は有益な資料（文書及び

表示）が記載された食品安全計画が整

備されていない。 

供給元、調理、給仕、役割及び責

任に関して、HACCP の原理に基づ

く食品安全計画を作成し、実行す

る。 

  ❏ 

厨房又は、その近くの目立つ場所

に、食品の取扱い・製造、手洗い

及び衛生に関する方針や資料（文

書や表示）を掲示する。 

  ❏ 

2.1.2 

医療日誌により、感染症に罹っていた

乗組員が、症状が見られなくなって最

低 48 時間経過する前、あるいは他の

感染症に罹っている状態で、調理室の

仕事に復帰したことが明らかである。 

胃腸疾患の兆候がある食品取扱者

又は厨房担当の船員は、症状が見

られなくなって最低 48 時間が経

過するまでは、食品関連の業務を

一切行ってはならない。 

❏   

感染症の状況を再評価する。 ❏   

2.1.3 
定期的な清掃計画及びそのスケジュ

ールが策定されていない。 

衛生、清掃及び整備手順を記載し

た方針書を策定する。乗組員に教

育資料（文書、ビデオ、テキスト、

表示など）を提供する。 

❏   

訓練マニュアルを作成し、計画の

運用にあたって管理を強化する。 
❏   

2.1.4 
冷凍室、冷蔵室、食品の保温又は予熱

の温度記録簿が整備されてない。校正

された温度計が整備されていない。 

冷凍室、温・冷保持装置のための

温度記録簿を作成して記録する。

食品用温度計の温度調節と調理時

間の校正記録簿を作成してい記録

する。 

❏   

2.1.5 
廃棄物管理計画書又は清掃スケジュ

ールが整備されていない。 

臭気と害虫を防止する廃棄物管理

計画を策定及び実行し、媒介体の

誘引を最小限に抑え、食品汚染や

環境汚染を防止する。清掃予定表

と記録を設ける。 

❏   

2.1.6 
食品安全の訓練計画又は乗組員が訓

練を受けた証拠書類が整備されてい

ない。 

訓練計画を策定して実行し、訓練

記録簿を作成して記録する。 
  ❏ 



2.2  設備、器具及び材料 

2.2.1 
調理室内に手洗い設備が設置されて

いない、又は設備が不十分である。 

調理エリアに、石鹸、手の乾燥手

段（望ましくは使い捨ての紙タオ

ル）及びタオル用の廃棄容器を備

えた、手洗い施設を少なくとも１

か所は設置する。 

❏   

手洗い施設の位置、及び適切な手

洗い方法と時間を表示する。 
❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

2.2.2 
流し台が、適切な清掃や消毒がなされ

ずに調理で使用されている。 

必要かつ可能な限り、多くのエリ

ア内（肉、魚及び野菜の前処理室、

冷蔵食料室又は食料品庫、及び乗

組員が食品を洗浄又は浸すエリア

など）に、食品準備用の流し台を

設置する。食品の準備専用に、少

なくとも一つの流し台を整備す

る。 

❏   

特に、利用できる流し台が一つし

か無い場合は、食品の準備前に、

流し台を厳密に清掃、消毒し、清

潔にする。 

❏   

2.2.3 
食品接触面や設備が、耐久性に乏し

く、耐食性、非吸水性の材質ではない。 

食品接触面の材質を、防腐、非毒

性、非吸水性で、簡単に清掃可能

で滑らかな、耐久性のある材質に

取り換える。 

❏   

2.2.4 
密閉できるドア又は同等の間仕切が

設置されていない、もしくは設置され

ていても機能していない。 

保存された食品の汚染を防止する

ために、アイスビン、食品展示ケ

ース及び他の食品や氷を保管する

設備の開口部には、隙間無く閉ま

るドア又はそれに類似した保護用

パーテーションを整備する、もし

くは修繕する。 

  ❏ 

2.2.5 
廃棄物容器に不適切な容器を使用し

ている（非防水性で吸水性がある、清

掃が困難な形状、非防鼠性である等）。 

防水性、非吸水性、防鼠性があり、

清掃が容易な材質や容器を使用す

る。 
  ❏ 

2.2.6 
廃棄物容器に蓋やカバーがない、もし

くはあっても閉まっていない。 

食品を取扱う場所にある廃棄物容

器の蓋やカバーは、食品の準備、

配膳及び清掃作業中はできる限り

閉める。 

❏   



2.3 施設  

2.3.1 
調理室、配膳室及び食品貯蔵庫で、飲

用に適さない水が使用されている。 
流し台を飲用水設備と連結する。 ❏   

 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

2.3.2 

給仕エリアの壁や床面の表装及び設

備が、清掃しにくい構造であり、媒介

体の住処（隠れ場所）や食品残渣のた

まり場所がある。 

耐久性があり、容易に清掃するこ

とができ、適切な排水を可能にす

る材質で、給仕エリア、壁や床面

の表装及び設備を建造する。 

❏   

2.3.3 
飲用水と食用の氷を蓄える貯蔵庫が

設置されてない、もしくは設置されて

いても不適切な状態である。 

十分な飲用水を供給するための貯

蔵及び分配する適切な設備を確保

する。 
❏   

2.3.4 
流し台の排水管が（逆流防止装置を通

さず）、廃水設備に直接つながってい

る。 

廃水の逆流を防ぐために、廃水シ

ステムへ間接的に連結する（例え

ば、エア・ブレイクを通す）よう

に、流し台の排水管を修繕する。 

❏   

2.3.5 
換気扇等の換気設備が設置されてな

い、もしくは設置されていても不十分

な状態である。 

換気設備を再設計、再建造し、十

分に保守し、清掃する。換気端末

のルーパー（鎧戸）や記録器は、

清掃のためにすぐに取り外しがで

きるようにする。 

❏   

2.3.6 照度が不十分な状態である。 
適切な衛生状態を評価する程の自

然光がない場合は、人工照明を設

置する。 
❏   

2.3.7 
食品を取扱う場所の照明器具が保護

されていない。 

食品に破損したガラスが混入しな

いように、照明器具を設置又は固

定する。 
❏   

2.3.8 
食品を取扱う乗組員のためのトイレ

が設置されてない、もしくは設置され

ていても使用できない。 

トイレ、手洗い、手指乾燥器、及

び石鹸の十分な供給ができる、専

用で、適切かつ衛生的な設備を備

える。施設が厨房又は他の食品取

扱エリアに直接通じてないことを

確認する。 

  ❏ 

可能な限り、衣服の適切な保管場

所を含む、食品を取扱う乗組員の

ための適切な更衣室を備える。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.3.9 

機械エリアの下又は中にある食堂の

給仕台や床、隔壁が、硬くて耐久性の

ある非吸水性の材質で建造されてい

ない。 

食堂の給仕場所に、硬くて耐久性

のある、非吸水性の床（例えば、

密封された花崗岩又は大理石）を

備える。61cm（2 フィート）以上

の安全な離隔距離を、給仕場所の

働いている側の端から確保する。

給仕カウンターの裏側、機器の下

及び技術スペースにある床は、硬

くて耐久性のある、非吸水性の材

質（例えばタイル、エポキシ樹脂、

又はステンレス鋼）で建造しなけ

ればならない。 

❏   

床と隔壁との接合部分、及び床と

器材の基礎との接合部分には、半

径 10 mm（0.4 inch）以上、又は

オープン設計 90 度以上の耐久性

があるコーブ（凹形弓状面）でな

ければならない。ステンレス製又

は他の材料のコーブ仕様にする場

合は、耐久性があり十分な厚みの

ものが確実に設置されなければな

らない。 

❏   

2.3.10 

給仕エリア内で食品と接する表面が、

滑らかでない、又は裂け目、開いたま

まの継ぎ目、割れ、欠け、介在物、穴

と同様の欠陥がある、もしくは鋭角の

内角、角、隙間があり、清掃や検査が

容易ではない場所がある。 

交差汚染を防止するために、非毒

性で、耐久性があり、防腐性で、

非吸水性で、滑らかな仕上げ加工

がされて、用意に清掃ができるよ

うに、損傷を受けた表装と備品を

修理する、もしくは交換する。 

❏   

媒介体が現れる場所を清掃して、

衛生処置と虫類駆除又はねずみ駆

除を行う。 
❏   

2.4 調理  

2.4.1 

司厨担当の船員に手の衛生的な知識

が欠けている（例えば、同一人が汚れ

た皿を運び、その後きれいな皿を運ぶ

場合、この二つの仕事の間で手洗いが

徹底されていない）。 

特に、異なる仕事と仕事の合間で、

定期的に正しく手洗いを行う。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.4.2 
調理された食品と生の食品との間で

交差汚染がある。 

生の食品と調理済食品の調理に

は、別々の用具とまな板を使用す

る。生の食品から調理済食品に用

途変更があるときはいつでも、食

品接触面、食器類及び器具を洗浄

して、消毒を行う。 

❏   

食品を準備する前に、交差汚染エ

リアの清掃と消毒を行う。生の食

品と調理済食品のための準備エリ

アと貯蔵エリアを切り離す。 

❏   

2.4.3 

冷凍庫に保存している食品が明らか

に変質又は解凍している。あるいは、

手で押すと、部分的に半解凍の状態が

見られる。 

凍結状態で食品を保存することが

できない冷凍庫を修理する又は交

換する。 
❏   

腐敗、再凍結、部分的な解凍、全

解凍した食品、及びその他の不適

切な温度で保存された食品は廃棄

する。 

❏   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.4.4 

腐敗するおそれのある食品が、その食

品の種類に対して、不適切な温度で保

管されている。時間管理が行われてい

ても、６時間を超える時間帯の説明又

は記録が無い。 

食品が微生物増殖の危険温度帯に

入るのを防ぐために、以下の通り、

腐敗するおそれのある食品を保存

するための適切な温度を保持す

る。： 
・高温保存食品は通常、62.8℃
（145℉）以上の温度に維持され

た高温保存装置内に置き、必要

な時までその温度を維持する。 
・調理され、冷却された、腐敗す

るおそれのある食品は、その食

品のすべての部分が 74℃
（165℉）以上になるまで再加熱

し、必要な時までその温度を維

持する。 
・腐敗するおそれのある食品又は

飲料は、準備の間もしくは準備

後すぐに提供するために置いて

ある場合を除いて、4℃（40℉）
以下で保存する。そのような食

品が長期間保存される場合は、

4℃（40℉）が推奨される。 
・通常、冷蔵室で果物と野菜を保

管する。 

❏   

2.4.5 
救急箱がすぐに使用できる場所に設

置されていない。 

救急箱が、食品取扱いエリアです

ぐに利用できるように設置し、訓

練を受けた乗組員が救急処置担当

者に任命されている。 

  ❏ 

2.4.6 

食品取扱い担当又は調理担当の船員

が、手当てしていない切り傷や傷口が

ある状態で調理等の業務を行ってい

る。 

傷口を防水性の手当用品で処置す

る。傷口が感染している場合は、

直ちに治療を行い、使い捨ての手

袋を着用する。 

❏   

2.5 衛生管理システム 

2.5.1 
低温・高温保管設備の温度記録が最新

のデータを記録していない、又は検査

で不正確な記録が確認されている。 

定期的に、低温・高温保管設備の

温度を監視する。温度記録を継続

し、どのような偏りがあっても正

確に記録する。 

  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.5.2 
周辺の気温や食品の中心部を計測す

る温度計が設置されてない、又は故障

した状態である。 

低温保管設備に一台以上の温度計

を備える、さらに、厨房で使用す

る正確な食品中心部測定温度計を

一台以上備える。 

  ❏ 

2.5.3 使用期限の切れた食品がある。 
使用期限の切れた食品を廃棄し、

定期的にすべての使用期限をチェ

ックする。 
❏   

2.6 個人衛生 

2.6.1 
好ましくない個人の衛生慣習がみら

れる。 

個人の清潔さが食品の安全に影響

を与える可能性がある場合は、手

洗いを徹底する：               

・食品の取扱い作業の開始時 
・トイレを使用した直後 
・生の食品又は他の食品を汚染し

うる材料の取扱いと、調理済食

品を取扱う間（できれば避ける） 
・お金の取扱いと、調理済食品を

取扱う間（できれば避ける） 
 
以下の行為は控える： 
・食品調理や給仕エリア内又はそ

の近くでの喫煙 
・食品調理や給仕エリア内又はそ

の近くで唾を吐く 
・食品調理や給仕エリア内又はそ

の近くで噛んだり、食べたりす

る。 
・保護されていない食品の上でく

しゃみや咳をする。                                                

 
常に清潔な衣服を着用する。 

❏   

 
 
 
 
 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

2.6.2 

食品取扱い担当又は調理担当の船員

が感染症の症状を示している（鼻、目

又は耳からの分泌物、咳、下痢、嘔吐、

発熱、目に見える感染性皮膚病変、吹

出物、黄疸など）。 

感染症の兆候や症状を示している

調理担当の船員は全員、任命され

た船医にすぐに報告しなければな

らない。食品取扱い担当又は調理

担当の船員は、症状が見られなく

なって 48 時間以上経過するまで、

いかなる食品関連の作業も控えな

ければならない。 

❏   

2.7 清掃及び整備 

2.7.1 

設備及びその他の調理室の建造のた

めに使用された構造や材質は、食品の

くず、油脂及び汚れが沈着し易いもの

である；調理室の設備が耐食性金属及

びその他の耐久性の材質で建造され

ていない、又は隙間なく建造されてい

ない。 

調理室の壁、床面、設備及び備品

を、耐久性があり、密着し、清掃

しやすく、食品の汚染と媒介体の

棲息を防ぐために修理する、又は

交換する。油脂や汚物の堆積があ

る場合は、設備を清掃する、又は

交換する。 

  ❏ 

食品の準備と取扱いの間に使用さ

れる備品、器具、器材の定期的な

保守点検のスケジュールを設定す

る。 

  ❏ 

2.7.2 
清掃を行う手順や洗剤及び消毒薬の

使用が適切でない。 

製造業者の取扱説明書に従い、洗

剤を注意深く取り扱い、使用し、

保管する。 
  ❏ 

全ての必要な道具を洗浄するスケ

ジュールを管理するために、チェ

ックリストを作成する。 
  ❏ 

2.7.3 
廃棄物容器が汚染の根源となり、媒介

体を誘引している。 

各廃棄物容器を空にした後、徹底

的に、こすり、洗浄し、消毒薬で

処理する。 
  ❏ 

2.7.4 
洗浄済みの食品接触面に、汚れや油脂

が残っている。 

食品接触面や食器及び器具を使用

した後は、適切に洗浄し、消毒す

る。 
❏   

2.7.5 
使用前の器具又はエリアの不十分な

洗浄及び不十分な衛生状態。 

使用後は器具やエリアを、温かい

石鹸水や指定された清潔な布を使

用して洗浄し、十分にすすぐ。さ

らに、必要に応じて、適正な濃度

の認可されている化学消毒剤を使

用する。 

❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.7.6 
床面と隔壁の間にすき間がある。；床

面の損傷又は腐食がある。 

食品の汚染と媒介体の侵入を防ぐ

ために、隔壁の接合部をしっかり

締める。 
❏   

甲板を硬く、耐久性があり、非吸

水性で、滑らないように修理する、

又は交換する。 
  ❏ 

媒介体の侵入を許している設備、

床面及び天井の隙間の接合部を修

復する、又は交換する（適切で永

久的な工事ができるまで、必要に

応じて、隙間を塞ぐための一時的

な対策を講じる）。 

❏   

2.7.7 媒介体の侵入した証跡がある。 

食品接触面を洗浄及び消毒し、媒

介体の管理対策を講じる。 
❏   

罠（トラップ）、餌（場所、日時

及び結果）及び蚊やその他の媒介

体が繁殖する可能性のある場所を

記録する。 

❏   

2.7.8 
媒介体が廃棄物容器の内外で、給餌し

ている、又は繁殖している。 
消毒及び媒介体の管理対策を講じ

る。 
❏   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

2.8 食品衛生訓練 

2.8.1 
食品取扱い担当者の衛生に関する知

識が不十分である。 

食品取扱い担当者の訓練を強化す

る；                            

初級レベルの訓練は以下の内容を

網羅する： 
・食物連鎖に関係した公衆衛生上

のリスクの種類と根源 
・食品汚染物質の増殖や駆除を含

む微生物学、毒素、胞子につい

ての基本的な知識 
・食品作業エリアと設備 
・個人的な衛生観念（基本的な規

則と責任） 
・食物の汚染と腐敗の防止 
・清浄、消毒、滅菌 
・法的義務 
・害虫に対する認識 
・以下を含む食品の効果的な温度

調整：              

－冷蔵又は冷凍食品                  

－貯蔵、解凍、調理                     

－冷却、再加熱、保存 
・物理的、化学的、微生物学的な

危険性を含む一般的な食品の危

険性；食中毒の症状と原因 

  ❏ 

2.8.2 
食品加工の管理者及び監督者が、食品

衛生の原理やその実践について必要

となる知識が欠如している。 

潜在的なリスクを評価して、欠点

を矯正するために必要な行動がと

れるように、管理者や監督者の訓

練を強化する。 

  ❏ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

附録書１：船舶に供給された食料に対する受取時の適正な温度と状態の例 

項目 受取時の温度 受取時の状態 
牛肉・鶏肉 5℃（41℉）以下 認定された供給源（公的検査印が押

印されている）から入手 
良好な色調で臭気がない。 
包装はきれいで良い状態にある。 

魚・海藻 5℃（41℉）以下 
コーデックス委員会はできるだ

け 0℃に近い温度を推奨； 

認定された供給源から入手。 
良好な色調で異臭がない。 
包装はきれいで良い状態にある。 

貝 7℃（45℉）以下 
コーデックス委員会はできるだ

け 0℃に近い温度を推奨； 

認定された供給源から入手。 
きれいで、殻は閉じていて、壊れた

殻はない。 
出荷タグは判読可能で添付されて

いる。 

甲殻類（未加工） 7℃（45℉）以下 認定された供給源から入手。 
きれいで良い状態にある。 

甲殻類（カット又は加工

済） 
5℃（41℉）以下 認定された供給源から入手。 

きれいで良い状態にある。 

乳製品 5℃（41℉）以下（ラベルに別途

記載がない限り） 
認定された供給源から入手。 
包装はきれいで良い状態にある。 

鶏の殻付卵 7℃（45℉）以下 認定された供給源から入手。 
きれいで、割れていない。 

液状卵 5℃（41℉）以下 認定された供給源から入手。 
冷凍、及び乾燥卵－低温殺菌済み。 



 

附録書２：温度管理の一般原則 

過程 作業 温度管理 
要
求
事
項 

推
奨
事
項 

解凍 

a) 冷蔵庫内又は専用に建造され

たキャビネット内で 
4℃以下 □  

b) 飲用水の流水で 
21℃を超えない温度かつ 4 時間を

超えない時間。 
□  

c) 市販の電子レンジで 

連続的な調理過程の一部として、

食品が従来の調理室に直ちに移さ

れる場合、又は全体の連続的な調

理過程が電子レンジの中で起こる

場合のみ。 

□  

調理 

a) レアに焼いた牛肉 
肉片の中心が 63℃以上でなければ

ならない。 
□  

b) 大きな鶏の丸焼き 
もも肉の芯が 74℃の温度に達す

る。 
□  

c) 
ミルク（乳及び乳製品の衛生

処理方法の規範、CAC/RCP 
57,2004） 

72℃で 15 秒間（高温短時間殺菌）

又は 63℃で 30 分間（低温保持殺

菌） 
□  

小分け a) 冷蔵製品 

30 分を超えない実用上最小限の時

間で完了しなければならない。 
□  

料理して冷蔵した食品を 30 分で

は小分けできない大規模な場合

は、環境温度を 15℃に設定した別

のエリアで小分けを行わなければ

ならない。 
製品は直ちに提供されるか、4℃で

保管できる場所に置かれる。 

□  

冷蔵食品の

冷蔵及び貯

蔵 

a) 冷蔵 
食品の中心部の温度を、2 時間以内

に、60℃から 10℃まで下げ、直後

に 4℃で保菅する。 
□  

b) 貯蔵 
冷蔵が完了した食品は、すぐに冷

蔵庫で保管しなければならない。 
食品のどの部分の温度も 4℃を超

□  



 

えてはならない。そして、最終的

な消費まで維持されなければなら

ない。 
冷蔵食品の調理から消費までの貯

蔵期間は、料理と消費の日を含め

ても、5 日を超えてはならない。 

冷凍食品の

冷凍及び貯

蔵 

a) 冷凍 －18℃以下に保つ。 □  

b) 貯蔵 

5 日を超えない期間、4℃以下で貯

蔵する。 
再冷凍又は部分解凍してはならな

い。 

□  

輸送 

a) 加熱食品を輸送するための輸

送手段及びコンテナ 
食品温度を 60℃以上に保つように

設計される。 
□  

b) 
調理された冷蔵食品を輸送す

るための輸送手段及びコンテ

ナ 

食品を冷蔵するのではなく、すで

に調理された冷蔵食品の温度を保

つように設計される。調理された

冷蔵食品は、4℃に保持されるが、

輸送中に温度が短時間 7℃まで上

がることは許容される 

□  

c) 
調理された冷凍食品を輸送す

るための輸送手段及びコンテ

ナ 

－18℃以下に保持されるが、輸送

中に温度が短時間－12℃まで上が

ることは許容される。 
□  

再加熱 
及び 
提供 

a) 再加熱 

食品の中心部は、冷蔵庫から取り

出して 1 時間以内に、75℃以上に

達しなければならない。 
□  

食品が 10℃から 60℃までの危険

な温度範囲を早く通過するよう

に、再加熱は迅速に行う。 
□  

b) 提供 

再加熱された食品はできるだけ早

く、60℃以上の温度で、消費者に

提供されなければならない。 
□  

セルフサービス式の提供では、食

品の温度は 4℃以下か 60℃以上の

いずれかとする。 
□  



 

エリア 3 貯蔵庫 
はじめに 食料貯蔵庫は食品保管エリアにすぎないが、多くの場合、食品又は飲料の調

理場や設備、限定された調理及び一次的な食品保存に使用された食器洗浄が

関連しているため、前述の調理室に適用可能な危険因子も適用される。食品

の安全性に係る全ての一般カテゴリー（general categories）の基準、証拠、

是正措置を貯蔵庫に適用するために、船舶内の全調理関連エリアの査閲を行

う。 
非食品貯蔵庫には、清掃設備、化学薬品や他の非食品エリア用の設備もしく

は供給品などの非食品関連の備品を保管するために設計されたスペースが

含まれる。 
適切かつ衛生的に管理された貯蔵庫は、清潔な供給品が汚れる可能性を制限

し、害虫の誘引及び繁殖を制限する（非食料貯蔵庫は、清潔で、組織され、

分類され、在庫が豊富で、運用状態の良い形で機能しなければならない）。

貯蔵エリアは適切に標識されなければならない。 
国際基準と勧告 ILO 職業上の安全及び健康に関する条約（第 155 号）1981 年 

第 7 条 
職業上の安全及び健康並びに労働環境に関する状況に対して、主要な問題を

識別し、当該問題及び措置の優先順位に係る効果的な対処方法を明確にし、

結果を評価することを目的として、包括的に又は特定の分野に関して、適切

な間隔で検討される。 
 
ILO 災害防止（船舶乗組員）条約（第 134 号）1970 年 
第 4 条 
当該規定は、船員の労働に適用可能な業務上の災害防止及び健康の保護に関

する一般規定を指すものとし、船員の雇用に特有の災害防止措置を規定する

ものとする。 
 
ILO 食料及び賄（船舶乗組員）条約（第 68 号）1946 年 
第 5 条： 
各加盟国は、第一条に定める船員の健康及び福祉の確保を目的とした食料の

供給及び給食施設に関する法令又は規則を実施しなければならない。 
 
この法令又は規則は、次のことを要求しなければならない。 
（a）食料及び水の供給は、船員の人数、航行の期間及び性質を考慮して、

適正な量、栄養価、品質及び種類を用意すること 
（b）すべての船舶において、船員に対して適切な食事を提供できるように、

給食部分を設備して装備すること 
 
第 6 条： 
国内法令又は規則は、権限当局による次の事項に関する検査の制度を規定し



なければならない。 
（a）食料及び水の供給 
（b）食料及び水の貯蔵並びに取扱いのために使用されるすべての場所及び

設備 
（c）食事の準備及び配膳のための調理室及びその他の設備 
（d）規定の資格を有すべき旨の法令又は規則により要求される配膳部門の

船員の資格 
 
第 7 条： 
国内の法令又は規則は、もしくは係る法令又は規則がない場合は、雇用者と

労働者の間の労働協約により、所定の期間において海上で次の事項につい

て、船長又は船長が代理として指名した士官が、給食部門の責任者と共に検

査することを規定しなければならない： 
（a）食料及び水の供給 
（b）食料及び水の貯蔵及び取扱いのために使用されるすべての場所及び設

備、食事の準備及び配膳のための調理室及びその他の設備 
各検査の結果は、記録されなければならない。 
 
コーデックス委員会（CAC：国際食品規格委員会） 
国際的に採用された統一の食品基準を定めるために設置された委員会であ

る。規格には、コーデックス委員会（CAC 1995、1997a, b; 1999; 2003）の

目的を達成するための行動基準、ガイドライン及びその他の推奨措置も含ま

れる。CAC ガイダンスは、基本的な食品安全に関する重要な情報を提供し

ており、本章を通じて引用されている。 
 
HACCP（危害分析に基づく重要管理点方式＝ハサップ） 
HACCP は、供給源及び備蓄を含む食品の製造や流通の系統において、重要

管理点を確認して監視するシステムとして注目されている。危害を防止、除

去又は縮小し、抑制措置を講じるために、重点を置いて管理することが必要

です。食品安全計画（FSP）は、安全な食品の提供プロセスを管理するため

に必要である。一般に、FSP は HACCP に基づいている。 
主要なリスク 主要なリスクには、以下に挙げる食料の不適切な貯蔵により、食料に侵入す

る細菌、ウイルス、カビ及び寄生虫が含まれる。例として、 
・食料が甲板上にある 
・冷蔵倉庫内の維持温度が不適切 
・卵、魚、肉、鶏肉を調理済食品と分けていない（ランチ用の肉が、カット

したメロンやサラダ、他の調理済食品と接している。） 
・水洗いしていない果物及び野菜を、水洗いした果物及び野菜と分けていな

い。 
また、その他のリスクには、化学薬品の不適切な保管がある。 



書類審査 ・清掃・保守スケジュール及び記録 
・食料源（包みその他）の購入記録及び船上証拠書類 
・包装に添付された識別票、又は記載された製品識別シート 
・食料貯蔵庫の入出記録 
・排水設備構造図面 
・過去の検査報告書 
・目撃情報を記載した害虫記録書 
・食料貯蔵庫の温度記録、冷臟記録、温度計の読み取り記録 

 

参考 
国際条約 
ILO, Maritime Labour Convention 2006. 
科学文献 
Cramer EH, Gu DX, Durbin RE (2003). Diarrheal disease on cruise ships, 1990–2000: the impact 
of environmental health programs. American Journal of Preventive Medicine, 24:227–233. 
McEvoy M et al. (1996). An outbreak of viral gastroenteritis on a cruise ship. Communicable 
Disease Report CDR Review, 6:R188–R192. 
Rooney RM et al. (2004). A review of outbreaks of foodborne disease associated with passenger 
ships: evidence for risk management. Public Health Reports, 119:427–434. 
ガイドライン及び基準 
Codex Alimentarius Commission (http://www.codexalimentarius.net/web/index_en.jsp) 
WHO, HACCP (Hazard Analysis Critical Control Point System) 
(http://www.who.int/foodsafety/fs_management/haccp/en/) 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

3.1 構造 

3.1.1 
天候及び海に対する防護のための設

計が不適切に建造されている。 

天候及び海に対する防護、暑さや

寒さからの遮蔽や他のスペースか

らの分離を確実にするために改築

する。 

❏   

室内を視覚的に清潔にして、構造

的に丈夫なことを確実にするため

に改築する。 
❏   

3.1.2 貯蔵庫内に裂け目又は損傷がある。 
裂け目や重大な損傷がある部分を

修理する。 
❏   

3.2 清掃及び保守 

3.2.1 貯蔵庫内が汚い。 清掃計画及び記録を維持する。 ❏   

3.2.2 水たまりの証跡がある。 水たまりとその原因を除去する。 ❏   

3.2.3 
媒介体又は病原体保有宿主の証跡が

ある。 
消毒、虫類駆除及びねずみ駆除措

置を講じる。 
❏   

3.3 食料の出所 

3.3.1 

食品が腐敗している、又は包装されて

いない。 
 
容器又は包装に製造元が記されてい

ない、もしくは疑わしい製造元、が記

されている。 
食中毒が発生した場合、食品監督を担

当する船員が、追跡調査を可能にする

製造元及び原産国の十分な詳細につ

いて確認できない状態である。 

原産国の法令及び規則に準拠した

製造元を、食品の包装上に記載さ

せる又は別に記録する。 
❏   

船内で消費される全ての食品は、

陸地の信頼できる製造元から入手

する。（関連した衛生当局によっ

て承認された製造元、又は満足の

いくものであると考えられる製造

元） 

❏   

購入するときは、食品の品質と安

全性を確かめる。すなわち、清潔

で、腐敗や劣化が見られず、安全

に消費できることを確認する。原

料及び材料に、寄生虫、好ましく

ない微生物、殺虫剤、動物用医薬

品又は毒素、通常の分類や処理で

は許容可能レベルまで低減するこ

とができない汚染物質もしくは外

部からの異物が含まれることが認

識されている場合は、購入しない。 

❏   

腐敗した食品を廃棄する。 ❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

3.4 保管 

3.4.1 
食品と非食品、又は調理前食品と調理

済食品の区別がされていない。 

食品と非食品の貯蔵庫を区別す

る。調理前食品と調理済食品の保

管を明確に区別する。 
❏   

3.4.2 保管が乱雑である。 保管及び保守の手順を掲示する。   ❏ 

3.4.3 
食品が、甲板、水たまり又はその他の

汚染物と接触している。 

床面から上に安全な距離（約 15cm
／6 インチ）で食品を保菅し、水

の流入やその他の潜在的な汚染か

ら保護する。 

❏   

汚染された食品を処分し、適当な

場所で、食品容器を清掃して衛生

的にする。 
❏   

3.4.4 

貯蔵エリアが、媒介体の存在、又は汚

れ、残骸、落滴により保管された食品

の腐敗を許容する不適切に建造もし

くは維持されている。 

貯蔵品を効果的に循環させて、未

加工の原料及び材料を貯蔵する。 
  ❏ 

媒介体の侵入を防止するために、

清掃が容易にできるような適切な

材質で、食品貯蔵エリアを改築す

る。 

  ❏ 

硬くて、耐久性のある、非吸水性

の滑らない材質で、床面を修理又

は建造する。10mm（0.4 インチ）

以上の半径、又は 90 度以上のオー

プン設計で、耐久性のあるコーブ

仕様にする。清掃を容易にして媒

介体の侵入を防止するために、床

面と隔壁部分、及び床面と器材間

との接合部の不可欠な部分に、コ

ーブを整備する。 

  ❏ 

発見された媒介体を排除するため

に、虫類駆除やねずみ駆除措置を

講じる。 
❏   

 
 
 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

3.4.5 

食品が、ロッカールーム、トイレ、浴

室、ごみ置き場、機械室、又は汚水管、

漏水管、集水管の下に保管されてい

る。 

食品を常時、汚染や侵入から保護

された、指定された安全な室内に

保管する。 
  ❏ 

安全に保管するために、食品を汚

染や温度変化がない室内に移す。 
❏   

3.4.6 

腐敗するおそれのある食品が、（説明

や記録がない状況で、食品の質や種類

に対して、不適切な温度で 4 時間以上

保管されている（例えば、冷蔵記録が

ない冷蔵など）。 
 
冷凍庫の冷凍食品が、明らかに腐敗し

ている、又は手で押すと部分的な解凍

状態がある。 

食品が微生物発育の危険温度帯に

入るのを防ぐために、以下の通り、

腐敗するおそれのある食品を保存

するための適切な温度を保持す

る。： 
・高温保存食品は通常、62.8℃
（145℉）以上の温度に維持され

た高温保存装置内に置き、必要

な時までその温度を維持する。 
・調理され、冷却された腐敗する

おそれのある食品は、その食品

のすべての部分が少なくとも

74℃（165℉）になるまで再加熱

し、必要な時までその温度を維

持する。 
・腐敗するおそれのある食品又は

飲料は、準備の間もしくは準備

後すぐに提供するために置いて

ある場合を除いて、4℃（40℉）
以下保存する。そのような食品

が長期間保存される場合は、4℃
（40℉）が推奨される。 

・通常、冷蔵室で果物と野菜を保

管する。 

  ❏ 

腐敗しやすい食品はすぐに廃棄す

る。検査官の面前で管理措置がと

られる場合は、管理措置を講じた

日と再検査日（すなわち、同日）

を船舶衛生証明書（SSC）に記載

する。 

❏   

 
 



 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置 要

求 

推
奨 

3.5 有害物質 

3.5.1 
食品エリアの清掃と保守で使用され

る化学物質が、食品エリア内に保管さ

れている。 

化学物質をロッカーに保管して分

離する。 
❏   

3.6 訓練  

3.6.1 
清掃用の化学物質の正しい使用法を

知らない、又は知識が不十分である。 

清掃用の化学物質の正しい使用方

法を習得できるように訓練を改善

する。 
  ❏ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

エリア 4 託児所 
はじめに 幼児及び子供は、病原体保有宿主として知られている。したがって、船内の

託児所は、公衆衛生上のリスクの発生、サーベイランス、管理に寄与する。

託児所内又は託児所からの感染症の伝播経路には、飛沫感染、糞口感染、ヒ

ト-ヒト感染が含まれる。感染症の有病率は、予防対策や管理対策のほかに、

子供や従事者の免疫レベル、出身国、子供の年齢に依存する場合がある。船

内で発生する主要な感染症は、ワクチンで予防可能な感染症（インフルエン

ザ、はしか、水痘など）、呼吸器感染症（一般の風邪、咽頭炎、中耳炎など）、

下痢性感染症（ロタウイルス、ノロウイルス、A 型肝炎など）、寄生虫症（シ

ラミ、鉤虫症など）である。船内の育児担当に任命された船員は、子供への、

及び子供からの感染症の予防、サーベイランス、管理に重要な役割を果たし

ている。 

背景情報 客船内で提供することができる託児の種類： 
・トイレのしつけをされておらず、おむつ交換を含む職員による監視が必要

な幼児及び就学前の子供の世話 
・トイレのしつけをされている子供の世話 
・遊び場の提供と監視 

国際基準と勧告 なし 
主要なリスク 不良な設計の託児所、従事者の未訓練、不適切な予防・管理方法により、船

内のすべての船員と乗客に危険がもたらされる可能性がある。一般的な公衆

衛生上のリスクは、子供の帰宅先にももたらされる可能性がある。 
 
リスクを管理するために重要となるエリアは、以下のとおりである。： 
・託児所の規模、空調、照明 
・家具、カーペット、おもちゃの材料及び表面の清掃 
・おむつ交換及び手洗い施設、トイレ 
・食品調理エリア 
・手洗いを強調した従事者の衛生手順の訓練 
・子供と船員の予防接種 
・疾病の通知に関する連絡手続き 
・病気の子供や船員を託児所から退出させることを含めた隔離措置 
・管理対策を遵守するための、症状のある乗客に対する管理方法（船室での

隔離又は船舶からの搬出など） 

書類審査 ・清掃、保守、廃棄物管理に関する手順及び方針書 
・子供に感染症が確認された場合の管理対策に関する指針書（体液の取扱い、

記録の保存、疾病の通知と連絡、アウトブレイクの管理、搬出方針などの

ガイドライン） 
・託児所担当船員の予防接種リスト 



 

参考 
国際条約 
ILO, Maritime Labour Convention 2006. 
科学文献 
Carling PC, Bruno-Murtha LA, Griffiths JK (2009). Cruise ship environmental hygiene and the risk 
of norovirus infection outbreaks: an objective assessment of 56 vessels over 3 years. Clinical 
Infectious Diseases, 49:1312–1317. 
Chimonas MA et al. (2008). Passenger behaviors associated with norovirus infection on board a 
cruise ship—Alaska, May to June 2004. Journal of Travel Medicine, 15:177–183. 
Cliver D (2009). Control of viral contamination of food and environment. Food and Environmental 
Virology, 1:3–9. 
Cramer EH, Gu DX, Durbin RE (2003). Diarrheal disease on cruise ships, 1990–2000: the impact 
of environmental health programs. American Journal of Preventive Medicine, 24:227–233. 
McCutcheon H, Fitzgerald M (2001). The public health problem of acute respiratory illness in 
childcare. Journal of Clinical Nursing, 10(3):305–310.  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

4.1 託児所の一般設計 

4.1.1 託児所の規模と場所が適切でない。 
託児のための適切な広さと場所を

確保する。 
  ❏ 

4.1.2 
託児所の照明が暗く、換気ができてい

ない。 
十分な照明や換気装置を設置す

る。 
  ❏ 

4.1.3 
昆虫などの媒介体やその他の汚染源

が存在しており、託児所が清潔ではな

い。 

清掃や消毒を行い、必要に応じて

殺虫剤を適切に使用する。 
  ❏ 

4.1.4 
子供が使用するための飲用水及び手

洗いの設備がない、もしくは不適切で

ある 

温水及び冷水が出る洗面台を設置

する。 
  ❏ 

4.1.5 

ペーパータオル又は手指乾燥器、液体

石けん、汚物廃棄容器、トイレ用ブラ

シ、トイレットペーパーが整備されて

いない。 

すべての必要な物品を室内に整備

する。 
  ❏ 

4.1.6 

船員用と子供用のトイレが分かれて

いない、又はトイレの大きさが子供に

適していない。トイレが汚れた状態で

あるか、又は流水装置が適切に機能し

ていない。 

子供用と船員用の個別トイレを設

置する。 
トイレを清潔にする。 
適切にトイレの流水装置を修理す

る。 

  ❏ 

4.1.7 
床面が滑らかでなく、耐久性がない。

カーペット、おもちゃ及び家具の清掃

ができない。 
適切な材質にする。   ❏ 

4.2 おむつ交換施設  

4.2.1 
おむつ交換専用に確保されたエリア

が、施設内にない。 
適切なおむつ交換エリアを指定す

る。 
  ❏ 

4.2.2 

おむつ交換エリアの設備が十分では

ない。手洗い設備、拭取りティッシュ、

洗浄剤、消毒剤、汚物廃棄容器が設置

されていない。 

おむつ交換エリアに適切な備品を

整備する。 
  ❏ 

4.3 職員の訓練 

4.3.1 
託児所担当に指名された船員が、衛生

手順又は病気の症状及び基本的な管

理の訓練を受けていない。 

託児所担当船員に対し衛生手順や

疾病の症状及び基本的な管理につ

いて訓練する。訓練書を作成する。 
  ❏ 

4.4 清掃及び消毒  

4.4.1 
基本的な清掃計画が定められていな

い、又は計画の実施が文書化されてい

ない。 

清掃計画を規定し、遵守し、維持

する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

4.4.2 
血液、吐物又は排泄物に接触した場合

における、手指や備品の洗浄及び消毒

に関する手順書が整備されていない。 

清掃計画を規定し、遵守し、維持

する。 
  ❏ 

4.4.3 
廃棄物の処理に関する手順書が整備

されていない。 
廃棄物管理計画を規定し、遵守し、

維持する。 
  ❏ 

4.4.4 
媒介体又は病原体保有宿主の証跡が

ある。 
消毒、虫類駆除及びねずみ駆除対

策を適切に行う。 
❏   

4.5 運用マニュアル  

4.5.1 

子供に一般的な感染症の症状がみら

れる場合の対応に関する管理措置指

針が整備されていない。例えば、 
・体液の取扱い 
・記録の保管 
・通知と連絡 
・アウトブレイクの発生管理及び排除

方針 

一般的な小児期の感染症に関する

手順書や指針を整備する。 
  ❏ 

4.6 予防接種 

4.6.1 
託児所担当船員の予防接種リストが

整備されていない。 
船員の最新版の予防接種リストを

整備する。 
  ❏ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



エリア 5 医療施設 
はじめに 医療施設は、船内の疾病サーベイランス及び管理のために重要である。 

しかし、不衛生な状態の医療施設は、伝染性疾患が拡大する原因となり、公

衆衛生上のリスクの発生にも寄与しうる。疾病を有する乗客は、船内及び陸

上の公衆衛生上のリスクの原因となる可能性がある。 
 
したがって、船内の医療担当に任命された船員は、伝染性疾患の予防、サー

ベイランス及び管理において重要な役割を果たす。船内の公衆衛生上のリス

クを管理するための前提条件には、専門職員の訓練、適切な作業規程及び計

画、診断及び治療のための施設、権限当局への迅速な申告が含まれている。 
 
小型船舶は、船内に医師が配属されている大型船舶と比較して、疾病の予防、

サーベイランス、管理を行うためのすべての措置をとる能力は有していない

可能性がある。 

国際基準と勧告 ILO 海事労働条約 2006 年 
第 4.1 規則－船舶及び陸上における医療： 
A4.1 基準は、すべての船舶は、医療用具箱、医療機器及び医療手引書を備え

ることを規定している。国の要件には、船舶の種類、乗船者の人数、航行の

性質、目的地及び期間並びに国内・国際的に勧告される医療上の基準を考慮

に入れるものとする。100 人以上の人員を乗船させ、通常 3 日以上の国際航

行に従事する船舶には、医療行為を行う医師を乗船させなければならない。 
 
Ｂ4.1.1 及び 2 の指針は、任命された船員が医療用具箱を適正に維持し検査

することを要求している。この要求には、任命された船員の標準化された医

療上の訓練、医学的な助言を得ることのできる無線局の最新リストの提供、

適切な医療報告様式を備えていることが含まれている。 
 
ILO, IMO, WHO 船舶向け国際医療ガイド（IMGS） 第 3 版 2008 年 
IMGS は、ILO2006 の法令に規定されていない部分の情報源として示されて

いる。これは、消毒及び害虫駆除に関する指針を含む、伝染性疾患の予防、

診断、治療及び疫学的管理のための勧告を包含する医療教科書である。 
 
第 33 章：船舶の医療用具箱及び設備（医薬品及び貯蔵の記録保管と維持の

仕様を含む）に関する勧告。抗ウイルス薬、抗マラリア剤、抗生物質、解熱

薬、止痢剤、皮膚及び傷用消毒薬、個人防護具、温度計及びその他の伝染性

疾患を管理するための備品に関する勧告。 
 
IMO 危険物による事故の際の医療応急処置ガイド（MFAG） 
危険物を運送する船舶は、MFAG の規定に従って、追加の医薬品、特定の解

毒薬及び特殊な設備を船上に備えることが義務付けられている。 



 
IMO 船員の訓練及び資格証明並びに当直に関する国際条約 1978 年, 
1995 年改訂（STCW 95） 
船員の必須訓練に関する国際基準 
 

主要なリスク 医療施設は、人から人への病気の拡がりを予防できるように設計、設備及び

維持される必要がある。すべての船舶が、国際海事機関（IMO）及び国際労

働機関（ILO）によって制定された規則に従って、訓練基準を遵守し、医療

用具箱を装備することが要求されている。国際海事機関の「危険物による事

故の際の医療応急処置ガイド（MFAG）」は、危険物を運送する船舶が保有

することが義務付けられている特定の薬剤及び設備を指定している。これら

の要求以外では、医療用具箱の内容、医療施設の設計、又は作業規程及び計

画について、公式な国際協定書の中で詳細に示されていない。WHO「船舶

向け国際医療ガイド」（IMGS）第 3 版には、保有すべき医薬品及び設備のリ

スト案が含まれている。いくつかの国の港湾当局は、医療施設の設備及び設

計に加えて、船上の医療行為を行うことを任命された乗組員に要求される訓

練について、さらに詳細を示している。 
疾病が拡がるリスクを最小にするための医療施設に関するエリア及び基準： 
 
1．疾病を有する船員及び乗客を収容するための医療施設の設計 
医療施設への要求： 
・到着しやすく、他の乗客の活動、食料の貯蔵及び取扱いエリア、廃棄物置

場から隔てられていること、 
・疾病を有する乗客を個々に治療がしやすいこと、 
・清潔で、よく換気され、明るく照明されていること、 
・疾病を有する乗客を隔離するための十分なスペースがあること、 
・飲用水、トイレ及び手洗い設備が適正に維持管理されていること、 
・他の目的で使用されないこと。 
 
2．医療施設内の業務に任命された乗組員の訓練 
乗組員への要求： 
・STCW95 に従って、基本的な応急処置について訓練されなければならない 
・海事労働条約に従って、100 人以上の人員を乗船させる船舶には、資格を

有する医療従事者（医師や看護師）を乗船させること、 
・SCTW95 の基準に従って認可された訓練コースに出席した証拠が存在する

こと、 
・適切な記録維持などの監視業務により、知識と能力を証明すること。 
 
3．医薬品及び医療機器 
資材への要求： 
・船舶の大きさ、乗客の人数及び航行の性質に関係した公衆衛生上のリスク



を判断し、対処し、管理するための十分な、薬剤、個人防護具、医療機器、

消毒剤があること。 
・最低限、IMGS 及び MFAG の勧告及び要求条件が満たされること 
 
医薬品への要求： 
・訓練され資格を有する職員によってのみ、乗客及び乗組員への処方が行わ

れること 
・適切な処方記録により保管されていること 
 
医療機器への要求： 
・良好な運用及び衛生状態にあり、製造業者の指示に従って操作され維持さ

れること 
 
4．診療記録 
良い構成で、読みやすい、最新の診療記録が備えられていなければならない。

この診療記録には疾病、罹患した乗客や乗組員、及び処方された薬剤が記載

されていること。 
診療記録に記載されなければならない事項： 
・最初の受診日、患者の氏名、年齢、性別； 
・乗客又は乗組員の識別； 
・乗組員の地位又は職務； 
・船室番号； 
・発症した日時； 
・症状； 
・必要に応じて、検体の採取又はその他の処置に関する詳細 
 
5．医療及び健康に関する情報の秘密保持 
上記又はその他の記録として保管されている、乗客や乗組員の医療及び健康

に関する情報は、該当する法令又は規則に従って処理され、機密性が維持さ

れなければならない。 
 
6．作業手順 
船上の感染症のリスクを減少させる手順への要求： 
・船舶の大きさ、乗客の人数、患者の割合、航行の性質、医療施設の種類や

規模に相関すること。 
・旅客船上の十分なサーベイランス（胃腸疾患の診療記録など）、及び血液

透析又は集中治療室のようなリスクが高い施設の運用に特別の注意が払

われていること。 
・清掃、衛生、医療廃棄物及び廃棄物管理に関する適切な方針及び手順が準

備されていること。 
 



7．情報通信の基盤設備： 
・医療上の緊急事態が発生した際に緊急医療助言サービス（電話医療支援サ

ービス：TMAS）などの外部支援を求めるため、船上で公衆衛生上のリス

クが発生した際に権限当局に警報を出すために、設備及び手順が準備され

ていること。 
書類審査 要求される書類： 

・最新の航海日誌又は治療リストを含む診療記録 
・検査の間に診療記録が確認できない、又は記載が不適切な場合は、乗組員

の面接を行う。書面による情報が必要な場合は、明告書を要求する。 
・医療業務に任命された船員の訓練証明書 
・医薬、ワクチン、消毒薬、害虫駆除剤のリスト 
・乗客の人数、患者の割合（旅客船のみ）、船舶の大きさ及び航行の性質に

より備えられている医療機器の場所及び実行される手順。 
・清掃、衛生、整備、廃棄物管理に関する方針及び手順 
・該当する場合は、特定疾病（胃腸疾患など）のサーベイランス記録 
・集中治療室、輸血施設、手術室、血液透析施設などのリスクが高い施設や

機器の運用マニュアル 
・船上で疾病が発生した場合の検体の採取及びその結果、可能であれば、国

際的な予防接種又は予防薬の証明書 
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IMO, International Convention on Standards, Certification and Watchkeeping for Seafarers 1978, 
as amended in 1995, chapter VI. 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

5.1 構造 

5.1.1 
医療目的以外（居住区、貯蔵室など）

で医療施設が使用されている。 

乗客と船員が 15 人以上、又は 3 日

以上の国際航行を行う場合は、医

療専用の施設を使用する。 
❏   

医療専用の施設を設置する。   ❏ 

5.1.2 

医療施設が容易に到着できない場所

にあり、乗客が日常的に使用する場

所、食料貯蔵庫、食品取扱いエリア、

廃棄物処理エリアから独立して設置

されていない。疾病を有する船員や乗

客に対する個別治療に対する配慮が

ない。 

専用かつ適切な場所に、個室の処

置室を整備する。 
❏   

5.1.3 
医療施設の照度及び換気が不十分で

ある。 

適切な医療行為を行うための十分

な照明設備を整備する。衛生状態

や換気状態について評価を行う。 
❏   

5.2 設備 

5.2.1 飲用水及び手洗いの設備がない。 
温水及び冷水の飲用水が出る洗面

台を設置する。 
❏   

5.2.2 

ペーパータオル又は手指乾燥器、液体

石けん、汚物廃棄容器、トイレ用ブラ

シ、トイレットペーパーが整備されて

いない。 

全ての必要な物品を室内に整備す

る。 
❏   

5.2.3 
注射器又は医療廃棄物用の容器がな

いか不足している。 

注射器又は医療廃棄物用の容器

（国連で認定されたもの）を室内

に整備する（仕様については第 7
章「固形廃棄物及び医療廃棄物」

を参照のこと）。 

❏   

5.3 医療用品戸棚  

5.3.1 

船上の公衆衛生上のリスクを判断し、

対処し、管理するための医療用品戸棚

の大きさ、種類及び保管品が不十分で

ある。 

IMGS（第 3 版）又は旗国の要求及

び MFAG に従って、船舶に危険物

が積載されている場合は、十分な

医薬品と備品を補給する。 

❏   

5.3.2 
使用期限を過ぎた医薬品が保管され

ている。 
使用期限を過ぎたすべての医薬品

は、新しい医薬品と入れ替える。 
❏   

5.3.3 
医薬品が製造業者の要求通りに保管

されていない（ワクチンが冷蔵庫内に

保管されていないなど）。 

医薬品を製造業者の要求通りに保

管する。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

5.3.4 
医薬品が整理されずに保管されてい

る。 

医薬品の保管管理を実施する（種

類、品名別などにより整理するこ

と）。 
  ❏ 

5.4 清掃及び整備  

5.4.1 
清掃、衛生、医療器具の廃棄及び廃棄

物管理に関する方針及び手順が整備

されていない。 

船上の医療は複雑であることを考

慮して、方針書及び手順書を整備

する。 
  ❏ 

5.4.2 
媒介体又は病原体保有宿主の証跡が

ある。 
消毒、虫類駆除及びねずみ駆除対

策を直ちに行う。 
❏   

5.4.3 
トイレが汚れた状態である、又は流水

機能が正しく作動していない。 
トイレを清掃する、トイレの流水

設備を修理する。 
  ❏ 

5.4.4 
医療設備や機器が、良好な運用及び衛

生状態ではなく、製造業者の指示に従

って操作及び維持管理されていない。 

医療設備や機器を、製造業者の指

示に従って操作及び維持管理す

る。 
  ❏ 

5.5 乗組員の訓練 

5.5.1 
医療行為、薬剤の処方及び船内の医療

施設の維持管理を行う船員が任命さ

れていない。 
医療行為を行う船員を任命する。 ❏   

5.5.2 
100 人以上の人員を乗船させ、通常 3
日以上の国際航行を行う船舶に、医療

行為を行える医師が乗船していない。 

該当する場合は、医療行為を行え

る医師を任命する。 
❏   

5.5.3 

医療施設内の業務に任命された乗組

員が、基本的な応急処置の訓練を受け

ていない。SCTW95 基準に従って認

可された訓練コースに出席した証拠

が確認できない。任命された乗組員の

不十分な監視業務により、知識及び能

力の不足が認められた。 

船上で提供される医療水準に相応

した適切な訓練を受けた乗組員を

任命する。 
❏   

5.6 健康情報  

5.6.1 
検査中に診療記録を確認できなかっ

た。記載事項が読み取れない、又は最

新ではない。 

疾病を有する乗客又は船員、及び

処方した薬剤をリスト化した最新

の診療記録を整備する。 
❏   

5.6.2 
（旗国の規定又は IMGS に準拠した）

最新の医療指針が整備されていない。 
最新の医療指針を整備する。 ❏   

 
 



区域 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

5.6.3 

船上における公衆衛生上のリスクに

対する予防、サーベイランス及び管理

のための作業マニュアルが整備され

ていない（旅客船のみ）。 

疾病（胃腸疾患など）のサーベイ

ランス記録及び船内で可能となる

すべての医療処置の運用マニュア

ルを整備する。 

  ❏ 

5.6.4 
リスクが高い施設及び手順に対する

適切な作業マニュアルが整備されて

いない（対象施設がある場合のみ）。 

集中治療室や血液透析施設のよう

なリスクが高い施設を運用するた

めの手順書や方針書を整備する。 
  ❏ 

5.7 情報通信の基盤設備 

5.7.1 

船上における公衆衛生上のリスクに

関して、電話医療支援サービスへの連

絡、及び権限当局に対して警報を出す

ために、情報通信基盤の設備及び手順

が整備されていない、又は不十分であ

る。 

医療施設に情報通信基盤の設備を

装備する。 
  ❏ 

5.7.2 
遠隔医療支援を求めるための無線局

のリストがない、又は最新のものが整

備されていない。 

無線局の最新のリストを整備す

る。 
❏   

 



 

エリア 6 スイミングプール・スパ 
はじめに 様々な感染性因子（ウィルス、細菌、原虫など）は、レクリエーション用水

の利用と関連しており、皮膚、耳、眼、消化管及び気道に影響を及ぼす可能

性がある。 
レクリエーション用水から発生する感染性疾患には、次のような危険因子が

含まれている。 
・感染性因子の存在 
・感染性因子の増殖に適した条件（30℃～40℃の温度、栄養源（水浴者から

の有機物）の存在など） 
・船員及び乗客が感染性因子に暴露する経路（スパプールの循環水により生

成されたエアロゾル内のレジオネラ属菌など） 
・感染性因子に暴露する可能性がある者の存在（スパプールの近くを通過す

る者など） 
 
感染性因子は、汚れた場所又は水源自体から、プールに入る水浴者を介して、

プール及びスパプールに容易に侵入することができる。 
 
スパプールは、スイミングプールよりも小規模であり、水量に比べて水浴者

の負荷が遥かに高い。このため、スパプールの消毒剤の量は、スイミングプ

ールよりも大量になる場合が多い。したがって、水の消毒が主な管理対策と

なるが、スパプール水の温度上昇及び高濃度の消毒剤により、効果的な消毒

を維持することが困難となる。 
 
非微生物学的なリスクも、レクリエーション用水の利用に関連している。リ

スクには、化学物質、高温物質及び手作業による負傷だけではなく、偶発的

な溺死、滑り、つまずき、絞扼が含まれる。 
 
船舶の運営者は、感染性因子やその他の非微生物学的リスクへの暴露の予防

又は管理対策を決定し、危険因子の識別と評価を実行しなければならない。 
船舶の運営者は、以下に対する責任を負う。 
・スイミングプール又はスパプールの運営に関連したリスクの評価 
・スイミングプール又はスパプールに関連した危険因子への暴露の予防又は

管理 
・暴露を管理するための公衆衛生対策の実施、維持、及び検査 
・船員に対する、管理対策を正しく実施するための訓練 
 
スイミングプール及びスパプールは、安全であり、刺激物質、感染性因子及

び藻類がない状態でなければならない。スイミングプール及びスパプール

は、以下の事項を日常的に保守しなければならない： 
・浮遊物質及びコロイド状物質を除去し、水を透明で、輝きがあり、無色の



状態にする 
・有機物質の除去 
・感染性因子の増殖を制御するために、適切な消毒剤濃度にする 
・消毒に最適な水の pH を維持する 
・水浴者にとって快適な温度を維持する 
 
水処理は、主に 2 つの行程が含まれている： 
・物理的に清潔で、透明で、安全な環境を維持するためのろ過 
・水浴者とスイミングプール又はスパプールの水中及び水面の感染性因子の

増殖防止の間、関連する水循環システムと空気循環システム間の交差感染

を防ぐための化学的な消毒 
 
効果的な浄水は、完全かつ信頼できる水循環システムを介した連続的な消毒

と併せて行われる強力なろ過に依存している。水浴者からの有機物によるプ

ールの汚染を最小限に抑えるために、プールを利用する前にトイレを使用

し、シャワーを浴びるよう促すことが重要である。 

国際基準と勧告 WHO(2006).安全なレクリエーション用水に関するガイドライン 第 2 巻 – 
スイミングプール及び類似のレクリエーション用水環境。ジュネーブ、

WHO。 

主要なリスク ・微生物学的リスク（ウイルス、細菌、原虫） 
・非微生物学的リスク（偶発的な溺死、滑り、つまずき、絞扼、化学物質、

高温物質及び手作業による負傷） 

書類審査 要求される書類： 
・レクリエーション用水施設、プラント及びシステムに関する基本計画 
・微生物の暴露から発生した疾病までのリスクを管理するための計画書 
・プールの設置、設計及び建設、保守及び運用の仕様書 
・管理方法に責任を負う船員の訓練記録 
・監視記録 
・検査結果（pH、残留塩素濃度、温度、微生物学的レベルなど） 
・日常的な清掃手順 
・緊急時の清掃及び消毒の手順 

 

参考 
ガイドライン及び基準 
WHO (2006). Guidelines for safe recreational water environments, volume 2—swimming pools 
and similar recreational-water environments. Geneva, WHO. 
WHO (2007). Legionella and the prevention of legionellosis. Geneva, WHO. 
科学文献 
Beyrer K et al. (2007). Legionnaires’ disease outbreak associated with a cruise liner, August 2003: 



epidemiological and microbiological findings. Epidemiology and Infection, 135:802–810. 
Chimonas MA et al. (2008). Passenger behaviors associated with norovirus infection on board a 
cruise ship—Alaska, May to June 2004. Journal of Travel Medicine, 15:177–183. 
Goutziana G et al. (2008). Legionella species colonization of water distribution systems, pools and 
air conditioning systems in cruise ships and ferries. BMC Public Health, 8:390. 
Jernigan DB et al. (1996). Outbreak of Legionnaires’ disease among cruise ship passengers 
exposed to a contaminated whirlpool spa. Lancet, 347(9000):494–499. 
Kura F et al. (2006). Outbreak of Legionnaires’ disease on a cruise ship linked to spa-bath filter 
stones contaminated with Legionella pneumophila serogroup 5. Epidemiology and Infection, 
134:385–391. 
Rowbotham TJ (1998). Legionellosis associated with ships: 1977 to 1997. Communicable Disease 
and Public Health 1:146–151. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

6.1 管理 

6.1.1 

管理計画がない、又はその責任を負う

船員が、下記の事項に対する知識や能

力を証明することができない。 
・プール設備の正しい操作 
・本計画が有効であることを確認する

ための点検の実施（及び点検の頻度） 
・疾病の原因となる微生物に暴露する

リスクを制御するための予防対策 

疾病の原因となる微生物に暴露す

るリスクを制御するための管理計

画の策定及び実施 
❏   

6.2 設計及び構造  

6.2.1 
微生物の増殖又は腐食が容易な材質

又は器具が使用されている。 
微生物の増殖を防ぐ耐食性の材質

又は器具に交換する。 
  ❏ 

6.2.2 
配管が清掃しにくい場所にある。バラ

ンスタンクが清掃及び消毒しにくい

場所にある。 

配管やバランスタンクを、掃除や

消毒しやすい場所にする。 
❏   

6.3 設備  

6.3.1 
  

紫外線（UV）消毒装置が設置されて

いるが、適切に保守されていない、又

は水の濁度が 0.5 比濁単位（NTU）以

上である。 

UV 消毒装置は、製造業者の取扱い

説明書に従って保守を行う。 
❏   

水の濁度を 0.5NTU 未満に管理す

る。 
❏   

6.4 操作、清掃及び保守 

6.4.1 水処理計画がない。 
化学物質及びバイオサイド（殺生

物剤）の使用を含む水処理計画を

作成し、実行する。 
  ❏ 

6.4.2 

微生物の活動を抑える目的で化学物

質又はバイオサイドが使用されてい

ない、又は自動消毒剤投入ポンプ装置

の日常的な点検が実施されていない。 

自動消毒剤投入ポンプ装置を十分

に保守し、定期的に点検する。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

6.4.3 
責任を負う船員が、プール設備の操作

及び保守の知識や能力を有している

ことを確認できない。 

責任を負う船員に対して、プール

設備の操作及び保守管理の知識と

能力に関する訓練を受けさせる。

訓練後に、知識と能力を評価する。 

  ❏ 

6.4.4 
責任を負う船員が、化学物質の正しい

投薬手順に関する知識を有している

ことを確認できない。 

責任を負う船員に対して、水処理

計画を実施するための知識と能力

に関する訓練を受けさせる。 
❏   

6.4.5  

スパプールの運用設定値が、許容範囲

外である。 
許容値は以下の通り： 
・遊離塩素は、一般公共用プール及び

準一般公共用プールで 3mg/l 未満、

温水タブで 5mg/l 未満 でなければ

ならない。 
・臭素は、一般公共用プール及び準一

般公共用プールで 4mg/l 未満、温水

タブで5mg/l未満でなければならな

い。 
・塩素系消毒剤の pH は 7.2～7.8 の範

囲にあること。  
・臭素及びその他の非塩素消毒の pH

は 7.2～8.0 の範囲にあること。 
・濁度は 0.5 NTU 未満 
 
許容範囲外の微生物学的評価値（通常

の運用中の安全なレクリエーション

用水環境のための WHO ガイドライ

ン第 2 巻の表 5.3「通常業務における

微生物学検査に関して要求される定

期的な検体採取の頻度と実務上のガ

イドライン」参照） 
 
責任を負う船員が、規定された設定値

の安全な操作に係る限度についての

知識や能力を有していることが確認

できない。 

プールを閉鎖して、pH を校正及び

数値確認し、誤りを調整して pH
を再確認する。pH がまだ許容範囲

外の場合は、pH7.2 の達成及び消

毒剤の濃度を適正にするために、

プールを空にして新しい水を補充

する。 

  ❏ 

投入量と校正が正確に作動してい

るか確認する（十分な消毒剤、適

切な供給率、配管内のエアロック

及び妨害物）。 

❏   

責任を負う船員に対して、安全な

操作の限度についての監視に係る

知識や能力に関する訓練を受けさ

せる。訓練後、知識や能力を評価

する。 

  ❏ 

微生物学的検体として水を採取し

て、少なくとも、大腸菌、緑膿菌、

レジオネラ菌をコロニー計算法に

より分析する。 

❏   



6.4.6 
責任を負う船員が、想定外の状況に対

して是正措置を講じる知識や能力を

有していることを確認できない。 

責任を負う船員に対して、想定外

の状況において是正措置を講じる

ことに係る知識や能力に関する訓

練を受けさせる。訓練後、知識や

能力を評価する。 

❏   

 
エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

6.4.7 

責任を負う船員が、以下の点検が行わ

れていることを証明できない。 
・装置内の水が清潔であること   
・サンドフィルターの逆洗 
・水道管、オーバーフロー用排水管、

グリル及びプール周辺が清浄であ

ること。 

責任を負う船員に対して、必要な

保守手順の知識に関する訓練を受

けさせる。 
❏   

6.4.8 

責任を負う船員が、定められたバイオ

サイドの管理水準及び投入する割合

又は追加投入の割合に関する知識を

有していることが確認できない。 

責任を負う船員に対して、定めら

れているバイオサイドの管理水準

及び投入の割合又は追加の割合に

ついての知識に関する訓練を受け

させる。 

❏   

6.4.9 
指標細菌に対する微生物学的検査が

実施されていない。 
指標細菌の微生物学的検査を定期

的に行う。 
❏   

6.4.10 
適切な海水の処理を行っていない港

湾の水を注入したプールが運用され

ている。 

船舶が港湾に停泊している、又は

汚染の可能性があるその他の水域

を航行している場合はいつでも、

海水の流入したプールの使用を停

止する。 

❏   

6.4.11 
プール周辺、オーバーフロー用排水

管、配管、フィルター、器具が明らか

に汚れている、又は油で汚れている。 

汚れた部品をすぐに清掃する。 ❏   

プールの定期的な清掃手順書の作

成及び実施。 
  ❏ 

6.4.12 
責任を負う船員が、プール設備の定期

的な清掃手順の知識や能力を有する

ことを確認できない。 

責任を負う船員に対して、プール

設備の定期的な清掃手順について

の知識や能力に関する訓練を受け

させる。訓練後、知識や能力を評

価する。 

❏   

6.4.13 
サウナの壁や床面が汚れており、十分

に保守されていない。 

疾病（皮膚疾患など）の伝播を予

防するために、人と接触するすべ

ての表面の清掃及び消毒を実施す

る。 

  ❏ 



6.4.14 
責任を負う船員が、プール使用者に対

して適切な衛生情報を提供できてい

ない。 

プール使用者に対して、有益な衛

生情報を提供する。例えば、“ト

イレ・シャワーの使用法”“スパ

プール内では潜らないこと”など

を表示する。 

❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

6.4.15 媒介体の証跡がある。 
媒介体の管理対策及び消毒を実施

する。 
❏   

6.5 緊急事態対応手順 

6.5.1 

糞便汚染に対する緊急対応手順が規

定されておらず、責任を負う船員が、

緊急時の清掃及び消毒手順の知識や

能力を有することを確認できない。 

緊急時の清掃及び消毒手順書を作

成して実施する。責任を負う船員

に対して、緊急時の清掃及び消毒

手順に係る知識や能力に関する訓

練を受けさせる。訓練後、知識や

能力を評価する。 

  ❏ 

 

 



エリア 7 固形廃棄物及び医療廃棄物 
はじめに 船舶の種類と航路によっては、船内で大量の廃棄物が発生する。この廃棄物

は、生ごみ、紙・段ボール、缶・ブリキ、ガラス、プラスチック、油性物質

及び感染性の高い医療廃棄物に分けることができる。 
 
ごみの国際定義とは、国際海事機関（IMO）で採択された海洋汚染防止条約

（マルポール 73/78 条約）附録書 V に定められているが、船舶の通常の運用

中に生成された、鮮魚とその一部を除く、あらゆる種類の食料廃棄物、一般

廃棄物及び運用上の廃棄物をいう。 
 
マルポール条約に定められる規則は、環境保護を対象としているが、船舶廃

棄物の安全性を欠いた管理や処分が、健康に悪影響を及ぼす可能性もある。

マルポール条約の附録書 V には、船内、陸上、船外（沿岸から離れた水域で、

汚染の影響を受けない場所）での廃棄物の適切な保存、分別収集、保管、処

理に関する詳細が記載されており、健康に有害な要因の発生を回避する措置

が盛り込まれている。 
 
海洋汚染ならびに個人や公衆衛生上のリスクの発現を防止する上で、国際基

準と勧告を満たす必要がある。 
 
本チェックリストに示される勧告は、廃棄物の発生 – 輸送 – 処理 －保管 

－処分といった物理的な廃棄物の流れに沿っている。 

国際基準と勧告 1978 年の議定書によって修正された 1973 年の船舶による汚染の防止のた

めの国際条約（通称：マルポール 73/78 条約） 
附属書Ⅴ：船舶からの廃物による汚染の防止のための規則 
 

ごみの種類 特別エリア外 特別エリア内 
プラスチック -合繊ロー

プ、漁網、ビニール袋 
処分禁止 処分禁止 

浮遊荷敷、ライニング及

び梱包材料 

最も近い陸地から

25 カイリ未満の海

域への処分禁止 
処分禁止 

紙、ラグ、ガラス、金属、

びん、陶器、及び類似の

ごみ 

最も近い陸地から

12 マイル未満の海

域への処分禁止 
処分禁止 

粉末状にされたか、又は

粉砕された a 紙、ラグ、

ガラスなど 

最も近い陸地から 3
マイル未満の海域へ

の処分禁止 
処分禁止 

粉末状にされていない

か、又は粉砕されていな

最も近い陸地から

12 マイル未満の海

最も近い陸地から 12
マイル未満の海域への



い生ごみ 域への処分禁止 処分禁止 

粉末状にされたか、又は

粉砕された a 生ごみ 

最も近い陸地から 3
マイル未満の海域へ

の処分禁止 

最も近い陸地から 12
マイル未満の海域への

処分禁止 

混合ごみ 
構成要素によって異

なる b 
構成要素によって異な

る b 
a : 25mm よりも小さい網目のスクリーンを通過することができなければ

ならない。 
b : 異なる処理要件又は排出要件を持つ物質が混合している場合、より厳

しい処分要件を適用する。 
 
Codex Alimentarius Commission(2003). CAC/RCP-1-1969 (Rev.4-2003).  
推奨国際実施基準 – 一般食品衛生原則：危害分析に基づく重要管理点（監

視）方式（HACCP）及びその適用に関する指針 
 
WHO(2004) 飲用水の水質に関するガイドライン及び船舶衛生ガイドの定

期的改訂版（草案）10/2004、ジュネーブ、WHO 
 
WHO(1999) ヘルスケア活動から出た廃棄物の安全管理、ジュネーブ、WHO 
 
IMO(2000) 港湾廃棄物処理施設の妥当性に係るガイドライン、ロンドン、

IMO 
 
IMO 決議 MEPC 70(38): 廃棄物管理計画の策定に関するガイドライン、ロ

ンドン、IMO 
 
IMO 決議 MEPC 76(40): 船上焼却炉に関する標準仕様、ロンドン、IMO 
 
1965 年 IMO 国際海上交通簡易化条約、2006 年改正版、付属書 5: 船内での

所持が求められる証明書及び文書 
 

主要なリスク 生ごみは、げっ歯類、ハエ、ゴキブリを含む疾病の媒介体を容易に引き寄せ

る。全ての廃棄物には、物理的因子、有害な微生物因子又は化学因子が含ま

れうる。例えば、針などの鋭利な物には、感染性因子が潜んでいるかもしれ

ない。有害な化学薬品が廃棄物として置かれ、廃棄物処理職員が危険にさら

される可能性もある。 
 
人は、船上、港湾のいずれでも、安全な方法で管理されていない廃棄物に接

触することにより、直接危険にさらされる可能性がある。また、安全に処理

されなかった病原微生物や有害物質が環境中を移動することで、それらに暴



 

参考 
国際条約 
IMO, Maritime Labour Convention 2006. 
 
ガイドラインと基準 
WHO (1999). Safe management of wastes from health-care activities. Geneva, WHO. 
WHO (2011). Guide to ship sanitation. Geneva, WHO. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

露することもありうる。しかしながら、廃棄物は、有害物質の発生を回避す

る方法で管理し、処分することができる。廃棄物管理計画の中で、ごみの安

全な処理、保管、排出を促進する手順を実施する必要がある。 

書類審査 求められる書類： 
・廃棄物管理計画 

総トン数 400 トン以上の全船舶及び、15 人以上の人の運搬認定を受け

ている全船舶は、同計画書を策定する必要がある。本文書には、海洋環

境保護委員会（MEPC）ガイドラインの中で、廃棄物管理計画策定に必

要とされた全情報を記載する必要がある。 
・廃棄物記録簿 

総トン数 400 トン以上の全船舶及び、15 人以上の人の運搬認定を受け

ている全船舶は、同計画書を策定する必要がある。本記録簿には、船内

で発生する異なる数種類の廃棄物総量の情報に加え、排出・焼却手順の

情報も記載する必要がある。 
・国際安全管理マニュアル 
・廃棄物処理ユニット（焼却炉など）の保守指示書 
・廃棄物エリアの排水管をチェックするための下水システム構造図面 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 
7.1 廃棄物記録簿 

（総トン数 400 トン以上の全船舶又は 15 人乗り以上の全船舶で必要） 

7.1.1 

廃棄物記録簿がないか、又は記録簿に

処分や焼却の作業について、全ての記

載がされていない。日時、船舶の位置、

廃棄物の種類と焼却量又は排出量の

推定値が記録されてないか、又は署名

がされていない。 

最低 2 年間、すべての廃棄物記録

簿を備える必要がある。PSC に通

知する。 
❏   

廃棄物記録簿は常時最新でなけれ

ばならない。欠如した情報を PSC
と権限当局に提供する。 

❏   

7.2 廃棄物管理計画 
（総トン数 400 トン以上の全船舶又は 15 人乗り以上の全船舶で必要） 

7.2.1 
廃棄物管理計画がない、又は当該計画

に、廃棄物の収集、保管、処理及び処

分の手順全てが網羅されていない。 

IMO ガイドラインに準拠して廃棄

物管理計画を策定する。 
❏   

同計画にある、廃棄物の収集、保

管、処理及び処分の全ての手順を

実施する。 
❏   

廃棄物管理計画を実行する責任者

を任命する。 
❏   

廃棄物管理計画を船員が業務で使

用する言語に翻訳する。 
❏   

7.3 管理  

7.3.1 

トレーニング用の資料がない、あるい

は廃棄物の管理手順及び排出規則に

関する知識を有することを確認でき

ない。 

廃棄物の収集、処理、分類及び処

分に関わる規則と手順について、

乗組員にトレーニングを受けさせ

る。 

  ❏ 

廃棄物の分類、処理、保管、及び

処分に関するトレーニング用の資

料を用いて乗組員を支援する。 
  ❏ 

英語、フランス語又はスペイン語

で、乗員乗客にマルポール条約の

附録書 V に準拠した処分条件を知

らせる標識を掲示する。 

❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 
7.4 廃棄物が発生する場所 

7.4.1 

食品廃棄物用容器が： 
・使用できない 
・汚れている  
・密閉されていない 
・防水性でない  
・強い異臭を放っている 
・げっ歯類もしくはその他の害虫を 

誘引している。                  

食品廃棄物の発生場所は、調理室、配

膳室とレストランを含む。     

防水性で、非吸水性、簡単に洗浄

でき、消毒可能で、密閉できる蓋

のある廃棄物容器を設置する。 
❏   

容器を空にした後、毎回、完全に

容器をこすり、洗浄し、消毒を行

う。 
❏   

食品廃棄物が発生するエリアの虫

類駆除を行う。 
❏   

7.4.2 

その他の種類の廃棄物用容器が： 
・防水性でない  
・非吸水性でない  
・洗浄が困難である 
・密閉できる蓋がついていない 

各エリアに適切な容器を備える。 ❏   

適切な廃棄物容器の保管エリアを

定める。 
  ❏ 

7.4.3 

既存の容器が： 
・汚れている  
・破損している  
・げっ歯類もしくはその他の虫類を 

誘引している  
・廃棄物容器の内外を問わず、疾病媒

介体の餌場や繁殖場所となっている。 

食品エリアから離れた場所で、汚

れた容器の洗浄、虫類駆除、消毒

を行う。 
❏   

汚染されたエリアについて、清掃

し、虫類駆除、消毒を行う。 
❏   

壊れた容器を交換する。 ❏   

7.4.4 

作業中、廃棄物用容器の蓋がしっかり

閉まっていない（食品の処理中、食品

廃棄物容器が開いたままとなること

は避けがたいかもしれない）。 

可能な限り、調理室や給仕エリア

で作業している間は、廃棄物容器

に蓋をする。 
  ❏ 

食品エリアに、手を使わずに開け

られる廃棄物容器を備える（フッ

トペダルの廃棄物容器など）。 
  ❏ 

7.4.5 
調理室の廃棄物から分離された油脂

が適切に処理されていない。 

厨房の廃水用排水管と廃水システ

ム間に油脂回収装置を設置する。 
❏   

法律に準拠した方法で油脂を回収

し、処分する（承認された港の廃

棄物処理施設の利用、公海上での

焼却や海水中への排出など）。 

❏   

グリーストラップ（油脂止め）を

清掃する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.4.6 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
消毒して、媒介体管理措置を講じ

る。 
❏   

7.5 医療廃棄物  

7.5.1 
（医療施設等）廃棄物が発生する場所

で、医療廃棄物が蓄積した状態が確認

された。 

廃棄物が発生する場所から専用の

安全な貯蔵場所まで、適切に、包

装された廃棄物を移動させる。 
❏   

医療廃棄物をできるだけ速やか

に、陸上の廃棄物処理施設で処分

する。 
❏   

できる限り保管期間を減らす。   ❏ 

廃棄物管理計画に医療廃棄物処理

方法を含める。 
❏   

感染性の可能性がある廃棄物は、

“非常に感染性が高い”と記され、

国際的な感染性物質のシンボル

（バイオハザードマーク）が付さ

れている黄色のビニール袋又は容

器に保存する。 

❏   

7.5.2 

医療廃棄物が、色つきやラベルを付し

たビニール袋又は容器を用いて処分

されていないか、又は分別して保管さ

れていない。 
有害な医療廃棄物が有害でない廃棄

物と分別されていない。 

医療施設から出た非感染性廃棄物

は、黒いビニール袋の中に保管す

る。 
  ❏ 

専用の場所に他の廃棄物とは区別

して医療廃棄物を保管する。 
❏   

未使用の収集袋や容器を供給す

る。 
  ❏ 

診療室又は医療施設では、適切な

容器又は袋ホルダーを備える。 
  ❏ 

各廃棄物収集場所に廃棄物の分別

と識別の指示を掲示する。 
  ❏ 

廃棄量が全体の４分の３に達した

ときは、容器や袋を取り出す。 
  ❏ 

廃棄物用袋の口を（例えばケーブ

ルストラップで）密閉する。 
  ❏ 

7.5.3 

液状の医療廃棄物が、下水（汚水）設

備に流されていない。診療室又は医療

施設の排水管が汚水設備に接続され

ていない。 

浴槽、シャワー、洗面台を含め、

医療エリアから出る液状の医療廃

棄物や廃水用の排水管を、下水設

備と接続する。 

❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.5.4 

鋭利な廃棄物（針、刃など）が、適切

な容器に保管されていない。鋭利な物

以外の廃棄物が容器内で発見されて

いる。容器が廃棄物でいっぱいであ

る。 

鋭利な廃棄物を適切なプラスチッ

ク容器に入れて処分する。 
❏   

金属性か、又は穿刺に耐えるプラ

スチック性で、蓋つき、堅質、非

浸透性、不正開封防止装置が付い

た針用容器を備える。容器は黄色

で、“鋭利廃棄物”と記され、バ

イオハザードマークが付されてい

る必要がある。 

❏   

船が横揺れしたときに怪我を避け

るために、適当な容器ホルダーを

整備する。 
  ❏ 

診療室から持ち出す前に、４分の

３まで満たされた容器は全て、（バ

イオハザードマークなどが）付さ

れた黄色の感染性医療廃棄物用袋

に入れて処分する。 

❏   

鋭利な廃棄物用容器には、鋭利な

物以外を入れて処分しない。 
  ❏ 

7.5.5 
医薬品廃棄物が適切に保管されてい

ないか、又は処分されていない。 

理想的には、茶色のビニール袋に

医薬品廃棄物（有効期限切れの医

薬品など）を保管して、陸上の廃

棄物処理施設で処分する。 

  ❏ 

医薬品を低温で焼却、又は下水設

備に排出することを禁止する。 
  ❏ 

7.5.6 
医療廃棄物の安全な保管や処理のた

めの、指定された厳重な保管場所がな

い。 

医療廃棄物用の保管場所を指定し

て、無許可の出入りができないよ

うにする。 
❏   

7.5.7 
プラスチック又は湿った廃棄物が焼

却されようとしている。 
紙や布性の材質の物のみ焼却を許

可する。 
❏   

7.5.8 
感染性の高い医療廃棄物を取り扱っ

ている乗組員が、B 型肝炎の予防接種

を受けていない。 

これらの廃棄物を取り扱う乗組員

に対して、B 型肝炎の予防接種を

行う。 
  ❏ 

7.5.9 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
直ちに消毒し、ねずみ駆除を実施

し、殺虫剤を使用する。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 
7.6 有害な化学廃棄物 (Hazardous chemical waste) 

7.6.1 

有害な化学廃棄物保管用の指定区域

がない。当該区域が立ち入り禁止とな

っていない。同区域が汚れており、照

明や換気が不十分である。 

有害廃棄物の保管場所を指定す

る。 
❏   

保管エリアの照明を改善する。   ❏ 

保管エリアの換気を改善する。   ❏ 

保管場所を清掃する。 ❏   

保管エリアへの無許可の出入りを

できないようにする。 
❏   

7.6.2 
違う組成の有害な化学廃棄物が積み

上げられていて、化学廃棄物ごとに分

別して保管されていない。 

化学反応を避けるために、異なる

化学物質を別々に保管する。 
❏   

有害廃棄物を管理する権限を与え

られた認可組織や機関で廃棄物を

処分する。 
❏   

有害廃棄物の蓄積量を最小にする

ために、港の適切な廃棄物受理施

設に関する情報を入手する。 
  ❏ 

7.6.3 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
直ちに、消毒し、ねずみ駆除を実

施し、殺虫剤を使用する。 
❏   

7.7 輸送  

7.7.1 

ごみ用リフト及びシューター又はそ

の他の廃棄物輸送設備の内部が： 
・適切に作られていない   
・汚れもしくは油脂の堆積がある 
・強烈な臭いがある 
・損傷又は腐食がある 

廃棄物輸送施設を清掃し、消毒を

行う。 
❏   

リフト底部と接する全垂直面との

間に、少なくとも 10mm の適切な

コーブ（丸みを帯びた凹面）を有

し、取り外すことができて、洗浄

が可能な、非吸水性の、非腐食性

カバーを設置する。 

  ❏ 

廃棄物輸送設備を清掃しやすく、

消毒しやすいように改善する。 
  ❏ 

生ごみ用リフトとシューターの内

部をステンレス製にする。 
  ❏ 

生ごみのシューターに自動清掃シ

ステムを装備する。 
  ❏ 

定期的に、すべてのシューターと

リフトを清掃し、消毒を行う。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.7.2 

リフトシャフトの底部に排水管がな

い。排水管が、下水処理施設に接続さ

れていない。リフトシャフトの底部が

汚れている。 

リフトシャフトの底部に、排水管

を設置する。 
  ❏ 

下水システムに、排水管を接続す

る。 
  ❏ 

リフトシャフトの底部を清掃し、

消毒を行う。 
  ❏ 

7.7.3 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
直ちに消毒し、ねずみ駆除を実施

し、殺虫剤を使用する。 
❏   

7.8 廃棄物処理  

7.8.1 

仕分け台が、不浸透性、非吸水性の材

質で造られていない（ステンレス製が

望ましい）。四隅はコーブになってお

らず、縁は丸くなっていない。又は破

損や汚れがある。 

使用後、入念に仕分け台を清掃し、

消毒を行う。 
  ❏ 

適切な材質（望ましくはステンレ

ス製）で作られ、四隅はコーブに

なっており、縁は丸くなった仕分

け台を備える。甲板に防水縁材を

取りつけるならば、高さが少なく

とも 8cm あり、コーブとすべきで

ある。仕分け台には、排水管があ

り、排水設備に排水される。 

  ❏ 

7.8.2 
廃棄物処理室が、廃棄物保管室と同様

の基準を満たしていない。 

生ゴミ処理室に、生ゴミ保管室と

同様に換気、照明、飲用水用ホー

ス及び排水管設備を備えつける。 
  ❏ 

7.8.3 
廃棄物処理エリアの近くに手洗い施

設がない。手洗い施設に十分な備品が

整っていない。 

手洗い施設に温・冷飲用流水を供

給する。 
  ❏ 

手洗い施設に、使い捨てタオル、

液体石鹸、手指用消毒液、廃棄物

容器を備え付け、「手を洗い、消

毒すること」と記した標識を掲示

する。 

  ❏ 

水溜まりができるのを避けるため

に、ホース接続管と十分な排水管

を設置する。 
  ❏ 

7.8.4 

個人防護具（PPE）がない。PPE が

良好な使用状態ではない。又は船員が

PPE の適切な着用方法についての知

識を有していない。 

廃棄物を扱う担当船員は、安全ゴ

ーグル又はフェイスシールド、フ

ェイスマスク、ゴム手袋、作業手

袋、安全長靴又は安全靴、防護服

を着用する。その船員を訓練する。 

❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.8.5 
船外に投棄するために収集された粉

砕ごみの破片が大きすぎる。 

船外に投棄する前に、25mm のメ

ッシュサイズを通るまで、ゴミを

粉砕する。 
❏   

7.8.6 
粉砕機や圧縮機が汚れているか、強烈

な臭いを放っているか、あるいは害虫

やげっ歯類を誘引している。 

生ごみ処理施設を清掃し、消毒し

て、ねずみ駆除を行う。 
❏   

7.8.7 
廃棄物容器の洗浄に使用される場所

が、二次汚染を促進しているか、又は

当該場所の衛生状態が悪い。 

食品エリアから遠く離れたところ

に廃棄物容器をきれいにするため

の場所を指定する（例えば、きち

んと整備、保守管理されている廃

棄物保管室内）。 

  ❏ 

7.8.8 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
直ちに消毒し、ねずみ駆除を実施

し、殺虫剤を使用する。 
❏   

7.9 保管 

7.9.1 

保管場所が、次の要件を満たしていな

い： 
・十分な大きさである。 
・直射日光から保護されている。 
・動物、虫類、鳥の侵入防止が整備さ

れている。 
・清掃及び消毒が容易である。 
・耐久性があり、非吸水性で硬い床面

である。 
・汚水設備への排水が整備されてい

る。 
・洗浄目的の給水が設備されている。 
・洗浄用ホースが整備されている。 
・責任者が容易に立入ることができ

る。 
・許可なく立ち入ることができない。 
・良好な照度（220 ルクス）及び換気

が整えられている。 
・新鮮食品の貯蔵庫や食品調理エリア

が近接していない。 

廃棄物の荷下ろしから次の荷下ろ

しまでが最も長くなると予想され

る期間、未処理の廃棄物を保管で

きる十分な大きさを確保する。 

❏   

定期的な清掃や消毒のための清掃

スケジュールを作成する。 
  ❏ 

太陽やその他の熱源からの熱を避

けるために、日除けを取り付ける

か保管エリアの場所を変更する。 
❏   

保管室への動物と虫類の侵入を防

ぐ。 
❏   

甲板で保管されている容器を密閉

する。 
❏   

排水管を敷設し、排水管を下水シ

ステムに接続する。 
❏   

清掃のために、水道水とホースを

整備する。 
  ❏ 

無許可の出入りや開閉から、生ご

み室や容器を保護する。 
❏   

換気及び照明を改善する。   ❏ 

ごみエリアが食品エリアから遠く

離れていることを確保する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.9.2 
廃棄物処理エリアの近くに手洗い施

設が整備されていないか、又は十分に

整っていない。 

手洗い施設に温・冷飲用流水を装

備する。 
  ❏ 

手洗い施設に、使い捨てタオル、

液体石鹸、手指用消毒液、廃棄物

容器を備え付け、「手を洗い、消

毒すること」と記した標識を掲示

する。 

  ❏ 

水たまりができるのを避けるため

に、ホースの接続管と十分な排水

管を設置する。 
  ❏ 

7.9.3 
清掃用具を入れるロッカーが整備さ

れていない。用具が破損しているか、

又は汚れている。 

食料から離れた場所に、掃除用具

用の収納ロッカーを整備する。 
  ❏ 

適切な掃除用具を整備する。 ❏   

7.9.4 
十分な清掃用具、個人防護具、廃棄物

用の袋又や容器が、保管エリア近くに

整備されていない。 

掃除用具を整備する。   ❏ 
安全ゴーグル又はフェイスシール

ド、作業用ゴム手袋、フェイスマ

スク、安全靴や安全長靴、防護服

を含む個人防護具を整備する。 

  ❏ 

保管エリアの近くに、適切な廃棄

物用の袋や容器を整備する。 
  ❏ 

7.9.5 
廃棄物容器が十分に整備されていな

い。ごみの分別を行っていないか、又

は適切な容器が不足している。 

紙、プラスチック、缶、食品廃棄

物及び乾燥廃棄物用に、十分な容

量の容器を整備する。 
❏   

内容によって、廃棄物容器にラベ

ルをつける。 
❏   

ごみの種類別に保管する。 ❏   
天候の影響及びげっ歯類や他の害

虫の侵入から防護するため、乾燥

廃棄物や食品廃棄物を密閉できる

容器内に保管する。 

❏   

7.9.6 
容器が汚れているか、又は疾病媒介体

を誘引している。 

必要に応じ、容器を空にする毎に、

完全に洗浄、消毒し、殺虫剤を使

用する。 
  ❏ 

7.9.7 
必要に応じて生ごみを保管するため

の冷蔵スペースがない。 

生ごみを保管するために密封され

た冷蔵できるスペースを用意す

る。同スペースは、冷蔵食品を貯

蔵するために使われるものと同基

準を満たす必要がある。 

  ❏ 



 
 
エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

7.9.8 
ごみ保管室がごみで満載な状態であ

る。 

港湾の廃棄物受入れ施設でごみを

処分する。 
  ❏ 

次港における適切な廃棄物受入れ

施設に関する情報を収集する。 
  ❏ 

7.9.9 
媒介体や病原体保有宿主が確認され

た。 
直ちに消毒し、ねずみ駆除を実施

し、殺虫剤を使用する。 
❏   

7.10 焼却炉 

7.10.1 

重金属又はその他の有毒物質を含有

するかもしれない灰、プラスチック材

又はその他の物質が海に排出されて

いる。 

船員に対し、正しい焼却炉の灰の

処分に関する教育を実施する。 
  ❏ 

マルポール条約の違反について、

権限当局に報告する。 
❏   

7.10.2 
燃焼室からガスや粒子が漏れている

形跡がある。 
排気システム及び焼却場の気密性

を確認する。 
  ❏ 

7.10.3 

焼却炉の見やすい場所に、作業中の扉

の開閉禁止及び焼却炉へのごみの入

れすぎに対する注意喚起の表示がな

い。 

｢稼働中、扉の開放禁止｣や｢焼却炉

にごみの入れすぎ禁止｣などと記

した標識を設置する。 
  ❏ 

7.10.4 
焼却炉が灰やスラグでいっぱいにな

っている。 

燃焼室の清掃を行い、灰やスラグ

は港湾の廃棄物受入れ施設におい

て処理する。 
 

❏ 

7.10.5 
焼却室が汚れているか、又はごみが堆

積している。 

焼却室の清掃を行う。 ❏   

ごみは、適切な保管室で保管する。   ❏ 

7.10.6 
媒介体又は病原体保有宿主が確認さ

れた。 
直ちに消毒し、ねずみ駆除を行い、

殺虫剤を使用する。 
❏   

7.11 排出 

7.11.1 

特別区域においてごみを船外へ処分

した、又は、（水中投棄が）禁止され

ている廃棄物を水中に投棄した証拠

がある。 

権限当局に知らせる。 ❏   

船上で廃棄物を集積し保管する。   ❏ 

7.11.2 
船長又は乗組員が、船内でのごみの管

理に関する手順を熟知していない。 

英語、フランス語やスペイン語に

よる標識を掲示し、乗客や乗組員

に対して、マルポール条約附属書

Ⅴに準拠したゴミの処理要件を周

知させる。 

  ❏ 



エリア 8 機関室 
はじめに 機関室とその近くの部屋には、有害な微生物因子、化学因子、物理因子が含

まれる可能性がある。感染性因子や有害化学物質は、機関室から、汚水、雑

排水、バラスト水、油と水の分離器からの廃液、冷却水、ボイラーと蒸気発

生器の排出物、工業廃水、その他の有害廃棄物のそれぞれに繋がる接続管を

通して移送、廃棄される。 
 
安全に管理されていない船内の廃棄物や設備に接触することで、（上述のよ

うな危険因子に）直接さらされうる。安全でない環境管理、業務上の過失や

船員の訓練の欠如により、病原微生物や有害物質が環境中を移動することを

介して、危険因子にさらされる可能性もある。 



国際基準又は国際

勧告 
IMO 機関室のレイアウト、設計及び配列に関するガイドライン（MSC 
68/Circ 834） 
1. 第 6.3 章：人間工学 
6.3.7  機関室の機械エリア及び作業エリアのレイアウト、設計及び配列につ

いては、機関室の清掃が容易にできるものとすべきある。 
6.3.9 機関室で作業する職員が使用できるよう、電球、懐中電灯、電池、聴

覚保護具、保護ゴーグル、使い捨て作業衣、手袋、ラグ、カップ、航海日誌、

筆記具などの消耗品の供給は、機関室で管理する必要がある。 
 
2. 第 6.4 章：レイアウト及び設計を介したリスクの最小化 
6.4.6 火災や職員の負傷の可能性を最小限に抑える上で、機関室には、油、

紙、ラグ及びその他の廃棄物の収集や処分に係る手段のほか、清掃用具を備

える必要がある。 
 
IMO 1978 年の議定書によって修正された 1973 年の船舶による汚染の防止

のための国際条約（通称：マルポール 73/78 条約） 
附録書 VI では、ディーゼル・エンジンからの酸化窒素（NOx）排出制限を

定めている。 
マルポール条約改正ための、1997 年の議定書の附録書を修正：いわゆる“Tier
Ⅲ”エンジンに対する最も厳しい規制を含め、船舶用エンジンからの酸化窒

素（NOx）排出の漸減も合意された。Tire III エンジンは、2016 年 1 月 1 日

以降に建造される船舶に搭載され、排出ガス規制海域で運用されている。 
 
ILO 船内船員設備に関する条約 第 133 号 1970 年 
1. 第 9 条：1,600 トン以上の船舶に以下を設置するものとする。 
（b）トイレ及び新鮮な冷温水設備のある洗面台が機関制御室近くに備えら

れて居ない場合は、機関室から容易に行くことのできる範囲内にこれ

らを設置する。 
 
2. 1,600 トン以上の船舶（全ての機関部船員のために個人用寝室及び個人用

又は準個人用の浴室が設置されている船舶を除く。）においては、次の条件

を満たす更衣設備を設置する。 
(a) 機関室の外に設けられているが、機関室から容易に行くことができる

こと。 
(b) 個人用衣類ロッカー並びに浴槽、又はシャワー及び新鮮な冷温水の出

る洗面台を備えていること。 



 

参考 
国際条約 
IMO (1978). Guidelines for engine room layout, design and arrangement (MSC 68/Circ 834). 
London, IMO. Chapter 6.3, Ergonomics; Chapter 6.4, Minimizing risk through layout and design. 
IMO, International Convention for the Prevention of Pollution from Ships 1973, as modified by the 
Protocol of 1978 relating thereto (MARPOL), Annex VI. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要なリスク 主要なリスクには、媒介体による汚染及び、以下に示すような機関室環境が

船員の労働衛生に与える影響が含まれる。 
・不十分な換気や設備の設置のまずさが原因で、オイルが皮膚に付着したり、

オイル蒸気やオイルミストを吸い込んだりしてしまうこと 
・冷却設備が不十分な密閉された制御室での高温環境 
・不十分な照明 

書類審査 該当なし 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

8.1 構造 

8.1.1 構造設計が清掃に適していない。 
機関室を清掃しやすいように、機

械エリアや作業エリアを設計し配

置する。 
  ❏ 

8.2 管理  

8.2.1 媒介体の証跡が確認された。 
媒介体の適切な管理措置を講じ、

病原体保有宿主を排除する。 
❏   

8.2.2 
露天甲板から延びたダクトが直接、媒

介体の防御対策のない機関室に接続

されている。 

1 つ以上の居室に冷風温風を供給

しているシステムの排出口の両端

に、媒介体侵入防止機能を付す。 
  ❏ 

8.3 設備及び施設   
（1,600 トン以上の全船舶） 

8.3.1 
手洗い設備が、行きやすい場所に設置

されていない。 

機械エリアから行きやすい場所

に、温・冷飲用水が出る洗面台を

設置する。 
❏   

8.3.2 
機関部門担当船員用の洗濯場や更衣

室が設置されていない。 

以下の条件の更衣施設が備え付け

られている。 
・機械エリアの外部にあるが、容

易に行くことができる。 
・個々の更衣ロッカーだけでなく、

温・冷飲用水が出る洗面台、シャ

ワーや浴槽が備わっている。 

❏   

8.4 換気 

8.4.1 換気装置が故障している。 
換気ユニットを修理するか、又は

交換する。 
  ❏ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エリア 9 飲用水 
はじめに 清浄な飲料水は、健康に不可欠である。そのため、世界のほぼ全ての国に、

国民に清浄な飲料水を確保するための規則がある。飲料水に関する規則を定

めていない国々は、多くの場合 WHO の「飲料水水質ガイドライン（GDWQ）」 
を参考にしている。 
 
船舶には、2 つないし 3 つの異なる給水システムが装備されている。飲用水、

作業工程で使用する非飲用水、消火用水である。実行可能であれば、飲料、

個人衛生、調理用目的、皿洗い、病院及び洗濯用の飲用水として、1 つの給

水システムのみ取り付けるべきである。非飲用水を船内で使用する場合は、

完全に異なる配管システムで搭載し、分水する必要がある。この配管システ

ムは、現行の国際基準に従って、色分けで識別する必要がある。 

飲料水の定義 「飲料水」又は「飲用水」という用語は、人が消費するあらゆる水と定義さ

れる。これには飲料用の水又は調理用の水だけでなく、歯磨き、シャワー、

手洗い、洗濯などに使用する水なども含まれている。大型の現代的な商船で

さえ、シャワーや洗面台に、海水脱塩プラントから直接送出される、いわゆ

る「無塩水」（塩分を含まない水）が供給されており、そのため、飲料水の

水質基準を満たしていない。未処理の「無塩水」にも、利用者や公衆衛生に

対する、多くの健康上のリスクが潜みうる。したがって、こうした「無塩水

システム」を搭載した船舶では、人の消費に適さない水を使用することはで

きない。 

国際基準と勧告 ILO 船内船員設備に関する条約 第 133 号 1970 年 
ILO 条約第 133 号は、多数の加盟各国によって批准されている。それには、

総トン数1,000トン以上の商船の船員居住設備に係る最低基準が定められて

いる。本条約では、船内の者がいつでも飲用冷水を利用できる必要がある旨

が定められている。加えて、シャワーや浴槽、洗面台に温・冷“無塩水”の

流水設備を設置しなければならない。上述の通り、この用語の定義には疑問

の余地がある。 
 
ILO 条約第 133 号は、2006 年の海上の労働に関する条約に含まれ、同じ要

件を定めているが、同条約はまだ批准の過程にある。 
 
WHO 飲料水水質ガイドライン（GDWQ） 
本ガイドラインは、飲料水の水質の微生物学的、物理的及び化学的側面につ

いての情報を提供しており、また、異なる国家の飲料水法において、本ガイ

ドラインが参考として使用されることが多い。 
 
国際標準化機構（ISO） 
国際標準化機構は、安全な飲用水を作るための技術的側面について記載し

た、いくつかの重要な国際基準を発表している。 



主要なリスク 船内で適切に管理されていない水は、感染症伝播をもたらす定着した感染経

路となる。さらに、水はある疾患の初発症例の発生源であるかもしれず、そ

の初発例から別な感染経路を介して伝播していくかもしれない。ほとんどの

水系感染症の流行は、人又は動物の排泄物に由来する病原体で汚染された水

の摂取に関連している。汚染は、汚染された貯水、飲用水用の管と非飲用水

用の管の間の交差接続、不適切な積載手順、飲用水貯蔵タンクの設計と構造

のまずさ、不十分な消毒に関連している。船内のスペースは多くの場合限ら

れているため、飲用水システムが物理的に過度の熱の近くにあったり、ある

いは汚水設備又は廃棄物の流れの近くにあったりすることがある。など、二

次汚染の回避が船内で水の安全性を保つためには主要な課題の 1 つである。 
 
給水作業が最もリスクの高い手順の１つである。安全でない取り扱い手順

や、消火ホースなどの用具の不適切な使用によって水の汚染が引き起こされ

うる。安全でない水は沿岸から供給される可能性があり、船舶に障壁システ

ムが搭載されていない場合には、その水が船舶の飲用水を汚染することがあ

る。沿岸と船舶間に逆流防止装置が敷設されていない場合、沿岸給水システ

ムの汚染も起こりうる。リスクがどこにあるかを認識することが極めて重要

であり、かつ、飲用水用ホースや給水作業手順全体に関し、適切な取り扱い

を実践する必要がある。 
 
GDWQ は、飲用水の推奨最低水質基準を定めている。最も一般的な基準の

いくつかを以下に記載している。太字のパラメーターは、水の安全性を監視

するため、現場で用いるパラメーターとして使うことができる。 
 
外観と色 
消費者にとって、飲料水の外観及び味が受け入れられるものでなければなら

ない。水に探知可能な臭いがあってはならない。理想的には、飲用水には目

に見える色があってはならない。 
 
pH 
塩素による効果的な消毒のために、pH は 8.0 未満である必要がある。最適

な pH は、水と、飲用水配水システムに使用される材料によるが、一般的に

は 6.5～8.0 の範囲内であり、9.5 まで拡大することができる。pH は、水処

理の効率及び、飲料水配水システムの本管や導管の腐食の可能性をチェック

する上で、重要なパラメーターである。 
 
温度 
水温は、常時 25℃以下又は 50℃以上である必要がある。25℃～50℃の温度

範囲では、細菌、特にレジオネラ菌の繁殖リスクが高いため、水の安全性検

査を行う必要がある。 
 



電気伝導率 
GDWQ では、電気伝導率について述べていないが、伝導率は、脱塩水にミ

ネラルを添加する工程の有効性を評価する上で、重要な運用パラメーターで

ある。脱塩水の一般的な電気伝導率の値は非常に低い。海水は電気伝導率が

高いため（例：50,000μS/cm）、蒸留水が汚染したものや海水は、容易に検

出できる。 
 
塩素 
消毒処理中又は消毒処理後、必要に応じてもっと頻回に、遊離塩素及び全塩

素を測定しなければならない。効果的な消毒を行うには、飲用水を消費する

時点で遊離塩素濃度が 0.5～1.0mg /l である必要がある。また、塩素処理レ

ベルの国家基準が異なる点を考慮する必要がある。例えば、米国船舶衛生プ

ログラムによれば、0.2mg/l の遊離塩素レベルは飲料水として許容可能な最

小値であるが、欧州では、およそ 0.6mg/l が許容される最大値である。 
 
鉛 
鉛濃度は、10μｇ/l を超えてはならない。鉛の導管、取り付け具やはんだの

使用により、飲料水の鉛レベルを上昇させ、神経系に悪影響を及ぼす。この

ことは、特に浸食性のある水や酸性の水が流れる配水システムの場合に当て

はまる。実施可能な場合にはいつでも、鉛の導管を交換すべきである。 
 
カドミウム 
カドミウム濃度は、3μｇ/l を超えてはならない。 
 
鉄 
鉄濃度は、200μｇ/l を超えてはならない。鉄は、300μｇ/l 以上のレベルにな

ると、洗濯物や洗面設備にシミが付く。一般に、300μｇ/l 以下の鉄濃度では

目立った味はしないが、濁りや色が生じることがある。 
 
銅 
銅濃度は、2,000μｇ/l を超えてはならない。銅は、1,000μｇ/l 以上の濃度で

洗濯物にシミが付き、5,000μｇ/l 以上のレベルでは、水がオレンジ色の色調

を帯び、苦味を生じうる。導管の腐食は、銅による水の汚染の典型的な原因

である。 
 
ニッケル 
ニッケルによる汚染は、新しいニッケル／クロムメッキの蛇口からのニッケ

ルの浸出によって生じることがある。低濃度のニッケル汚染は、ステンレス

製の導管や取り付け具からも生じることがある。ニッケルの浸出は、時間の

経過とともに減少する。また、他の物質の腐食を抑えるために水の pH 値を

上げることで、ニッケルの浸出を減少させうる。ニッケル濃度は、20μｇ/l



を超えてはならない。 
 
亜鉛 
真鍮（黄銅）の主な腐食の問題は、脱亜鉛腐食という。これは、（銅が多い

相と亜鉛が多い相の）二相からなる真鍮から、亜鉛だけが選択的に溶出する

現象であり、強度の低いスポンジ状の塊のような銅が残る。亜鉛は、（硫酸

亜鉛として）約 4,000μg/l の濃度で、水に好ましくない渋味を与える。3,000
～5,000μg/l を超える濃度の亜鉛含有水は、乳白色に見えることがあり、沸

騰時に油膜を生じる場合がある。GDWQ は、健康を基礎に置いた指針値を

定めていないが、3,000μｇ/l 以上の濃度は消費者にとっては受け入れ難いだ

ろう。 
 
硬度 
炭酸カルシウム（CaCO3）の濃度で測定される水の硬度は、腐食と水垢を

それぞれ防ぐ上で、100mg/l（1mmol/l）～200mg/l（2mmol/l）である必要が

ある。 
 
濁度 
理想的には、効果的な消毒に係る濁度中央値は、0.1NTU 以下である必要が

ある。飲用水の一般値は、0.05～0.5NTU である。5NTU 未満の濁度の水の

外観は、一般に全ての消費者に受け入れられるものである。高い濁度は、配

水システム内に、導管表面に溜まった物質がはがれ落ちる原因となりうる。 
 
微生物 
大腸菌群 
大腸菌群は、幅広い種類の細菌を指し、水中で生存し成長することができる

微生物が含まれる。従って、糞便病原体の指数としては有効ではないが、処

理の有効性の指標として使用することができるほか、配水システムの清浄度

と完全性及びバイオフィルム（菌膜）の存在の可能性を評価する目的で使用

することができる。指針値は、水 100ml あたり大腸菌群ゼロである。 
 
大腸菌 
大腸菌は、大腸菌群の一種であり、飲料水の水質サーベイランスを含め、糞

便汚染監視の最も適切な指標と考えられる。指針値は、水 100ml あたり大腸

菌ゼロである。 
 
腸球菌 
腸球菌群は、糞便汚染の指標として用いることができる。ほとんどの菌種は

水環境では繁殖しない。この群の重要な利点は、水環境では大腸菌や耐熱性

大腸菌群よりも長く生存する傾向があり、乾燥や塩素処理に対してより耐性

を示す。指針値は、水 100ml あたりゼロである。 



 
ウェルシュ菌 
当該細菌のほとんどが糞便から発生し、水環境や紫外線照射、至適温度や至

適 pH からの逸脱、塩素化等の消毒処理など好ましくない条件に対して特に

耐性を示す芽胞を形成する。大腸菌と同様に、ウェルシュ菌はほとんどの水

環境で繁殖せず、糞便汚染の極めて固有の指標である。ウェルシュ菌は、飲

料水内に存在してはならない。 
 
従属栄養細菌数 
従属栄養細菌数（HPC）の測定では、阻害剤や選択剤を含まない高栄養の培

地を用いて、一定期間、特定の温度（通常 22℃と 36℃）で培養して、細菌と

真菌など、広範囲の従属栄養微生物を検出する。 
 
HPC は、船舶の飲用水システムの運用管理及び水処理の効果を見るには有用

な指標である。HPC の結果を適切に比較する上で、当該システムで 1 つ以上

のサンプルを採取することは極めて重要である。最低 1 つのサンプルを（設

置されたサンプリング用の蛇口を使用して）タンクから採取し、別のサンプ

ルを（通常船橋甲板にある）最も遠い蛇口から採取する必要がある。両方（又

はより多く）のサンプルを比較することにより、配水システム内の生物学的

推移を解釈することができ、処理の効果について情報を得ることができる。

特定のシステム内で、微生物の増殖の推移を調査するためには、毎回同じサ

ンプリング・ポイントからサンプルを採取する必要がある。指針値はないが、

HPC の実際の数値は、特定の場所における HPC の数の変化ほど重要ではな

い。配水システムでは、HPC の数の増加は水の清浄度の悪化や滞留の可能性、

バイオフィルムの存在の可能性を示唆しうる。 
 
緑膿菌 
緑膿菌は、よく見られる環境微生物であり、糞便、土壌、水、汚水に見られ

る。水中や水と接した有機物質の表面でも繁殖しうる。緑膿菌は、深刻な合

併症を引き起こす可能性がある院内感染の原因として知られている。緑膿菌

は、流し台、水槽、給湯システム、シャワー、スパプールのような広範な湿

潤環境から分離されている。主な感染経路は、感受性のある組織、特に傷口

や粘膜や、汚染された水又は外科用器具を介することによる。したがって、

少なくとも、水の滞留がさらなる健康上のリスクをしばしば引き起す船内の

病室等から、水のサンプルを採取し分析する必要がある。 
 
レジオネラ菌 
レジオネラ菌は、レジオネラ肺炎を含むレジオネラ症の原因である。レジオ

ネラ菌は、環境の至るところに存在し水道管配水システムで目にする水温で

増殖しうる。感染経路は、飛沫又はエアロゾルの吸入による。ただし、水道

システムからの暴露は、基本的な水質管理対策の実施により回避することが



できる。この管理対策には、レジオネラ菌が繁殖する範囲（25℃～50℃）外

で水温を維持すること及び、水道配水管システム全体の残留消毒剤の維持を

含む。水温が 25℃～50℃の危険域にあることが確認された場合は、水を消

費する者の健康上のリスクを評価するため、必ずレジオネラ菌検査を行わな

ければならない。 
サンプリング手順 技術上もしくは運用上の問題が存在した場合や国内法で水の分析を定めて

いる場合には、水のサンプルを採取する必要がある。 
 
サンプリング方法が検査結果に影響を及ぼすことのないように、水のサンプ

リングは資格を持った検査官が実施しなければならない。サンプリングは、

特別なサンプリング・ボトルを用い、特別な手順（ISO 19458 に定められて

いる）で実施する必要がある。 
 
検査は、認定された検査室において、適切な方法で行う必要がある。国際的

に認められる検査室の質の基準は、ISO 17025 で定められている。本項では、

特定の状況下で有用な指標の例を紹介する。 
 
以下に、妥当な微生物学的サンプリング計画案の一例を示す。サンプルの量

は、水設備の規模によることを考慮する必要がある。 
・サンプル A：飲用水タンクから 1 つのサンプルを採取する。このサンプル

は、船舶の飲用水システムの最初の水質を表わしている。サンプリングは、

ISO 19458 の記載に沿って行う必要がある。サンプルを適切に採取するた

め、操船者らに対し、タンクにサンプリング用の蛇口を取り付けるよう勧告

する必要がある。 
 
・サンプル B：次のサンプルは、飲用水タンクからもっとも遠い蛇口から採

取する必要がある。このサンプルは、配水システムの影響を表している。サ

ンプリングは ISO 19458 に従って行う必要がある。 
 
・サンプル C：医療エリアに水の滞留や汚染の証拠がある場合は、ISO 19458
に従って追加のサンプルを採取する必要がある。サンプリング前にサンプリ

ング用の蛇口が消毒されてないため、このサンプルは船内で水を消費する者

にとっての水質を表している。このサンプリング・ポイントでは、緑膿菌検

査が妥当である。 
 
・サンプル D：冷水温度が 25℃以上の場合や温水温度が 50℃以下の場合、

レジオネラ菌の追加検査が推奨される。この場合、少なくとも 1 つの冷水サ

ンプルと 1 つの温水サンプルを採取する必要がある。さらなる情報を得るに

は、より多くのサンプリング・ポイント（温水器など）での検査の実施が有

用である。 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

9.1  文書 

9.1.1 

水質分析報告書がない、最終分析報告

書において、汚染が示唆されている又

は要求されている全ての指標が分析

されていない。 

飲用水の実際の状況を評価するた

めに、サンプルを採取しなければ

ならない。WHO「船舶衛生ガイド」

表 2.2「飲用水で頻繁に検査される

指標と標準値の例」を参照のこと。 

❏   

9.1.2 
医療記録から、水系感染症（下痢など）

が疑われる。 
飲用水の状況を評価するためにサ

ンプル採取しなければならない。 
❏   

9.1.3 

水安全計画がない。水安全計画が十分

でない、又は船上における安全な飲用

水を確保するための飲用水に関する

その他の方策がない。 

飲用水の水質に影響を及ぼす重要

な手順のすべてを含む水安全計画

を実行する（給水手順、船舶配水

システムなど）。 

❏   

飲用水の状況を評価するためにサ

ンプル採取しなければならない。 
❏   

9.2 管理  

9.2.1 

船員が飲用水設備の安全管理に関す

る訓練を受けていない、又はいくつか

の構成要素のリスクに関する知識の

不足がみられる。 

飲用水システムのメンテナンスに

責任のある職員の訓練をする。 
  ❏ 

9.2.2 
飲用水設備が適切に機能しているか

評価するための日常のチェックが行

われていない。 
逆流防止装置を点検する。 ❏   

9.3 船上の一般構造 

9.3.1 

人が摂取できる水が必要な洗面台、シ

ャワー、その他の蛇口などに、飲用水

ではなく“無塩水”が接続されている。

非飲用水が、掃除用流し以外で利用者

に供給されている。 

複数の配水システムが使用されて

いる場合、無塩水だけが掃除用流

し、洗濯設備、トイレに配水され

るようにする。甲板の洗浄や清掃

用に、非飲用水が、口が下に向い

た蛇口から出る場合は、蛇口にラ

ベルを表示し、誤った利用を防ぐ。 

❏   

人が摂取できる水を供給するはず

の全ての蛇口、シャワー、洗面台

に使用される飲料水を、飲用水用

としてのみ接続すること。 

❏   

9.3.2 
使用されている材料や加圧用の部品

が耐熱性でない。 

熱消毒が可能なように 90℃（蛇口

では 70℃）の熱に耐える材質のみ

を使用する。 
❏   



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

9.3.3 

材質が飲用水設備に使用するものと

して不適切である。 
金属やプラスチックが飲用水設備で

の使用認証を得ておらず、水質を害す

る可能性がある。 

腐食物又は水質に害のあるその他

の物質などによって、飲用水が汚

染されないような材質のみを使用

する。飲用水と接するプラスチッ

ク及び金属は、国家当局によって

承認されていなければならない。 

❏   

9.4 給水船及び給水はしけ  

9.4.1 

独立した飲用水用タンクが適切に装

備されていない：給水に適した清潔な

なホース及びその付属器具、ポンプ及

び飲用水を船舶に供給する独立した

配管システムがない。給水船又は給水

装置が衛生的でない。 

独立した飲用水用タンクを承認さ

れた技術基準に基づき設置する。 
  ❏ 

給水船又は給水はしけに、給水に

適した清潔な青色の飲用水用ホー

スを装備する。ホースには“飲用

水”のラベルが貼られている。使

用されている材質は、国の保健当

局の要件を満たしている必要があ

る。 

❏   

使われている飲用水用ホース、付

属器具、備品の清掃及び消毒を行

う。 
❏   

必要なすべての備品は、閉鎖式か

つ清潔で、自然排水されるロッカ

ーに、“飲用水用ホース／備品”

のラベルを貼って保管する。 

❏   

他の船舶に飲用水を供給するため

に使用されている貯水庫及び配水

システム全体を、清掃し消毒する。 
❏   

非飲用水用配管やその関連機器と

のあらゆる交差接続を取り除く。 
❏   

9.4.2 
消毒設備がない。飲用水用タンクを手

動で消毒する方法がない。 

利用者に塩素処理した飲用水を供

給するため、給水船又は給水はし

けに適切な消毒装置を装備する。 
❏   

9.4.3 
良好な衛生習慣に関する知識が欠如

している。 

職員の訓練を行い、システムの特

定のリスクに関する教育をするた

めの水安全計画を作成する。 
  ❏ 

9.4.4 
水質報告書の現物がない、又は 3 か月

以上前の報告書しかない（これは、国

専門の検査室職員又は認可された

保健当局に対し、水サンプルの採
❏   



内規則による）。 取や分析を命じる。 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.4.5 
飲用水システムや装置の設置が、認可

された保健当局に承認されていない。 

船上の飲用水設備の承認のための

審査を実施するよう、認可された

保健当局に要請する。 
  ❏ 

9.5 給水手順 

9.5.1 
陸からの水が、明らかに WHO「飲料

水水質ガイドライン」（GDWQ）（の

基準）を満たさない。 

汚染水を捨て、飲用水システムの

消毒を行う。 
❏   

飲用水や飲料水は、飲料に適して

いる安全な陸の供給源から補給す

る。 
❏   

陸から水を補給する前に、飲用水

源が GDWQ を満たすか確認する。 
  ❏ 

9.5.2 港湾での水質検査の報告書がない。 
水の補給を行う前に、港湾での水

質検査報告書を要求する。 
❏   

9.5.3 
船内に検査用器材が整備されていな

い。 
船内に基本的な検査器材（濁度、

pH、残留塩素など）を装備する。 
  ❏ 

9.5.4 
陸の水供給者が、不適当で破損したり

汚れたりした用具（ホースや取付器具

など）を使用している。 

直ちに補給を中止し、補給した水

を捨てる。 
❏   

給水に適しており、清潔で良好に

メンテナンスされている船舶所有

の用具（ホースや取付器具）のみ

を使用する。 

  ❏ 

9.5.5 

陸の給水源の汚染を避けるための逆

流防止装置が船舶に設置されていな

い。逆流防止装置が適切にメンテナン

スされていない、又は検査が実施され

ていない。 

船舶から陸の給水源への逆流を防

止するために、船上に逆流防止装

置を設置する。 
❏   

9.5.6 

飲用水補水接続部が、非飲用水用ホー

スの接続を防止するための適切な構

造になっていない、青色に塗装されて

いない、キャップによってしっかりと

密閉されていない、又は腐食防止のキ

ーロックが確保されていない。 

汚水又はその他の非飲用液体を運

ぶホースを、偶発的に接続してし

まうことを防ぐため、飲用水用ホ

ースのみに対応する接続用フラン

ジ（鍔；つば）（ISO5620 による

と大型船舶で 5 つのボルト付フラ

ンジ）を設置する。 

❏   



水の汚染を防止し、権限のない者

が補水接続部を開けないよう、フ

ランジをキャップで密封し、腐食

防止キーロックを確保する。 

❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.5.7 

飲用水補水管が各タンクにない。補水

管が汚れている、適切に設置されてい

ない、他の非飲用水システムと交差接

続されている、何らかの非飲用液体の

近くを通っている、あるいは（“飲用

水補水用”と）表示されていない。 

補水管の清掃及び消毒を行う。   ❏ 

補水管に青色で印を付け、“飲用

水補水用”のラベルを表示する。 
  ❏ 

補水管取付口が、水平又は下向き

の曲管型の部分にある。 
  ❏ 

補水管取付口は、少なくとも補水

ステーションデッキから 45cm 以

上の高さにある。 
  ❏ 

飲用水補水管を、非飲用水タンク

を満たすために使用する場合は、

非飲用水タンクを設置する前にエ

ア・ギャップ（吐水口空間）を設

置する。（本来飲用水用の補水管

を非飲用水タンクに使用してはい

けないが、やむなく使用する場合、

直接接触しないようエア・ギャッ

プを設けるということと推測され

る。） 

❏   

交差接続や、非飲用液体が入った

タンクに通じる配管を撤去する。 
❏   

9.5.8 

補水用ホースが、適切な原料で製造さ

れていない、（“飲用水用”と）表示

されていない、飲用水補水以外の目的

で使用されている、汚れている、キャ

ップがない、不衛生な状態にある。 

給水場所に適切な飲用水用ホース

を設置し、明確に“飲用水”と表

示する。通常の消火用ホースは適

切でない。 

❏   

飲用水専用のホースとして使用す

る。 
❏   

国の管理部局で承認され、少なく

とも 15m の長さがあり、他のホー

スとの接続を避けるため特別な取

付器具が装備された適切なホース

を備える（ISO5620 に準ずる補水

管に接続できるもの）。 

❏   



飲用水でホースを洗い流した後、

ホース内の排水を行い、ホース両

端を上に向け、1 時間、100mg/l
の塩素溶液を満たしたままにす

る。その後、使用前又は保管前に

は、完全に排水し洗浄する（ホー

スの両端にはキャップをする）。 

❏   

ホースの消毒のために適切な消毒

（塩素消毒など）を命じる。 
❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

  

圧縮された空気により、ホースが

破裂した場合、空気圧縮システム

による汚染を防ぐために、液体ト

ラップ、フィルター又は同等の装

置が必要である。 

❏   

ホースの端を地面に引きずった

り、キャップしていないホース先

端を海水中に浸けたりしない。職

員に対し、良好な衛生習慣の訓練

を行う。 

❏   

9.5.9 
飲用水用ホースのロッカーがない、不

適切な作りである、表示がなされてい

ない、汚れている、又は状態が悪い。 

腐食しない、毒性がない、滑らか

な材質で飲用水用ホースのロッカ

ーを設置する。このロッカーは、

閉めることができ、自然に排水さ

れ、清掃が容易であること、また

“飲用水用ホース及び取付器具保

管庫”のラベルを貼る。 

  ❏ 

飲用水用ホースのロッカーは、非

飲用液体による汚染を防止するた

め、少なくとも甲板から 45cm 高

い位置に設置しなければならな

い。 

  ❏ 

飲用水用ホースのロッカーに“飲

用水用ホース・ロッカー”のラベ

ルを貼る。 
  ❏ 



ロッカーのメンテナンス、清掃、

消毒を行う。 
  ❏ 

汚染防止のため、使用されていな

い間はロッカーを閉めておく。 
❏   

飲用水用ホースのロッカーに、飲

用水の取り扱いに必要のない道具

や備品を保管してはいけない。 
❏   

9.5.10 
給水中、ホースが直接地面に置かれて

いるか、又はホースが海水中に浸かっ

ている。 

ホースが地面につかないようホー

スを持ち上げる。ホースを持った

手で海水に触ってはいけない（交

差汚染を防ぐため）。 

❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.6 造水 

9.6.1 

海水の取り込み口であるシーチェス

ト（船底部に設けられた海水取り入れ

用に凹んだスペース、格子で保護され

ている）が衛生汚水の船外排水口と船

体の同側、同区画又は同じ船尾に設置

されている。 

海水の取り入れ口を、汚水の排水

口と反対側に設置する。 
  ❏ 

同じ側にある場合、汚水の排水口

は、可能な限り海水取り入れ口よ

り（海面に近い）上部にする。 
  ❏ 

汚水の排出中は、決して飲用水を

製造してはいけない。 
❏   

9.6.2 
水が港湾、河川や投錨地の上など安全

でない場所で製造されていた。 

リスクの程度を評価するため、タ

ンクからサンプルを採取し、最低

でも微生物的検査（大腸菌、大腸

菌群、腸球菌、ウェルシュ菌、HPC
の検査など）を実施する。 

❏   

エバポレーター（蒸発装置）とタ

ンクの間の配管及び部品の消毒を

行う。 
  ❏ 

安全でない区域での水の製造が禁

じられていることについて、責任

者に情報提供する。 
❏   

9.6.3 
エバポレーターの処理温度が 80℃以

下で、蒸留水を処理する消毒装置が取

り付けられていない。 

温度を管理する。 ❏   

エバポレーターの後部に消毒装置

（自動塩素消毒装置など）を設置

する。 
❏   

9.6.4 
エバポレーターに開口部がないため、

メンテナンスできない、検査ができな

い。 

船舶に、メンテナンスと検査が実

施可能な装置のみを装備する。 
  ❏ 



9.6.5 
エバポレーターに関する資料がな

い；製造元連絡先や取扱説明書がな

い。 

技術的な仕様書を含む重要な取扱

説明書を入手し、エバポレーター

の近くに置いておく。 
❏   

9.6.6 

塩分濃度センサーが設置されていな

いか、又は稼働していない。蒸留水が

塩分を含んでいた場合の自動廃棄装

置が設置されていないか、又は稼働し

ていない。 

アラーム機能付きの低濃度塩分セ

ンサーと、自動停止又は自動廃棄

装置を、修理するか、設置する。 
  ❏ 

9.6.7 
蒸留水の流出口にサンプリング用の

蛇口が設置されていない。 

蒸留水のサンプリングができるよ

う耐熱金属性のサンプリング用蛇

口を取り付ける。 
  ❏ 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.6.8 
逆浸透法：職員が、膜の破損がある場

合の健康リスク及び装置のメンテナ

ンスに関する知識が不足している。 

飲用水システムの責任者に対する

訓練を行う。 
  ❏ 

9.7 処理の構成装置等 

9.7.1 

水処理の構成装置（例えば消毒装置、

フィルター、水の再硬化システム）を

迂回する側管（バイパス）が設置され

ている。 

全てのバイパスを取り除く。 ❏   

9.7.2 

エバポレーター又は逆浸透装置（工

程）のあとに、ミネラル再補給工程が

稼働していないか、設置されていな

い。不十分に処理された蒸留水又は浸

透水が利用者に供給されている。 

水の腐食を管理するため、ミネラ

ル再補給装置を設置する。 
  ❏ 

水質に関する情報を利用者に提供

する（硬度、pH など）。 
  ❏ 

9.7.3 

ミネラル再補給装置の清掃、メンテナ

ンス又は補充が定期的に行われてい

ない。メンテナンス手順が周知されて

いない。 

ミネラル再補給装置のメンテナン

スについて、職員の訓練を行う。 
  ❏ 

取扱説明書に従い、ミネラル再補

給装置を空にし、清掃、消毒、補

充を行う。 
  ❏ 

製造業者及び技術仕様書に関する

情報を記したラベルを装置に付

す。 
❏   

9.7.4 
フィルターが汚れており、メンテナン

ス手順が不明である。 

製造業者の取扱説明書に沿って、

フィルターの逆洗浄又は交換を行

う。 
  ❏ 

9.8 消毒  



9.8.1 
脱塩化装置工程を経て製造された水

を（消毒）処理するための消毒装置が

設置されていない。 

承認された技術的基準に従い、自

動消毒装置（塩素が望ましい）を

海水脱塩化装置（エバポレーター

又は逆浸透性装置）工程のあとに

設置する。水は、適切に消毒する

ために少なくとも 30 分間、タンク

内で留めなければいけない。 

❏   

9.8.2 
給水された水の消毒が不可能である。

給水工程中に消毒剤を加える技術的

能力がない。 

承認された技術的基準に基づいて

給水された水を処理するため、自

動消毒装置（給水管内での塩素消

毒が望ましい）を設置する。 

❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.8.3 
手動塩素処理が、十分な知識がない状

態で行われている。 

自動塩素消毒装置を設置する。   ❏ 
水の塩素消毒を専門会社に依頼す

る。国の保健当局のガイドライン

の基準を遵守する。 
❏   

9.8.4 
継続的にハロゲン消毒が行われてい

るが、ハロゲン濃度を継続的に記録す

る装置がない。 

相当の流量がある配水システム中

で最も離れた地点で消毒剤の残留

濃度を記録する（例えば船橋甲板

において）。 

❏   

給水前後ごと及び通常稼働中に一

定間隔で、水の塩素濃度（遊離及

び総塩素）及び pH の確認を行う。 
  ❏ 

9.8.5 
塩素消毒中の配水システムにおいて

塩素が存在しない。 

消 毒 時 の 遊 離 塩 素 レ ベ ル は

0.5mg/l～1.0mg/l の間である必要

がある（国の基準を熟慮する）。

また、水を配送する時点では、最

低 0.2mg/l なければならない。 

  ❏ 

9.8.6 
サンプリング用コック（栓）が消毒装

置より下流側に設置されていない。 
栓を消毒剤注入装置から 3m 下流

の位置に設置する。 
  ❏ 

9.8.7 
保管されている消毒用化学薬品は、全

航行期間中の水量を（消毒）処理には

不十分である。 

継続的な水の消毒が可能な十分量

の消毒用化学薬品を保管する。 
❏   

9.8.8 
塩素及び pH 用の検査キットが整備さ

れていない。 

船舶に遊離及び総塩素（0～5mg/l
の範囲）、pH（6～10 の範囲）用

検査キットを備える。 
  ❏ 

9.8.9 
飲用水設備は、汚染やシステムの修

理、メンテナンスする場合は超塩素消

専門家による超塩素消毒を 50mg/l
の濃度で 24 時間にわたって行う。

❏   



毒が必要である。 水は、その間、使用には適さない。 

9.8.10 

紫外線装置が適切にメンテナンスさ

れていない。操作やメンテナンスに関

する知識が不足している。迂回する側

管（バイパス）がある。システムが国

家当局に承認されていない。船舶に予

備の部品が整備されていない。 

製造業者の取扱説明書に従い、紫

外線ランプの清掃や消毒を行う。 
❏   

必要な予備の部品（紫外線ランプ

など）の入手の手配を行う。 
  ❏ 

消毒装置周辺のいかなるバイパス

も撤去する。 
❏   

次回の検査までに、システムの承

認書を用意する、又は国家当局が

承認する新規装置を設置する。 
❏   

装置に、製造業者の情報及び技術

仕様のラベルを貼る。 
❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.9 タンク  

9.9.1 
飲用水用タンクが識別できない、又は

容量の表示がされていない。 

大きな文字で“飲用水”と書き、

飲用水用タンクであることが明確

に分かるようにする。 
❏   

タンクに容量のラベルを貼る。 ❏   

9.9.2 

飲用水用タンクの位置が次の要件を

満たしていない。 
・タンクが熱や汚れ、媒介体又はその

他の汚染に暴露しない場所に設置

されている。 
・タンクは、タンクの外部のいかなる

汚染からも保護されている。 
・タンクが船体から独立しているか、

又はタンク底部が少なくとも満載

喫水線より少なくとも60cm上にあ

る。 
・少なくとも幅45cmのコファダム（何

も使用していない空き空間で、マン

ホールで蓋をし完全に密閉してい

る）を、非飲用水用タンクの上部と

非飲用水タンク同士の間、飲用水用

タンクと船体の間に、それぞれ設置

する。 
甲板が飲用水タンクの最上部にあた

る場合、甲板側からタンクを開けては

ならない。 

飲用水用タンクは、汚染リスクが

ないエリアにあり、他の汚染源か

ら防御されているべきである。 
❏   

微生物の増殖を防ぐため熱（25～
50℃の間）から水を保護する。 

❏   



9.9.3 
排水管又は非飲用水の液体（汚水、燃

料など）用配管が、飲用水タンクを通

過している。 

飲用水用タンクを通過している配

管を撤去するか、又は条件に適合

するトンネルを設置する。 
❏   

9.9.4 
汚水又はその他汚染度が高い液体の

排水管が飲用水用タンクのメンテナ

ンス用開口部の上を通過している。 

配管からの漏出による突発的な相

互汚染を防ぐため、メンテナンス

用開口部又は配管を撤去する。 
❏   

9.9.5 

交差接続：バルブ又は交換可能な配管

取付具を介して、飲用水が他のシステ

ム（消火システムなど）に接続されて

しまう等、配管が適切でない。 

飲用水と非飲用水間のタンクや配

管を介した、あらゆる交差接続を

取り除く。 
❏   

交差接続の撤去が不可能な場合

は、承認された逆流防止装置を設

置する必要がある。 
  ❏ 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.9.6 

汚水処理設備や下水管又は固形廃棄

物設備が飲用水用タンク又はタンク

のメンテナンス用開口部の真上に設

置されており、汚物や流出で飲用水が

汚染されるリスクがある。 
飲用水や洗浄水用のタンクの上部が

甲板にあたっており、トイレや浴室ス

ペースが同甲板にわずかでもはみ出

ている。 

飲用水用タンク又はメンテナンス

用開口部の上部に直接設置してい

るトイレや固形廃棄物設備を撤去

する。 

  ❏ 

9.9.7 
容量が、給水又は新たな造水がない状

況下で、少なくとも 2 日間は単独で水

を供給できるのに十分でない。 

十分な大きさの飲用水用タンクを

設置する。 
  ❏ 

9.9.8 
飲用水用タンクが、船体又は他の非飲

用水用タンクと壁を共有している。 

飲用水用タンクは、船体又は他の

非飲用水用タンクと壁を共有しな

いように建築する。これらの間に

は少なくとも 45cm の幅のコファ

ダムを設置する必要がある。 

  ❏ 

海水や他の伝導性の高い液体によ

る汚染に備えて、アラームが鳴っ

たり自動的に弁が閉じたりする伝

導センサー及び監視装置を設置す

る。 

❏   

9.9.9 
タンクに検査のためのメンテナンス

用開口部が設置されていない。 
清掃、修理、検査のために使用す

るメンテナンス用開口部を、でき
❏   



ればタンク側面に設置する。 

タンク上部のメンテナンス用開口

部は、タンク上部より少なくとも

1.25cm、防水縁材又は縁で高くす

る必要がある。 

  ❏ 

飲用水用タンク開口部はすべて、

使用していない時はしっかり閉め

ておく必要がある。 
❏   

9.9.10 

飲用水用タンクが飲用水との接触に

適するように作られたり、コーティン

グされたりしていない。タンクのコー

ティングによって、飲用には適さない

水に変化していく。 

飲用水は、その目的で作られたタ

ンクにのみ保存し、タンクの外部

又は内部からのあらゆる汚染（例

えば腐食や不適切なタンクのコー

ティングなど）から保護しなけれ

ばならない。 

  ❏ 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

  

水が接しても安全な金属やその他

の適切な材質で造られている飲用

水用タンクを使う。 
❏   

安全で耐久性のある材質で造ら

れ、コーティングされている飲用

水用タンクや配管を使う。 
  ❏ 

コーティングが、飲用水用タンク

のために承認され、製造業者から

の全ての勧告に従っている旨の文

書を提出する。又は、化学的分析

のためのサンプルを採取する（又

はその両方）。 

❏   

9.9.11 

タンクの換気口又は排水口（又はその

両方）がないか、非飲用水用タンクに

接続されている。 
汚染物質、又は媒介体の浸入が防げな

い。 

換気口又は排水口の開口端が下向

きになって、船舶内であればビル

ジ（船底に溜まる汚水や垢）レベ

ルより上で、（船外であれば）保

護された場所の露天甲板より、少

なくとも45cm上で終わっている。 

❏   

通気口及び排水管口を、腐食耐性

の 16×16 メッシュカウント又はそ

れより細かいメッシュで覆う。 
❏   

換気口や排水口は、少なくとも補

水管と同じ直径のものを使用す
  ❏ 



る。 

飲用水用タンクと非飲用液体用タ

ンクからの導管間のあらゆる直接

接続を取り除く。 
❏   

9.9.12 
タンクが完全に排水できない、又は排

水管の直径、配置又は構造が適切でな

い。 

タンクの完全な排水を行うのに十

分な排水管を設置する。 
  ❏ 

排水管の端とビルジの最も高い地

点との距離は45cm以上確保する。 
❏   

9.9.13 
タンクレベル計が、汚染リスク源とな

っている。 

タンク水位を測るために計深棒又

はサウンディングテープ（タンク

の上から垂下されるテープで、液

面に触れた位置を測ることにより

液面位を計測するもの）を使用し

てはいけない。 

❏   

タンクにガラス管式水位計、ペッ

トコック、閉鎖型フロート式水位

計又は圧力式水位計を設置する。 
  ❏ 

 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、査閲書類 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.9.14 
タンクにサンプル採取用コックが設

置されていない。 

水質検査を行うためにそれぞれの

タンクに耐熱性のサンプル採取用

コックを設置する。同コックは下

向きで、番号によって識別できる

ものとする。 

❏   

9.9.15 
タンクの定期的な清掃が実施されて

いない、タンクの底に沈殿物が確認さ

れる。 

タンクは、6 ヶ月ごとに検査、清

掃、洗浄、消毒を行う。航海日誌

に措置を記録する。 
❏   

9.9.16 
タンクの修理やメンテナンスのため

にタンク内に入った後の清掃処置が

行われていない。 

修理後に消毒を行う。 ❏   
タンクに入る際の服は、汚染リス

クを低減するため、清潔で、使い

捨てのオーバーオール、清潔なタ

ンク清掃専用ゴム長靴、フェイス

マスク、ゴム手袋のみとする。 

  ❏ 

9.10 飲用水用ポンプ 

9.10.1 
飲用水用ポンプが飲用水以外の液体

に使用されていた。ポンプが、システ

飲用水以外の液体用に、飲用水用

ポンプを使用してはいけない。 
❏   



ム内で陽圧状態を保持できない。緊急

時の交換用ポンプが整備されていな

い。 

飲用水用の目的で承認されている

飲用水用ポンプを設置する。 
❏   

配水システムにおいて、持続的な

圧力が得られない場合には、飲用

水用圧力タンクを設置する。 
❏   

常に飲料水を確保できるよう、非

常用ポンプのついたシステムを設

置する。 
  ❏ 

9.10.2 
手動ポンプが、飲用水汚染防止策を講

じた方法で設置されていない。 
手動ポンプは汚染防止を講じた方

法で設置する。 
  ❏ 

9.11 飲用水用圧力タンク 

9.11.1 

飲用水用圧力タンクが、適切な安全制

御装置を使用することなく、圧縮空気

管付きの非飲用水設備と交差接続さ

れている。 

独立した圧縮装置を設置する。   ❏ 

供給ラインに、適切なサイズの液

体トラップが付いた圧力弁を設置

する。 
❏   

9.11.2 
製造業者のメンテナンスに関する取

扱説明書がないか、又は遵守されてい

ない。 

タンクに、仕様とメーカーの情報

を記したラベルを貼る。 
❏   

製造業者の取扱説明書に従い、定

期的なメンテナンスを行う（清掃

及び消毒など） 
❏   

 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.11.3 
圧力タンクにサンプル採取用コック

が設置されていない。 

分析用の水サンプルを採取するた

めに適切なサンプル採取用コック

を圧力タンクに設置する。 
  ❏ 

9.12 温水器及び温水システム  

9.12.1 
温水器のサイズが不適切である（温水

の消費に基づき計算された） 

船上のすべての人に十分に供給で

きるよう、大きめの温水器を設置

する。 
❏ 

 

不必要な混乱を回避するため、小

さめの温水器や分散型温水器を設

置する（小型船舶に適する）。 
❏ 

 

9.12.2 

温水器又は温水パイプの材質が不適

切であり、飲用として適さない水を製

造している（腐食や化学物質の浸出な

どによる）。温水器が絶縁体で覆われ

ていない。 

水質を悪化させない構成部品を取

り付ける。 
❏   

温水器周辺に断熱材を設置する。 ❏   



9.12.3 
メンテナンス用開口部がない、又はメ

ンテナンスに関する知識が不足して

いる。 

可能であれば、メンテナンス用開

口部を設置する。 
  ❏ 

温水器を新しいものと交換する。   ❏ 
温水器の清掃、石灰質除去及び消

毒を行う。 
  ❏ 

9.12.4 
温度が不適切な範囲内にあるか、又は

温度計がない。 

温水器の出口の温水温度を65℃に

設定する。 
❏   

戻り配管（循環システムのみ）の

温水温度を 55℃以上に設定する。 
❏   

流出口、ボイラー内、戻り配管の

温水温度を確認するために温水器

に温度計を設置する。 
❏   

9.12.5 
温水循環ポンプが継続的に稼働して

いない、又は飲料水設備として承認さ

れていない。 

配管中の水の滞留及び冷却を防ぐ

ため、温水循環ポンプを継続的に

稼働させる。 
❏   

飲料水用に承認されたポンプのみ

を使用する。 
❏   

9.12.6 
温水及び冷水パイプが、断熱材がない

状態で並走している。 

微生物（レジオネラ菌など）の増

殖を防ぐため冷水及び温水のパイ

プを断熱材で覆う。 
  ❏ 

 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.13 配管系統  

9.13.1 
パイプが不適切な材質で作られてい

る（鉛やカドミウムのパイプ）。 

鉛又はカドミウムが使用されてい

る、又はその他飲用水と接触する

ことが適切でない全てのパイプ、

取付器具、接続部品を、適切なパ

イプと取り替える。 

❏   

9.13.2 

パイプが、飲用水用パイプであること

が明確になっていない（パイプに沿っ

て 5m毎に青色のストライプが付いて

いないなど） 

全ての飲用水用パイプを、

ISO14726 に準拠した色で塗装す

る。 
❏   

9.13.3 
配管に不必要なデッド・レグ（配管分

岐部等で流水せず溜りとなる箇所）が

ある。 

デッド・レグ及び不必要な蛇口を

撤去する。 
  ❏ 

デッド・レグは、洗浄スケジュー

ルに従い、定期的に清浄を行う。 
❏   



9.13.4 

飲用水用パイプが、汚水タンク、汚水

用パイプ又は他の非飲用液体のタン

クを通過しているか、接続されてい

る。飲用水用パイプがビルジ（船底に

溜まる汚水や垢）を通っている。 

飲用水と非飲用水システムの間の

直接接合部を撤去する。交差汚染

を防ぐため、エア・ギャップ（吐

水口空間）又はその他の適切な逆

流防止装置を設置する。 

❏   

飲用水配管が非飲料液体（ビルジ

など）を通過している場合は、配

管の配列を直す。 
  ❏ 

9.13.5 

飲用水用設備が非飲用水用設備に、圧

力がかかった状態で接合されている

箇所に、逆流防止装置が無い。 
点検すべき最も重要な接合箇所は、以

下の通りである。 
・スイミングプール、ワールプール、

温水浴槽、シャワー及び類似の施設

への供給ライン 
・写真現像室の現像機 
・美容室・理容室の洗髪用ホース 
・ごみ粉砕機 
・病院及び洗濯設備 
・空調用膨張タンク 
・ボイラー用水タンク  
・消火システム 
・トイレ及びビデ 
・無塩水又は塩水バラストシステム 
・ビルジ又はその他の廃水場所 
・国際陸上施設連結金具（船外から消

火用水を受けるときに用いる国際

条約によって形状が定められてい

る消火ホース継手金物） 

適切な逆流防止装置を設置する。

特定のリスクに対し、逆流防止装

置の種類（エア・ギャップ、バキ

ューム・ブレーカーなど）を選択

する。 

❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.13.6 
逆流防止装置が適切にメンテナンス

されていない、検査や点検が行われて

いない、又は記録が残されていない。 

設置された逆流防止装置は、少な

くとも 1 年に 1 回は検査を行う。

検査結果を記録する。そうするこ

とで、船舶検査官に検査記録を示

すことができる。 

❏   

9.13.7 
配管システムに使用されている材質

が 90℃までの温度に耐えられない。 

90℃までの耐熱性材質のみを使用

する。そうすることで、熱消毒が

可能となる。 
  ❏ 



9.14 蛇口、シャワーヘッド 

9.14.1 

蛇口のフィルター又は他のタイプの

吐水口フィルターが、水質改善のため

に使用されているが、交換されていな

いか又は定期的にメンテナンスされ

ていない。 

定期的なメンテナンス及び交換す

ることなしに、吐水口のフィルタ

ーを使用してはいけない。 
  ❏ 

使用しているフィルター装置は国

の保健当局又は地方の保健当局の

基準を満たしていることを確かに

する。 

  ❏ 

9.14.2 蛇口に表示がされていない。 

飲用水の蛇口に“飲用水”の文字

のラベルを貼る。 
❏   

非飲用水の蛇口に“飲用又は使用

には適さない”の文字のラベルを

貼る。 
❏   

9.14.3 
固定器具や取付器具が腐食又は汚れ

ている（又はその両方） 

固定器具及び取付器具は、海水の

腐食作用及び塩水環境に耐性のあ

る材料で作られる必要がある。ま

た清掃を容易にするために、内部

コーナーが曲線的である必要があ

る。 

❏   

9.14.4 
シャワーヘッドやエアレーター（泡沫

器など）が汚れているか、状態が悪い。 

エアレーター及びシャワーヘッド

の清掃と消毒を行う。 
❏   

状態が悪いエアレーター及びシャ

ワーヘッドを交換する。 
  ❏ 

9.14.5 
一つの蛇口でも、温水の温度が 50℃
以下である。 

温水器内の温水温度を上げ、レジ

オネラ菌の増殖を防ぐ。 
❏   

温水清浄を行う（全ての蛇口やシ

ャワーヘッドを70℃以上の温度で

3 分以上、開栓したままにする） 
  ❏ 

レジオネラ菌の汚染リスクを評価

するために水を採取する。 
❏   

9.14.6 
一つの蛇口でも、冷水の温度が 25℃
以上である。 

過度の熱又は他の飲用水用の部品

にさらされることを防ぐため、冷

水管システムを断熱材で覆う。 
  ❏ 

レジオネラ菌による汚染リスクを

評価するために、水を採取する。 
❏   

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.15 手洗い施設  



9.15.1 
洗面台や、人が水を利用する他の場所

に、飲用水が提供されていない。 

洗面台、浴槽、シャワー、その他

人が利用する水がある場所に、飲

用水を供給する。 
❏ 

  
  

9.16 冷水器  

9.16.1 

水の噴出口が傾斜していないか、開口

部がカバーで保護されていない。口

が、噴水に接触できないほど水の流れ

が弱い。 
水流が使用者によって可変できない。

カビ又は強烈な悪臭源がある。 

カバーで開口部を保護する。   ❏ 
口が噴出口に接触するのを回避す

るために、流量を増やす。 
  ❏ 

冷水器全体（内部の部品を含め）

の清掃及び消毒を行う。 
❏   

冷水器の清掃、消毒中は、飲用水

システムとの接続を切り、終了後

再接続する。 
  ❏ 

9.17 給水容器  

9.17.1 

氷や水に直接接触する冷却器が使用

されている。また、水の入ったボトル

が冷却庫の中に下向きに挿入される

状態で冷却器が使用されている。 

これらの装置は使用しない。   ❏ 

9.18 製氷機 

9.18.1 

飲用水以外の水が角氷又はその他飲

用目的の氷の製造に使用されている。

製氷機は蓋の内側が汚れているかメ

ンテナンスが不適である。 

非飲用水から人が利用する氷を製

造しない。 
❏   

製氷機の清掃及び消毒を行う。 ❏   

9.19 水のサンプル採取の基準（いくつかありうる理由のみ）                                               

9.19.1 
安全でない水源（河川、湖、投錨地な

ど）で水が製造された。 

微生物汚染に関する検査を行う

（特に、大腸菌、大腸菌群、腸球

菌、HPC、ウェルシュ菌）。 
❏   

9.19.2 
水が安全でない水源（汚れたホースの

使用など）から給水された。 

微生物汚染に関する検査を行う

（特に、大腸菌、大腸菌群、腸球

菌、HPC、ウェルシュ菌、緑膿菌）。 
❏   

9.19.3 
検査の際、ハロゲン又は塩素の残留測

定が行われていない。 

微生物汚染に関する検査を行う

（特に、大腸菌、大腸菌群、腸球

菌、HPC）。 
❏   

 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

9.19.4 
飲用水設備が国際又は国内基準を満

たしていない。 
リスクの段階や国家保健規則に基

づき、微生物汚染及び化学的汚染
❏   



のためのサンプリングを行う。 

9.19.5 
水温が許容範囲外である（冷水が25℃
以上又は温水が 50℃以下）。 

微生物汚染に関する検査を行う

（特に、レジオネラ菌）。 
❏   

9.19.6 

滞留水が確認された、又はエアレータ

ーやシャワーヘッドのメンテナンス

が不十分である（特に医療エリアにお

いて）。 

微生物汚染に関する検査を行う

（特に、緑膿菌、HPC）。 
❏   

9.19.7 化学臭又は化学的な味がする。 
化学的汚染に関する検査を行う

（タンクのコーティング、燃料な

ど）。 
❏   

9.19.8 水が無色でない。 
化学的汚染に関する検査を行う

（配管の腐食など）。 
❏   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



エリア 10 汚水 
はじめに 船舶乗員乗客数、船舶の種類及び航海期間により、大量の廃水が船内に蓄積

しうる。この廃水は、「雑排水（grey water）」（洗浄水、シャワーなど）と「汚

水（black water）」に分けることができる。「sewage」と「blackwater」（共

に「汚水」と訳す）は、しばしば言い換えて使われる。 
 
IMO 1978 年の議定書によって修正された 1973 年の船舶による汚染の防止

のための国際条約（通称：マルポール 73/78 条約）で国際的に受諾された定

義に従うと、汚水とは次のように定義される： 
・あらゆるタイプのトイレ、男性用小便器、水洗トイレの水洗システムから

の排水及び他の廃棄物 
・医療施設（診療室、船内病室など）の洗面台、洗濯槽、またそれらの施設

に取り付けられた排水口からの排水 
・生きた動物のいるスペース（家畜運搬車など）からの排水、又は 
・上述の排水と混ざり合った他の廃水（シャワーからの雑排水など） 
 
汚水は、廃水の一種であり、感染性因子を伴って飲用水の主な汚染源となる、

あるいはなりうる。汚染はまた、高濃度アンモニア、硝酸塩、リン；（高濃

度溶解物質による）高い電気伝導率；一般に pH7～8 の高アルカリ性を含む

多くの化学的特質に由来しうる。過去の消毒の結果として、トリハロメタン

も存在しうる。 
主要なリスク 汚水の安全でない管理及び処分は、容易に健康上の悪影響を招きうる。汚水

には、化学物質、医薬品、生物学的因子などの多数の異なる有害物質が潜伏

することがある。病原性アメーバ、細菌、ウイルス、虫類、菌類、寄生虫が、

未処理の汚水中に生存していることはよく知られている。主要なリスクは、

汚染され、処理の不十分な汚水が周辺水域に排出されたことにより、感染症

が拡大することである。飲用水の交差汚染、事故（例えば漏出や流出）、及

び保守作業中の二次感染は、付加的な健康リスクである。 
 
最も一般的な汚水処理方法は、汚水をトイレから流して、下水管システムか

ら貯蔵タンクに送り、貯蔵タンクでは好気的工程の下で自然発生する細菌

が、汚水を細かく砕く。次にタンク内の汚水を静置することできれいな上澄

み液と汚泥に分離される。その後、上澄み液は消毒した後に外海に排出され

る。汚水設備で洗浄剤や消毒剤の過度の使用により、汚水処理プラントで自

然発生する細菌を死滅させることがあるため、考慮することが重要である。

好気的工程には酸素が必要である。そのため、エアレーターにより生物反応

槽に送風する。この工程で、有毒ガスが生成されることがある。 
国際基準及び勧告 IMO マルポール 73/78 条約 附属書 IV：船舶からの汚水による汚染防止規

制が 2003 年 9 月 27 日に発効され、2004 年 4 月 1 日に改訂され、2005 年 8
月 1 日に同改訂版が発効された。 



 
参考 
国際条約 
ILO, Maritime Labour Convention 2006. 
IMO, International Convention for the Prevention of Pollution from Ships 1973. (modified by the 
protocol of 1978 relating thereto [MARPOL 73/78]). 
科学文献 
Rooney RM et al. (2004). A review of outbreaks of foodborne disease associated with passenger 
ships: evidence for risk management. Public Health Reports, 119:427–434. 
ガイドライン及び基準 
ISO 14726-2:2008. Ships and marine technology—Identification colours for the content of piping 
systems—Part 2: Additional colours for different media and/or functions. Geneva, ISO, 2009. 
WHO (2011). Guide to ship sanitation, 3rd ed. Geneva, WHO. 

 
マルポール 73/78 条約 附属書Ⅳ及び海洋環境保護委員会による修正

（amendment MEPC.115(51))によれば、2008 年 9 月以降、国際航海に携わ

っており、総トン数 400 トン以上又は 15 人以上の者を運搬することが認証

されている船舶は全て、少なくとも次の汚水設備のうち 1 つを装備する必要

があるとされている。 
・十分な容量があり、目に見えるレベル表示計器つきの汚水貯蔵タンク 
・貯蔵タンクを含む、汚水粉砕・消毒システム 
・MEPC.2（VI）、国際的な排出基準や汚水処理プラントで実施する検査のた

めのガイドラインに承認されている汚水処理プラント 
 
旅客船は、大量の廃水を処理しなければならないほか、保護エリアで運行し

ていることが多い。従って、クルーズ船の船内処理プラントでは、膜ろ過又

は逆浸透（又は両方）の原理を利用することが多い。 
 
マルポール 73/78 条約 附属書 IV では、汚水処理に関するさまざまな規則が

定められている。IMO 下の海洋環境保護委員会（MEPC）は、より詳細な情

報を加えた追加修正を規定している。 
MEPC.2（VI）  汚水処理プラントの検査基準 
MEPC.115（51） マルポール 73/78 条約 附属書 IV の規則の改訂 
MEPC.157（55）  未処理の汚水の排出率に係る基準 
MEPC.159（55）  2010 年 1 月以降に建造された汚水処理プラントに係る

基準 
書類審査 ・汚水設備の図面 

・IMO 国際汚水汚染防止（ISPP）証書 
・国際安全管理マニュアル 
・汚水管理計画（入手可能な場合） 
・汚水処理プラントの保守指示書（設置されている場合） 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

10.1 書類審査  

10.1.1 

国際汚水汚染防止（ISPP）証書がす

でに 5 年以上経過している、証書がな

い、又は英語でもフランス語でもない

言語で発行されている。 

汚水システム全体の再調査を行

い、新たな ISPP 証書を取得する。

権限当局に報告する（PSC など）。 
❏   

10.1.2 
船員が汚水処理プラントの操作に習

熟するための規定がない。 

国際安全管理（ISM）マニュアル

中に汚水システムの操作及びメン

テナンスに関する説明書を組み入

れる。 

  ❏ 

10.1.3 
（汚水システムの）図面を所持してい

ない。 
次回の検査までに図面を準備す

る。 
  ❏ 

10.1.4 
操作や保守に係る取扱説明マニュア

ルが整備されていない。 
次回の検査までに取扱説明書を用

意する。 
❏   

10.1.5 
汚水が廃棄物管理計画に含まれてい

ないか、又は廃棄物管理計画がない。 
汚水を扱う手順書を含む廃棄物管

理計画を作成する。 
  ❏ 

10.2 調理室又は食料庫からの汚水 

10.2.1 
流しの排水（食品の準備又は皿洗い

用）が、直接廃水設備と接続されてい

る。 

十分な逆流防止装置（エア・ギャ

ップ）を設置する。 
  ❏ 

いかなる食品を準備する前でも、

流しの徹底清掃を喚起する標示を

設置する。 
  ❏ 

10.2.2 

製氷機の排水管、食器洗い機又は食品

粉砕機が直接廃水設備と接続されて

いて、適切な逆流防止が備えつけられ

ていない。 

皿洗い機に、十分な逆流防止装置

（エア・ギャップなど）を設置す

る。 
  ❏ 

製氷機に、十分な逆流防止装置（エ

ア・ギャップなど）を設置する。 
  ❏ 

生ごみ粉砕機及び食品廃棄システ

ムに、エア・ギャップ又は機械的

逆流防止装置を設置する。 
  ❏ 

10.2.3 

調理室の廃水設備と汚水設備の間に

集油器（グリースインターセプター；

油脂が排水管に流れて付着し、管を塞

ぐのを防止する）が設置されていな

い。又は、集油器から油が溢れていた

り、汚れていたり、メンテナンスが不

十分である。 

調理室廃水システムと汚水システ

ムの間に集油器を設置する。 
  ❏ 

集油器を定期的に清掃し、回収し

た油を廃棄する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

10.3  医療エリアからの汚水 

10.3.1 

図面又は汚水設備の現場検査により、

医療エリア（排水管、シャワー、浴槽、

手洗い場、トイレなど）からの液体が

汚水設備に排水されていないことが

示された。 

医療エリアからの全ての汚水が汚

水システムに入るよう構造を変更

する。 
❏   

10.4 公衆浴室及び共同浴室、手洗い場及びトイレからの汚水                                

10.4.1 
汚水設備に接続されている甲板排水

管が不十分である。 
十分な甲板排水管を汚水設備に接

続する。 
  ❏ 

10.4.2 
汚水及び浴槽の水の詰まり又は逆流

が目視される、又は報告されている。 

排水管及び配管を清掃し、詰まっ

たものを取り除く。 
  ❏ 

適切な大きさの配管を設置する。   ❏ 

10.4.3 
トイレ又は洗浄設備が適切に作動し

ていない。 
トイレ又は洗浄システム（又は両

方）を修理する。 
❏   

10.4.4 

図面又は汚水設備の現場検査により、

浴槽、トイレが飲用水用タンクの上の

甲板に設置されていることが示され

た。 

影響のある浴室又はトイレを閉鎖

する。有害な滞留を避けるために、

主要な配管に近い全ての配管（汚

水及び飲用水）を分離する。 

  ❏ 

10.5 船倉 

10.5.1 
船倉の排水又は冷凍貨物スペースが、

直接汚水設備に接続されている。 
排水管を、汚水設備と完全に分離

した一般排水設備に接続する。 
  ❏ 

10.6 動物の排泄物 

10.6.1 
十分な大きさの排水管が、貯蔵タンク

又は処理設備に取り付けられていな

い。 

動物の排泄物のたまりや流出を防

ぐため適切な排水管を設置する。 
  ❏ 

船舶が安全に汚水を排出するま

で、汚水を貯留するための適切な

容量を備える貯留タンクを設置す

る。 

  ❏ 

10.7 配管設備 

10.7.1 
配管が色分けされていない（5m 毎に

黒、青、黒など） 

適切な色で配管の上を少なくとも

5m 毎に塗装しなければならない

（「ISO 14726 2008 年」に準拠し

た黒・青・黒など）。 

❏   

10.7.2 
配管が適切にメンテナンスされてい

ない。不適切な大きさにより詰りがあ

るか、又は漏れている。 

配管の清掃及びメンテナンスを行

う。 
  ❏ 

直ちに漏出の修理を行う。 ❏   
適切な大きさの配管を設置する。   ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 

要

求 
推

奨 

10.7.3 

液体を含む他の設備への交差接続が

確認されている、又は汚水配管が飲用

水用タンクを通過している、又は飲用

水用配管に接続されている。 

全ての交差接続を撤去する。 ❏   

飲用水を含まないタンクの全ての

配管を撤去する。 
❏   

10.7.4 

汚水と雑排水が通る排水管が直接下

記のエリアの上を通過している。 
・調理室、食堂、バー、 
・食品の準備又は給仕エリア、 
・食品設備又は調理器具の洗浄エリ

ア、 
・食料保管庫 

配管の配列を変更する：排水管は

重要なエリアの上を通過してはい

けない。 
  ❏ 

10.8 汚水貯蔵タンク 
（総トン数 400 トン以上又は 15 人乗り以上の全船舶では必須）  

10.8.1 汚水貯蔵タンクが設備されていない。 

隔絶された場所（コファダム及び

防水縁材）に十分な大きさ及び材

質の汚水貯蔵タンクを設置する。

水位表示計器、高水位警報器、清

掃出入口、オーバーフローシステ

ムを備えつける。 

❏   

10.8.2 

タンクの識別及び容量： 
・タンクが識別されていない、 
・タンク容量が表示されていない、 
・容量が不十分である、 
・ISPP 証書と一致していない。 

タンクに“汚水貯蔵タンク”のラ

ベルを貼る。 
❏   

正確なタンク容量を m3 で明確に

表示する。 
❏   

十分な容量の貯蔵タンクを設置す

る（少なくとも１日１人当たり

114L、又はヘルシンキ委員会

（HELCOM：The Baltic Marine 
Environmental Protection 
Commission）の勧告に基づく）。 

❏   

ISPP 証書を更新する。権限当局

（PSC 等）に報告する。 
❏   

 
 
 
 
 
 
 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

10.8.3 

漏出及びオーバーフロー： 
・タンクが隔絶された位置にない（コ

ファダムにない）、 
・飲用水用タンクと共通の壁を共有し

ている。 
・タンクが、オーバーフローや漏出に

対して防水縁材によって保護され

ていない。 
・タンクに目視可能な表示計器がな

い、 
・タンクの水位が高位に達したときの

警報装置が設置されていない、 
・漏出又はオーバーフローの形跡があ

る（汚水貯蔵タンクやその周辺エリ

アが汚れている）。 

飲用水用タンクと共通の壁を共有

しないような、コファダムでタン

クを囲む。 
  ❏ 

漏出の拡大を防ぐため、タンク周

辺に防水縁材を設置する。 
❏   

タンクの外側に、見えやすい水位

表示計器を設置する。 
❏   

高水位警報器を設置する。   ❏ 

汚染を受けたエリアの清掃及び消

毒を行う。 
❏   

十分な容量のタンクを設置する

（オーバーフローの原因が不十分

なタンク容量である場合）。 
  ❏ 

漏れを修理する。 ❏   

10.8.4 
タンクの換気装置がない、又は不十分

である。 

タンクに排気口を設置する。   ❏ 

いずれの空気吸入口からも離れた

場所に、船外排出口を通す。 
❏   

10.9 粉砕及び消毒プラント（設置されている場合）                                

10.9.1 

粉砕及び消毒設備が認可されたタイ

プでない、（同設備が設置後）5 年以

上経過している、消毒後に採取された

サンプルの検査結果が示されていな

い、ISPP 証書がない。 

認可されたタイプのシステムを設

置する。 
❏   

ISPP 証書を更新する。権限当局に

報告する。 
❏   

消毒装置の有効率を判断するため

にサンプリングを行う。 
❏   

10.9.2 

識別と容量： 
・プラントが識別できない。 
・タンク容量が表示されていない、 
・船舶が最も近い陸地から 3 海里未満

であるのに、粉砕及び消毒した汚水

をを貯蔵するに不十分である、 
・ISPP 証明書と一致しない 

処理プラントで消毒及び粉砕した

廃水を貯蔵するための追加の汚水

貯蔵タンクを設置する。 
❏   

タンクに“粉砕及び消毒プラント”

と表示し、はっきりと識別出来る

ようにする。 
❏   

タンク容量を m3 で明確に表示す

る。 
❏   

10.9.3 
次の航行中、システムを稼働するため

の十分な消毒剤がない。 

少なくとも 2 回の全航海において

処理システムを稼働するために十

分な消毒剤を保管する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

10.9.4 
乗組員が粉砕及び消毒プラントの操

作及びメンテナンスの知識について

不十分である。 

技術職員に対する汚水システムの

操作及びメンテナンスに係る訓練

を行う。 
  ❏ 

職員に対する ISM マニュアルに則

った汚水システムの操作及びメン

テナンスに係る訓練を行う。 
  ❏ 

10.10 汚水処理プラント（設置されている場合）                            

10.10.1 

汚水処理プラントが承認されたタイ

プではない、（同設備が設置後）5 年

以上経過している、検査結果が示され

ていない、ISPP 証書が存在しない。 

承認されたタイプのシステムを設

置する。 
❏   

権限当局に対し、ISPP 証書の更新

を報告する。 
❏   

10.10.2 
処理プラントが使用不可能な状態で

あるか又は、バイパス（側路）が付け

られている。 

汚水処理プラントを稼働させる。 ❏   
全ての汚水を適切な貯蔵タンクに

溜めるか、公認の港湾受入施設に

汚水を排出する。 
❏   

処理された汚水を水域又は公海に

排出する前に、汚水処理プラント

の修理又はメンテナンスを行う。 
❏ 

 

10.10.3 

処理プラントが十分機能していない

と見られる状態：（以下、その例） 
・電源が切られている又はバイパス

（側路）が付けられている。 

・生物反応槽のためのエアレーター

（通気装置）が稼働していない。 
・槽に多量の汚泥がある。 

・消毒剤がない。 

・処理された廃水に目視できる破片が

ある。 
・強烈な異臭がする、あるいは明らか

に着色がある（薄い茶若しくは黄色

は無害）。 

・バイオフィルター用の排水弁又は沈

殿槽用タンクが開放されているか、

又は故障している。 

汚水処理プラントを稼働させる。

排出する前に、すべての汚水を処

理する。 
❏   

要求されている廃水基準を満たす

ため、製造業者の取扱説明書に従

いメンテナンス作業を行う。 
❏   

全ての問題が解決するまで、海岸

線から 12 海里より近い距離で廃

水を排出してはならない。 
❏   

エアレーターを修理する。 ❏   
製造業者の取扱説明書に従い、適

切な消毒剤の補充を行う。 
❏   

海洋環境保護委員会（MEPC）規

則に従い、微生物学的検査のサン

プルを採取する。 
❏   

タンクから余分な汚泥を除去し、

公認の港湾受入施設に排出する。 
❏   

要求されれば（例えば６か月毎）、

製造業者の取扱説明書に従い、清

掃、検査及び修理を行う。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

10.10.4 
サンプリング・ポイントがないか、又

はサンプリングには適さない。 

処理された廃水の排出口に金属製

のサンプリング・ポイントを設置

する。 
❏   

10.10.5 
タンクの換気装置がない、又は不適切

な状態である。 

タンクに排気口を設置する。   ❏ 
空気吸入口からも離れた場所に、

船外排出口を通す。 
❏   

10.11 排出  

10.11.1 
未処理汚水が、港湾海域内、河川又は

その他の保護エリアに排出されてい

た。 

直ちに、排出を中止し、港湾当局

に事案を報告する。 
❏   

10.11.2 
船外排出弁が開いているか、破損して

いる。 
バルブを直ちに閉めるか、修理す

る。 
❏   

10.11.3 

未処理の汚水、汚水処理の残渣、汚水

貯蔵タンクからの汚水が、直接港湾海

域に排出される可能性がある配管が

閉じられていない。 

直ちに、全ての配管の弁を閉める。 ❏   

10.11.4 

（汚水貯蔵）タンク又は汚水処理プラ

ントからの余分な汚泥を、陸地の施設

又は公海に最終処分するために、適切

に保管していない。 

港湾受入施設又は公海での最終排

出まで、過剰な汚泥を適切なタン

クに貯蔵する。 
  ❏ 

10.11.5 

マルポール 73/78 条約の排出規則が

認識されていないか、当面の港湾又は

周辺の水域での国家の排出規則が認

識されていない。 

該当する職員に対してマルポール

73/78 条約に基づく規則又は当該

国家港湾規則について訓練を行

い、これらの手順を ISM マニュア

ルに盛り込み実施する。 

  ❏ 

10.11.6 

受け入れ施設への汚水排出のための

適切な配管設備がない。陸上施設連結

金具がマルポール 73/78 条約附録書

Ⅳ の要求を満たしていない、又は、

クイック・クロージング・カップリン

グ（迅速に閉鎖するための継ぎ手）が

使用されているが、管理局の同意を得

ていない。 

港湾受入施設への衛生的な汚水排

出を可能とするため、適切な配管

設備を設置する。 
❏   

マルポール 73/78条約附録書 IV に

従って、標準フランジ（鍔（つば））

の付いた排出用連結金具を取り付

ける。 

❏   

10.12 排出用ホース 

10.12.1 

汚水排出用ホースが整備されていな

い。 
ホースは耐久性がなく、また内側表面

が滑らかな不浸透性の材質で作られ

内部表面が滑らかで耐久性があ

り、不浸透性の材質で作られた適

切な汚水排出用ホースを発注す

る。 

  ❏ 



ていない。 
汚水排出用ホースに表示がなされて

いない。 

偶発的な交差汚染を防ぐため、汚

水排出用ホースに“廃水排出専用”

のラベルを貼る。 
  ❏ 

エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

10.12.2 

ホースが汚れた状態である。清掃、消

毒した形跡が見られない。 
ホースは、指定された便利な場所に保

管されていない、又は飲用水用備品と

共に保管されている。 

使用後はその都度、汚水排出用ホ

ースを清掃、洗浄、消毒する。 
  ❏ 

汚水排出用ホースは専用の場所で

保管し、“廃水排出用ホース”の

ラベルを貼る。 
  ❏ 

保管場所の清掃、消毒を行う。   ❏ 
飲用水用ホースや備品を汚水排出

用ホースと一緒に保管してはいけ

ない。 
❏   

10.13 ビルジ 

10.13.1 

汚水、げっ歯類の排泄物、食べかす、

腐敗しやすい物、又は有毒物質がビル

ジ（船底に溜まる水や垢、またはビル

ジが溜まる船底タンクを指す）から認

められた。 

港湾受入施設にビルジ水を排出す

る。ビルジを清潔にする。 
  ❏ 

汚水システムの全てのパーツにつ

いて漏出やオーバーフローがない

か調べる。 
❏   

げっ歯類の排泄物が確認された場

合、駆除対策を講じる。 
❏   

10.13.2 
雑排水が定期的にビルジに排出され

ている。 

雑排水を、汚水貯蔵タンクに集め

る、汚水処理プラントの消毒槽に

集める、又は地方及び国際規則に

従い船舶外に排出する。  

❏   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



エリア 11 バラスト水 
はじめに 複数の国で実施された研究により、様々な種類の細菌、植物、動物が、長期

航海後であっても海洋の“密航者”として、船舶が搭載するバラスト水及び

沈殿物中で生存可能であることがわかった。港湾水域にバラスト水及び沈殿

物が排出されることで、人の生命、環境及び生態系の均衡を危険にさらしか

ねない有害な水生生物及び病原体が定着しうる。 
 
大量の荷物を輸送している船舶（ばら積み貨物船又はコンテナ船など）は、

積荷運搬中のバランスを制御する必要がある。したがって、大量のバラスト

水が船舶内にポンプで供給されたり船舶外に排出されたりする。例えば、船

舶が荷物を積まずに港湾に入港する場合、船舶には“バラスト水が搭載”さ

れている。これは、海洋を航行する間、船舶を安定させるため、バラスト水

タンクに何百トンものバラスト水が搭載されているという意味である。船舶

を安定させるため、積荷作業中に、バラスト水を港湾海域にポンプで放出し

なければならない。 
国際基準と勧告 IMO 船舶のバラスト水及び沈殿物の規制及び管理のための国際条約（略

称：船舶バラスト水規制管理条約、以下「条約」と略す。） 
は、2004 年 2 月 13 日に採択された。本条約は、30 の加盟国によって批准

されてから 12 ヵ月後に発効された（同条約第 18 条、「発効」）が、同加盟国

は世界の商船トン数の 35％を占めている。 
 
バラスト水管理の所定要件は、条約附属書「船舶のバラスト水及び沈殿物の

規制及び管理のための規則」の B-3 規則「船舶のためのバラスト水管理」に

盛り込まれている。 
・2009 年より以前に建造された船舶であって、1,500～5,000m3のバラスト

水容積を有するものは、2014 年までは、少なくとも「バラスト水の交換

のための基準」（D-1 規則）又は「バラスト水の処理のための実施基準」（D-2
規則）を満たすバラスト水管理を行い、その後は、少なくとも D-2 規則に

定める基準を満たすものとする。 
・2009 年より以前に建造された船舶であって、1,500m3 未満又は 5,000m3

以上のバラスト水容積を有するものは、2016 年までは、少なくとも「バ

ラスト水の交換のための基準」（D-1 規則）又は「バラスト水の処理のた

めの実施基準」（D-2 規則）を満たすバラスト水管理を行い、その後は、

少なくとも D-2 規則に定める基準を満たすものとする。 
・2,009 年以後に建造された船舶であって、5,000m3 未満のバラスト水容積

を有するものは、少なくとも「バラスト水の処理のための実施基準」（D-2
規則）に定める基準を満たすバラスト水管理を行うものとする。 

・2009 年以後 2012 年までに建造された船舶であって、5,000m3以上のバラ

スト水容積を有するものは、2016 年までは、少なくとも D-1 規則又は D-2
規則を満たすバラスト水管理を行い、2016 年以後は少なくとも D-2 規則



に定める基準を満たすものとする。 
・2012 年以降に建造された船舶であって、5,000m3 以上のバラスト水容積

を有するものは、少なくとも「バラスト水の処理のための実施基準」（D-2
規則）を満たすバラスト水管理を行うものとする。 

 
バラスト水の交換のための基準及びバラスト水の処理のための実施基準に

係る所定の指標は、条約附属書 D「バラスト水管理のための基準」に以下の

通り記載されている。 
 
D-1 規則 バラスト水の交換のための基準： 
バラスト水の交換を実施する船舶は、バラスト水の少なくとも 95％の容積

を交換する効率によって実施するものとする。ポンプによる送水を行う方法

でバラスト水を交換する船舶について、ポンプにより各バラスト水タンクの

容積の 3 倍の量の送水を行うことは、前述の基準を満たすものとみなす。少

なくとも 95％の容積を交換することができることを船舶が証明することが

できる場合において、ポンプにより各バラスト水タンクの容積の 3 倍未満の

量の送水を行うことは、前述の基準を満たすものとする。 
 
D-2 規則  バラスト水の処理のための実施基準： 
バラスト水管理を行う船舶は、最小の寸法が 50μm 以上の生物については

1m3当たりの生存している生物の数が 10 未満、また、最小の寸法が 10μm
以上 50μm 未満の生物については 1ml あたりの生存している生物の数が 10
未満のバラスト水を排出するものとし、指標微生物の排出は、（次に記載す

る）特定の濃度を超えないものとする。人の健康の基準としての指標微生物

には、以下のものを含むが、これらに限定されない。 
・毒素産生コレラ菌（O1 及び O139）については、バラスト水 100ml 当た

り 1 コロニーフォーミングユニット（cfu）未満又は動物プランクトンの試

料の湿重量 1g 当たり 1cfu 未満 
・大腸菌については、バラスト水 100ml 当たり 250 cfu 未満 
・腸球菌については、バラスト水 100ml 当たり 100 cfu 未満 
 
バラスト水管理システムは、IMO ガイドライン（条約附属書 D-3 規則「バラ

スト水管理システムについての承認のための要件」）に沿っており、主管庁

により承認されなければならない。これには、化学薬品又は殺生物剤を使用

するシステム、微生物又は生物学的メカニズムを利用するシステム、バラス

ト水の化学的又は物理的特性を変えるシステムが含まれる。 
 
条約を統一して実施するための IMO ガイドライン： 
・沈殿物処理施設に係るガイドライン（G1） 
・バラスト水のサンプリングに係るガイドライン（G2） 
・バラスト水管理同等の適合性に係るガイドライン（G3） 



・バラスト水管理及びバラスト水管理計画の策定に係るガイドライン（G4） 
・バラスト水処理施設に係るガイドライン（G5） 
・バラスト水の交換に係るガイドライン（G6） 
・規則 A-4 に基づくリスク評価に係るガイドライン（G7） 
・バラスト水管理システムの承認に係るガイドライン（G8） 
・活性物質を利用するバラスト水管理システムの承認に係る手順（G9） 
・試作型（プロトタイプ）バラスト水処理技術プログラムの承認及び監督に

係るガイドライン（G10） 
・バラスト水交換設計及び構造基準に係るガイドライン（G11） 
・船上で沈殿物制御を促進するための設計及び建造に係るガイドライン

（G12） 
・緊急事態を含むバラスト水管理の追加措置に係るガイドライン（G13） 
・バラスト水交換エリアの指定に関するガイドライン（G14） 

主要なリスク 侵入生物種の問題は、この数十年間の貿易と交通量の拡大によるところが大

きい。世界の多くの地域において、その影響は計り知れない。定量的データ

は、生物侵入率が驚くべき速度で増加し続け、時に指数関数的に増加してい

ることを示しており、新たな地域は絶えず侵入されている。海上貿易量は増

加を続けており、この問題は未だピークに達していない。 
 
具体例として、ヨーロッパカワホトトギスガイが、カナダと米国との間にあ

る五大湖に侵入した結果、汚染制御及び水中構造物や水中導管の洗浄に数十

億ドルが支出されたこと、またアメリカクシクラゲが黒海とアゾフ海に侵入

したことで、アンチョビとスプラット漁業が消滅の危機にあることが挙げら

れる。 
 
公衆衛生上のリスクもある。南米、メキシコ湾及びその他のエリアにおける

コレラの流行は、バラスト水に直接関連しているようである。 

サンプリング 現行の公衆衛生上のリスク評価に必要であれば、IMO ガイドライン MEPC 
58/23 附属書 3 - バラスト水のサンプリングに係るガイドライン草案（G2）
を、バラスト水サンプリングの主要な参考文献として使用することができ

る。 
 
これらのガイドラインの目的は、PSC 職員を含む加盟国当局に、船舶が条約

第 9 条「船舶の監督」に基づき同条約に準拠しているかを決定するためバラ

スト水のサンプリングと分析に関する実際的かつ技術的ガイダンスを提供

することである。また、一般的推奨事項を提供する目的で、D-1 規則、D-2
規則が記載されている。 
 
上記の目的に照らして、サンプルは可能な限り、バラスト水の排出中に、で

きるだけ排出地点に近い排出ラインから摂取する必要がある。バラストシス



テムの設計上、排出ラインからのサンプリングが不可能な場合、他のサンプ

リング調整が必要となることがある。マンホール、測深管（サウンディング

パイプ）、又は通気管を介したサンプリングは、D-2 規則に準拠して評価す

る上で、好ましい方法ではない。 
 
条約の遵守検査に係るサンプリングプロトコールでは、当事国間のサンプリ

ング方法の一貫性を確保し、船舶業界に確実性を提供する上で、以下の原則

を監視する必要がある。 
 
・サンプリングプロトコールは、当該ガイドラインと整合性があること。 
・サンプリングプロトコールは、排出されるいかなる単一のタンク又はタン

クの組み合わせからのバラスト水の全体の排出を代表するサンプルとな

ること。 
・サンプリングプロトコールは、サンプル結果に影響を及ぼす排出物中の浮

遊する沈殿物の可能性を考慮すること。 
・サンプリングプロトコールは、適切な排出地点で採取されたサンプルを提

供すること。 
・・採取されたサンプルの量と質は、排出されるバラスト水が関連する基準を

満たしているかどうかを示すに十分であること。 
・サンプリングは、安全で実際的な方法で行われること。 
・サンプルは管理可能なサイズであること。 
・サンプルは、条約遵守検査に使用できることを保証する目的で、採取され、

密封され、保管されること。 
・サンプルは、認定された検査室において、試験方法の保持時間制限内に全

ての分析が実施されること。 
・サンプルは、一連の管理を考慮して輸送、取り扱い、保管されること。 
 
D-2 規則の遵守検査を行う前に、第一段階として、船舶が（規則を）遵守し

ている可能性があるかないかをはっきりさせるため、バラスト水排出物を代

表するサンプルを採取することが推奨される。加盟国は、このような検査を

行うことにより、遵守していない可能性があるバラスト水が船舶から排出さ

れることによって生じる余分な影響を回避するための速やかな権限内の緩

和措置を確認することができる。 
 
緊急事態又は感染症流行状況下においては、寄航国は短期間のうちに導入す

る必要がある代替サンプリング方法を使用することができる。管轄下の港湾

に入港する船舶に対しては、同代替方法を伝達する必要がある。このような

状況では、必ずしも WHO に通知する必要はないが、そのような通知は、他

の加盟国にとって有益である。 
書類審査 ・バラスト水報告システムの構造図面 

・IMO バラスト水報告書式 



 

参考 
国際条約 
IMO (2007), International Convention for the Control and Management of Ships’ Ballast Water and 
Sediments. 
Resolution MEPC. 152(55) Guidelines for sediments reception facilities (G1). London, IMO, 2005. 
Resolution MEPC.123(53) Guidelines for ballast water management equivalent compliance (G3). 
London, IMO, 2005. 
Resolution MEPC.124(53) Guidelines for ballast water exchange (G6). London, IMO, 2005. 
Resolution MEPC.127(53) Guidelines for ballast water management and development of ballast 
water management plans (G4). London, IMO, 2005. 
Resolution MEPC.140(54) Guidelines for approval and oversight of prototype ballast water 
treatment technology programmes (G10). London, IMO, 2006. 
Resolution MEPC.149(55) Guidelines for ballast water exchange design and construction 
standards (G11). London, IMO, 2006. 
Resolution MEPC.150(55) Guidelines on design and construction to facilitate sediment control on 
ships (G12). London, IMO, 2006. 
Resolution MEPC.151(55) Guidelines on designation of areas for ballast water exchange (G14). 
London, IMO, 2006. 
Resolution MEPC.153(55) Guidelines for ballast water reception facilities (G5). London, IMO, 
2006. 
Resolution MEPC.161(56) Guidelines for additional measures regarding ballast water 
management including emergency situations (G13). London, IMO, 2007. 
Resolution MEPC.162(56) Guidelines for risk assessment under Regulation A-4 of the BWM 
Convention (G7). London, IMO, 2007. 
Resolution MEPC.169(57) Procedure for approval of ballast water management systems that 
make use of active substances. London, IMO, 2008. 
Resolution MEPC.173(58) Guidelines for ballast water sampling (G2). London, IMO, 2008. 
Resolution MEPC.174(58) Guidelines for approval of ballast water management systems (G8). 
London, IMO, 2008. 
Resolution MEPC.175(58) Information reporting on type approved ballast water management 
systems. London, IMO, 2008. 
Resolution MEPC.188(60) Installation of ballast water management systems on new ships in 
accordance with the application dates contained in the Ballast Water Management Convention 
(BWM Convention). London, IMO, 2010. 
科学文献 
McCarthy SA, Khambaty FM (1994). International dissemination of epidemic Vibrio cholera by 
cargo ship ballast and other non-potable waters. Applications in Environmental Microbiology, 
60:2597–2601. 

・国際安全管理マニュアル 
・バラスト水処理プラントに係る保守指示書 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

11.1 管理 

11.1.1 
IMO バラスト水に係る記録簿がな

い。 
完備したバラスト水の記録簿を用

意する。 
❏   

11.1.2 バラスト水管理計画（BWMP）がない。 

IMO ガイドラインに従い、BWMP
を作成する。 

  ❏ 

BWMPに定める全ての手順を実施

する。 
  ❏ 

11.1.3 
バラスト水処理プラントは設置され

ているが、技術的な情報がない。 
次回の検査までに、バラスト水処

理の技術的情報を整備する。 
  ❏ 

11.2 バラスト水交換及び処理 

11.2.1 

公海でのバラスト水交換が行われて

いない、船上に処理システムが存在し

ない、船上での処理が実施されていな

い。 

直ちに、全ての排出弁を閉める。 ❏   

所管官庁（港湾警察又は PSC）に

報告する。 
❏   

必要であれば、適切な所管官庁の

管理下で排出を行う。 
❏   

11.2.2 
塩分テストの結果、公海でバラスト水

の交換が行われなかったことが示唆

される。 

所管当局に、水中の有害な水生生

物及び病原体のリスク評価のた

め、サンプルを採取するよう伝え

る。 

❏   

11.2.3 
処理プラントが IMO により承認され

ていない。 

排出管及び弁を閉める。   ❏ 

必要であれば、適切な所管当局の

管理下で排出を行う。 
  ❏ 

所管当局（港湾警察又は PSC）に

報告する。 
  ❏ 

11.3 排出  

11.3.1 
未処理又は未交換のバラスト水が港

湾海域内、河川又はその他の保護エリ

ア内に排出されている。 

直ちに、排出操作を停止し、所管

当局（港湾警察又は PSC）に報告

する。 
❏   

 

 

 

 

 



エリア 12 船倉 
はじめに 船内での公衆衛生上のリスクの発生に寄与している要因には、船倉の設計、

構造、管理、運用が含まれる。公衆衛生上のリスクの中には、船倉に積み込

まれた汚染したり媒介生物がはびこった積荷を介してある国から他国へも

たらされるもの、あるいは積荷が船上で汚染したり媒介生物が侵入すること

を介したり、船上での不適切、不十分な予防管理対策によって、一国から他

国へもたらされるものがある。 
 
船倉は立ち入り検査の際は空にする必要がある。IMO「乗船時の閉鎖空間立

ち入りに関する勧告」［決議 A.864（20）］及びターミナル責任者のための固

体ばら積み貨物の積み荷役、揚げ荷役に関するマニュアル（BLU Code、2008
年度版）に従って、乗船時に閉鎖空間へ立ち入る前に、特別な予防措置を講

じる必要がある。特に、積荷が航行中に燻蒸消毒されていたり、酸素を消費

する特徴を持っていたり、又は可燃性もしくは有毒蒸気を出したりするよう

な船倉には、安全でない環境のリスクが存在しうる。船倉の検査は、船倉の

荷降ろしが完了し安全に中に入れるようになれば、できるだけ速やかに実行

する必要がある。 
国際基準と勧告 IMO「乗船時の閉鎖空間立ち入りに関する勧告」［決議 A.864 （20）］ 

3. 評価 
3.2  空間の環境を検査したり、立ち入ったりするために従うべき手順は、

予備評価に基づいて決定する必要がある。当該手順は、リスク評価が以下の

ことを示すかどうかによる。 
1. 空間に立ち入る職員の健康又は生命に対する最小リスクを伴う。 
2. 健康又は生命に対する差し迫ったリスクはないが、空間での作業中にリ

スクが生じる可能性がある。 
3. 健康又は生命へのリスクが認められる。 
 
予備評価で、健康もしくは生命への最小リスク又は空間での作業中に発生す

る可能性のあるリスクを示す場合、同勧告の 4、5、6、7 に記載される予防

措置に適切に従う必要がある。 
 
予備評価で、進入時の健康もしくは生命へのリスクが認められ、立ち入る必

要がある場合は、同勧告 8 節に特記されている追加の予備措置にも従う必要

がある。 
 
9.5  燻蒸消毒 
船舶が燻蒸消毒される場合、「船舶における殺虫剤の推奨される使用方法」

に記載された詳細な推奨事項に従うこと。燻蒸消毒された空間に隣接する空

間は、燻蒸消毒されたものと同様に扱う必要がある。 
 



IMO 1267：2008 年 ターミナル責任者のための固体ばら積み貨物の積み荷

役、揚げ荷役に関するマニュアル（BLU コード）2008 年版 
本マニュアルは、家庭廃棄物及びその他の固形廃棄物の排出による汚染を防

止するための規則で構成されている。附属書には、ごみとみなされるべき異

なる種類の廃棄物、廃棄物の排出が許容されている陸地からの距離及び廃棄

物の排出方法が定義されている。 
 
1973 年 船舶からの汚染防止に関する国際条約（1978 年プロトコルにより

改正）［マルポール 73/78 条約］ 
この条約に従って、次の種類の排出物は、船倉からのごみとみなされる： 
荷敷、破損したパレット、鎖、ロープ、カバー 
 
IMO SOLAS 規則 XII/6.5.1「積荷及び排出設備からの船倉の保護」と XII/6.5.3
「船倉構造部材及びパネルの損傷」 

主要なリスク 船内での主要な公衆衛生上のリスクには、船倉の設計、構造、管理、運用が

含まれる。公衆衛生上のリスクの中には、船倉に積み込まれた汚染したり媒

介生物がはびこった積荷を介してある国から他国へもたらされるもの、ある

いは積荷が船上で汚染したり媒介生物が侵入することを介したり、船上での

不適切、不十分な予防管理対策によって、一国から他国へもたらされるもの

がある。 

書類審査 ・管理計画 
・運用手順 
・閉鎖空間への立ち入り手順及び記録 
・ロックアウト・タグアウト手順 
・材料の安全性データ・シート 
・構造図面（排水管を含む） 
・換気設備図面 
・媒介体制御記録 
・清掃スケジュール 

 

参考 
国際条約 
IMO, International Convention for the Safety of Life at Sea (SOLAS), Regulation XII/6.5.1. London, 
IMO, 1974. 
IMO, I267:2008 Manual on loading and unloading of solid bulk cargoes for terminal 
representatives. London, IMO, 2008. 
IMO, Recommendations for entering enclosed spaces aboard ships. London, IMO, 1997. 
 

 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

12.1 運用手順 

12.1.1 
船上の貨物の特徴や種類に沿った公

衆衛生上のリスクの管理を行うため

の手順書がない、又は有効性がない。 

港湾に到着する船舶や積荷によっ

て汚染されうる乗組員、旅行者及

び地域社会への公衆衛生上のリス

クを、事前対策として管理するた

めの運用手順を策定する。 

  ❏ 

適切な管理計画を策定する。   ❏ 

12.2 構造、設計及び配置 

12.2.1 
構造、設計、配置が、公衆衛生上のリ

スク管理の上でありがちな失敗の要

因となっている。 

構造、設計、配置を、意図した目

的に適するよう修正する対策を講

じる。 
  ❏ 

12.2.2 
汚染された材料、液体、ガス、異物又

は媒介体が確認された。 

汚染が明らかな場合、消毒、虫類

駆除、ねずみ駆除を行う。 
❏   

汚染や劣化が疑われたり確認され

たりした積荷は分離する。 
  ❏ 

12.3 清掃及びメンテナンス 

12.3.1 
建造資材や設計により、清掃がしにく

い、また建造設計により媒介体が棲み

つきやすくなっている。 

設計の欠陥を修正し、設備の清掃

や汚染除去しやすい資材を使用し

て再建築する。 
  ❏ 

汚染された物を廃棄又は隔離す

る。 
❏   

12.3.2 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 
速やかな消毒、虫類駆除又はねず

み駆除を行う。 
❏   

12.4 環境条件制御設備  

12.4.1 
貨物の種類に応じた環境条件の管理

に必要な設備がないか、不十分である

か、又は有効でない。 

設備の欠陥を修正し、効果的な運

用を確かにするための手順を明文

化する。 
  ❏ 

12.5 排水 

12.5.1 
排水管が、互いに独立しておらず、さ

らにその他の全ての排水設備からも

独立していない。 

欠陥を修正し、排水が互いに独立

し、他の全ての排水システムから

も独立することを確実にする。 
❏   

12.5.2 
排水管が屎尿や医療排水の配管と接

続されている。 

屎尿又は医療排水が流れ込む排水

システム全てから排水管を分離す

る。 
❏   

12.5.3 
排水管の排水が開放された排水槽に

排出されていない。 

排水管の排水を、エア・ギャップ

のある開放された排水槽に排出す

る。 
❏   



 
エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 

推
奨 

12.6 換気設備 

12.6.1 
冷風又は温風設備のサービスコンセ

ントが 1 区画以上にまたがって使用

されている。 

換気、空調及び暖房システムのた

めの分離したダクトを設置する。 
  ❏ 

各コンパートメント毎にサービス

コンセントを分離する。 
  ❏ 

12.6.2 
媒介体や病原体保有宿主の証跡が確

認された。 

両端が媒介体などから保護された

配管を、水平方向への延長はせず、

露天甲板から船倉、機関室、ボイ

ラー室まで直接延長する。 

  ❏ 

速やかに消毒、虫類駆除又はねず

み駆除を行う。 
❏   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



エリア 13 その他のシステムとエリア 
はじめに 健康への懸念があるシステムやエリアは他にもある。媒介体は、乗客と船員

の健康へ主要なリスクをもたらす。船上において、蚊、ラット、マウス、ゴ

キブリ、ハエ、シラミ、ネズミノミは全て、病気を伝播することが可能であ

る。また、げっ歯類がよく港湾区域で生息しており、ペスト、ネズミチフス、

サルモネラ症、旋毛虫症、レプトスピラ症及び鼠咬症などの多くの感染症の

媒介体と考えられている。媒介体及び病原体保有宿主の監視と制御は、船上

において健康を維持するために必要である。 
 
大雨又はオーバーフローによる水たまりは、蚊の繁殖地となる可能性があ

り、デング熱、マラリア、ウエストナイル熱などの蚊媒介感染症へ暴露する

危険性が高まる。 
 
1949 年 船員居住設備条約（改訂）（第 92 号）によれば、洗濯機又は洗濯設

備は船舶に不可欠である。この文書には、衛生施設を含め、そのような施設

の位置、構造、調整、備品について、詳細な最低基準が盛り込まれている。 
 
洗濯設備からの排水は、IMO 1978 年の議定書によって修正された 1973 年

の船舶による汚染の防止のための国際条約（マルポール 73/78 条約）附録書

V に基づき、雑排水に分類されている。それまでのごみ汚染防止規則の下で

は、液状化させた調理室のごみは廃棄物とみなされなかったため、マルポー

ル 73/78 規則に記載される汚染物を含まない限り排出制限はなかった。一般

に、雑排水は、たとえば汚水ほど害をおよぼさないが、時として、洗濯排水

の中に洗剤残留物や漂白剤の塩素などの有害な成分を含みうる。 

国際規準と勧告 国際保健規則（IHR）（2005） 
第 24 条 輸送機関の運航者 
加盟各国は、輸送機関の運行車が次のことを確実に行うよう、本規則に合致

する実行可能なあらゆる措置を講じなければならない。 
（a）世界保健機関（WHO）が勧告し自国が採択した健康上の措置を履行す

ること。 
（b）WHO が勧告し自国が採択した輸送機関上で適用される保健上の措置を

旅行者に周知すること。 
（c）自国が責任を有する輸送機関が媒介体並びに病原体保有宿主を含む感

染源に侵されないよう永久に維持すること。証拠が発見された場合、

感染源又は汚染源を管理するための措置の適用が要求されることがあ

る。 
附録書 1B 入域地点及びその周辺における媒介体や病原体保有宿主の制御

に関し、実行可能な限り、プログラムと訓練された人材をそろえること。 
附録書 5  動物媒介性感染症に対する特別措置 
 



ILO 海事労働条約 2006 年 
規則 3.1 – 居住設備及び娯楽設備 
基準 A3.1 – 居住設備及び娯楽設備 
13.  適切に配置され、装備された洗濯設備が利用できるものとする。 
 
指針 B3.1.7 – 衛生設備 
4.  船員用に提供された洗濯設備には、以下が必要である。 
（a）洗濯機 
（b）乾燥機又は十分暖められた換気設備のある乾燥室、及び 
（c）アイロン及びアイロン台又はそれに相当するもの 
 
ILO 船員居住設備条約（改訂）（第 92 号）1949 年 
第 13 条： 
12.  全ての船舶に、船員数及び通常の航海期間に適した規模の洗濯乾燥設

備を提供するものとする。 
13.  洗濯設備には適したシンクを置き、洗濯室に設置するのがよいが、洗

濯室を個別に設けることが現実的に不可能な場合は、洗濯設備に十分な冷

水、温水を供給するか、もしくは湯沸かし装置を設置する。14.  衣服の乾

燥設備は、寝室及び食堂とは別の、十分に換気され、暖められた区画で、衣

服を干すひもやその他の用具が装備されているものを提供する。 
主要なリスク 多くの感染症は、ラット、蚊、マウス、ゴキブリ、ハエ、シラミ、ネズミノ

ミのような媒介体を介してヒトに伝播する。適切に制御されない場合、これ

らの媒介体は船内に紛れ、繁殖し、海外へ運ばれる。このことは乗組員と乗

客にとって重大な健康危害を意味する。さらに、乗船者と媒介体は、次には

他国の港へ感染症を拡大し得る。 
 
例えば、船上あるいは救命ボート内の溜まり水が、蚊に産卵場所を提供する

ことになる。溜まり水から発生した蚊の成虫は、ライフサイクルの中でさら

に卵を産む。溜まり水が長期間あった場合、又は度重なる大雨もしくはオー

バーフローによって再び満杯になる場合、数週間もしくは数か月間さらなる

蚊の発生が継続することになる。蚊が効果的に制御されていない場合は、蚊

が船舶によって運ばれ、国際航行を介して感染症を拡大する可能性がある。 
 
その他のリスクとしては、ハウスキーピング中に不適切に取り扱われた汚染

物を介し、血液もしくは他の感染性の可能性のある物質への暴露がある。例

えば、ハウスキーパーが、適切な個人防護具（PPE）を着用せずに汚染され

た洗濯物に接触する。最後に、洗濯の過程で使用された有害化学薬品の存在、

衣服及び粉せっけんからの粉塵、作業場の換気の悪さ、これら全てに、健康

リスクがある。 
書類審査 ・総合的な媒介体管理計画 
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エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

13.1 総合的な媒介体管理計画 

13.1.1 ラットガードが設置されていない。 
停泊している船舶の停泊ロープか

らげっ歯類の侵入を防ぐラットカ

ードを設置する。 
❏   

13.1.2 
総合的な媒介体管理計画が整備され

ていない。 
総合的な媒介体管理計画を作成す

る。 
❏   

13.1.3 
媒介体制御に係る検査記録や航海日

誌が整備されていない（殺虫剤の申請

書を含む）。 

日常的に媒介体及び病原体保有動

物に関するサーベイランスを行

う。例えば、補鼠器や他の道具の

設置及び確認。 

❏   

殺虫剤の申請記録を含む媒介体の

管理検査記録や日誌を作成する。 
❏   

13.2 溜まり水 

13.2.1 

船舶上のオープンスペースにおける

異なるエリア（救命ボートカバー、ビ

ルジ（船底に溜まった水など）、甲板

排水口、天幕、排水路、空気処理プラ

ントなど）で溜まり水の証跡がある。

窪みや排水路に溜まり水ができやす

い状態である。 

港湾に到着している船舶及び積荷

から感染する可能性がある乗組

員、乗客及び地域社会への公衆衛

生上のリスクを管理するための運

用手順を実行する。 

  ❏ 

13.2.2 
救命ボート内の溜まり水に生きた媒

介体やその幼虫がいた。 
溜まり水を除去し、媒介体管理措

置を講じる。 
❏   

13.3 洗濯機及び洗濯設備の構造 

13.3.1 
建造資材や構造設計により清掃が困

難となっている。 
清掃及び除染しやすい材質で改

築・再設計する。 
  ❏ 

13.3.2 
汚水管及び排水管設備の取り付けが

不適切である。 

汚水管及び排水管設備は、適切な

大きさであり、閉塞のリスクを最

小限にし、清掃が容易であるよう

に造られている。 

  ❏ 

13.3.3 
ドアや窓が適切な換気の役割をして

いない。 
ドア及び窓の設計を修正する。   ❏ 

13.3.4 床が清掃しにくい状態である。 
床を、清掃しやすく湿気が浸透し

にくく適切に排水できる耐久性の

ある材質で改装する。 
  ❏ 



エリア 
コード 

検査結果：発見した証拠、サンプル結

果、書類審査 
管理措置及び是正措置 要

求 
推
奨 

13.4 ハウスキーピング、清掃及びメンテナンス  

13.4.1 
ハウスキーパーの乗組員が PPE を着

用せず、病気の乗客や乗組員の船室の

清掃を行った証拠がある。 

ハウスキーパー担当の乗組員は、

各病人の船室の清掃毎に使い捨て

のPPEの交換を含む予防対策を確

実に行う。 

❏   

13.4.2 洗剤の供給が不十分である。 
清掃部署及び洗濯室に十分な量の

粉石鹸又は同等の製品を供給す

る。 
  ❏ 

13.4.3 
排水設備に漏水、オーバーフロー又は

交差接続の証拠がある。 
排水設備に漏出又は逆流しないよ

うにメンテナンスを行う。 
❏   

13.4.4 

ハウスキーパー担当の乗組員が病気

の乗客や乗組員の部屋と健康な乗客

や乗組員の部屋の清掃に同じ布を用

いていた証拠があるか、又は、最初に

病気の乗客や乗組員の部屋を清掃し

た証拠がある。 

拭きクロスは、病気の乗客や船員

の部屋の清掃後に交換する。 
❏   

健康に問題のない乗客や船員の部

屋の清掃は、病気の乗客や船員の

部屋の前に行う。 
❏   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 



 
附録書 1：IHR（2005）附録書 3 船舶衛生管理免除証明書／船舶衛生管理証明書様式 

 
港名      年月日       

この証明書は、検査及び 1) 管理の免除及び 2) 適用された管理措置を記録するものである。 
海上航行の船舶又は内陸航行の船舶の名称          国籍        登録／IMO No.      
検査時、船倉は空であった／    トンの           貨物を積載していた。 
検査官の氏名及び住所                    

証拠は発見されなかった。船舶／艦は管理措置を免除される。              記載された管理措置が下記の日付に実施された。 
交付官の氏名及び称号                   署名及び捺印                 日付           
 1（a）次のものを含む感染又は汚染の証拠：あらゆる成長段階の媒介体、媒介体の保有動物宿主、人の疾病、微生物学的、化学的、その他人の健康に対するリスクを運ぶげっ歯類そ

の他の動物種、不十分な衛生措置の徴候。（b）すべての患者に関する情報（明告書（船舶用）に記載されるべき）。 
 2 船内で採取された検体の結果。分析結果は最も都合の良い方法で船長に対し、また、もし再検査が要求された場合、本証明書に記載された再検査日と一致する次の寄港地に対し、通

知すること。 
 船舶衛生管理免除証明書及び船舶衛生管理証明書は最大 6 か月間有効であるが、有効期間は、検査が港において実施できず、また感染又は汚染の証拠が無い場合、1 か月に限り延長

することができる。 

船舶衛生管理免除証明書  船舶衛生管理証明書 
検査したエリア 
[システム及び業務] 

発見した 
証拠 1 

検体の 
検査結果 2 調査した書類 

 

実施した管理措置 再検査日 判明した状況に関する 
コメント 

調理室   医療記録    
配膳室   航海日誌    
貯蔵庫   その他    
船倉／貨物室       
船室       
－乗組員       
－航海士       
－乗客       
－甲板       
飲用水       
汚水       
バラストタンク       
固形廃棄物及び医療廃棄物       
貯留水       
機関室       
医療設備       
その他の指定区域 
（添付書類参照）       

検査を実施していない区域は

N/A と記入する。       



 
船舶衛生管理免除証明書／船舶衛生管理証明書への添付書類様式 

 

記載したエリアに適用記事が無いところには N / A と記入する。 
  

検査したエリア／ 
施設／システム 発見した証拠 検体の検査結果 調査した書類 実施した管理措置 再検査日 判明した状況に関する

コメント 
食品       

食料       

貯蔵       

配膳       

供給       

水       

水源       

貯蔵       

給水       

廃棄物       

貯蔵       

処理       

廃棄       

プール・スパ       

設備       

作業       

医療施設       

設備及び医療用具       

作業       

薬剤       

その他の検査エリア       

       
       



附録書 2：SSC の交付、再検査及び感染した輸送機関の取り扱いに関するアルゴリズム 

船舶が入港する。港は、明告書（船舶用）（IHR第37条）により、船舶
から直接、又はその他の通信手段で、通知を受ける。

動機は何か？

シナリオ 2シナリオ 1 シナリオ 3

公衆衛生上のリスクの
徴候又は症状の報告

再検査が要請又は要求
されているか、又は無

通告検査

船舶は新しい証明書を
要請する



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

シナリオ1：
船舶は新しい証明書を要請する

IHR第39条

WHOの勧告に基づき全ての区域の
の完全な検査を実施すること

権限当局には
検査を実施する能力があるか？

船上で
公衆衛生上のリスクの証拠が

発見されたか？

公衆衛生上のリスクの
臨床的徴候又は症状がある、又は

有効でない証明書か？

管理措置は港において
成功裏に完了したか？

SSCC又は延長許可を交付し、証拠およ
び必要な管理措置に関する詳細な記録
（例えば、独自の報告書又は証拠報告
書式-付属書7）を添付する

該当する場合、延長スタンプを既存
のSSCに押すことにより、既存のSSC
に対し最大30日間の延長を許可する

SSCECを交付する

シナリオ３に進む

SSCCを交付し、措置及び結果に関す
る記録を添付する

証拠及び必要な管理措置について次
港に通報する

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ



 
 

はい

いいえ

シナリオ2：
再検査又は無通告検査

延長措置したSSCを所持する船舶は
新しい証明書を要求しているか？

注目すべき又は
新しい公衆衛生上のリスクの証拠が

存在するか？

公衆衛生上のリスクの
臨床的徴候又は症状があるか？

管理措置は完了可能か？

SSCにスタンプを押し、証拠および必
要な管理措置に関する詳細な記録を添
付する（例えば独自の報告書又は証拠
報告書式-附録書7）

既存のSSCにスタンプを押し、再検査
された区域の満足した状態を記した
記録を添付する

シナリオ３に進む

既存のSSCにスタンプを押し、全ての
実施措置のリストを含む附録を添付
する

証拠及び必要な管理措置について次
港に通報する

はい

いいえ

はい

はい

シナリオ１に進む

いいえ



 

シナリオ3：
起こりうる公衆衛生上のリスクの徴候又は症状

IHR第27条

権限当局は船舶が感染した交通機関で
あると考えるべきである

公衆衛生上のリスクの
臨床的徴候又は症状及び事実
又は証拠が船上にあるか？

それを国内IHR連絡窓口に
報告すべきかどうかについてリスクア

セスメントを実施するか？

当局は
管理措置を実行し、良好な結果を

得ることが可能か？

船舶は感染していないと考える。

既存のSSCに発見された証拠と適用さ
れた管理措置を記入するか、又は新し
いSSCCを交付する（要請があり、完全

な検査が実施された場合）

船舶は感染していないと考えるべき
である

既存のSSCにスタンプを押し、発見さ
れた証拠および必要な管理措置に関
する詳細な記録を添付し、次港に通
報する

次港における再検査及び管理措置

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

国内IHR連絡窓口に報告する

消毒、汚染除去、害虫駆除またはねず
み駆除を必要に応じて実施し、そして、
十分なレベルの公衆衛生上のリスク管
理を確実に行う

権限当局は、適用があれば、船舶の
さらなる援助を手配するよう補助す
る



附録書 3：検査エリアの順序 
 
この附録書は、船舶の手順マニュアルに盛り込まれるべき検査エリアの順序を提案する。検査エ

リアの順序は、清潔なエリアを最初に検査し、続いて機械エリアを検査すべきという理論的根拠

に従う。この順序によって、検査官は交差汚染を回避できる。 

調理室のようないくつかの重要なエリアでは、検査官は清潔な使い捨ての衣服（エプロン、手袋、

頭髪カバーなど）を着ることにより、良好な衛生習慣を実演する必要がある。 

 

表 A3.1 検査区域の順序の提案 

領域 エリア 理論的根拠 

居住区内 

居住区（船室） 居住区の最上階からスタート 

調理室、配膳室及び給仕区域 潜在的に食器室より清潔 

配膳室又は食器室 潜在的に貯蔵庫より清潔 

（食料）貯蔵庫 調理室及び配膳室に近い 

託児所 通常、食品エリアより汚れている 

医療施設 
交差汚染を防ぐため食品エリアの 

後に 

スイミングプール、スパ、サウナ 時に船内、時に甲板上 

廃棄物 

（固形及び医療） 

居住区、時には甲板上で最も汚れた 

エリア 

機関室内 

機関室 概観 

飲用水 機関室内のほとんどの部分 

汚水 機関室内のほとんどの部分 

バラストタンク 

機関室から、パイプダクトを通って、

オープンデッキ又は貨物室からの 

アクセス路 

外部 
船倉 外部 

溜まり水 甲板上 



附録書 4：検査官及び乗組員のための個人防護具（PPE） 
 

次の表は、船舶の乗組員と検査官が利用できうる個人防護具（PPE）の一覧である。 

検査官のために、通常の検査時に着用する PPE と、アウトブレイク調査の際に着用する PPE を

表に示す。 

 

   表 A4.1 検査官及び乗組員のための個人防護具 

個人防護具品目 通常検査を行う検査官 アウトブレイク時の 
調査を行う検査官 

安全ヘルメット ○ ○ 

頭髪ネット ○  

安全ゴーグル又はフェイスシ

ールド ○  

耳保護具 ○  

フェイスマスク  
○（FFP3＊－標準品） 

＊FFP; Filtering Face Piece の略 
FFP3 は“高性能”レベル 

作業手袋 
（例えば、皮手袋） ○  

ゴム検査手袋 ○ ○ 

炊事用エプロン ○  

防水エプロン ○  

使い捨てオーバーオール  ○ 

手指消毒液 ○ ○ 

シグナルベスト 
又はシグナルジャケット ○  

膨張式救命胴衣 ○  

滑り止め、帯電防止底付き安

全靴 ○  

いくつかのエリアで虫除け剤 ○  



附録書 5：船舶の検査を実施する上で役立つ技術的備品 
 

次の表は、検査官が船舶を検査する上で役立つ技術的な備品を示している。また、検査官が通常

の検査時に使用する機器と、アウトブレイク調査中に使用する機器を示す。 
 
 
表 A5.1 船舶検査官に役立つ技術的備品 

技術的装置 通常検査を行う 
検査官 

アウトブレイク時の調

査を行う検査官 機能 

懐中電灯 
（防爆型が理想的） ○ ○ 防爆型はいくつかのエリアで有用であ

る。 

校正された食品探針温度計 
（接触式又は赤外線式） ○ ○ 食品の温度測定用。赤外線温度計は、直

に接触しないでよいため、便利である。 

害虫標識スプレー ○ ○ 閉ざされたスペースからゴキブリを追い

出すため 

白い布 ○ ○ 害虫を発見するため（例えば、ノミ） 

両面接着テープ ○ ○ はい回る虫を発見するため 

印章及びスタンプ ○ ○ 証明書を本物であると認証するため 

ペン、クリップボード 
及びノートパッド ○ ○ 筆記作業をやりやすくするのため 

辞書 ○ ○ 船舶運航者と検査官の意志疎通を助ける

ため 

ねじ回しキット ○ ○ 必要に応じて検査のため装置を開けるた

め 

救急箱 ○ ○ 応急措置のため 

ノートパソコンとモバイルプリンタ ○ ○ 

証明書を印刷する、あるいは配管一覧表

をデータベース又はその他のソフトウエ

アから直接明確にするために有用であ

る。 

折り尺又は巻尺 ○  エアギャップやその他の寸法を測るため 

スモーク・ペンその他の煙発生装置 ○ ○ 排気フードや換気システムを検査するた

め 

紫外線懐中電灯 ○ ○ 人またげっ歯類による尿の汚染を検知す

るため 

水質検査キット： 
・pH メーター 
・温度計 
・電気伝導度センサー 
・塩素検査キット 
・硬度検査キット 
・濁度検査キット 

○ ○ 
起こりうる船上の飲用水システム汚染の

リスクを評価し、汚染除去対策の調査が

できるようにするため 

水サンプリング・キット 
・グリッパーと六角レンチ 
・ガスバーナー 
・エタノール噴霧器（70％） 
・使い捨てペーパータオル 

○ ○ 分析用できるに十分な品ので水サンプル

を採取するため 

チオ硫酸ナトリウムの入った 
滅菌ガラスびん ○ ○ 水の微生物分析用 

タンパク質検知用綿棒 ○  表面が適切に清掃されていることをチェ

ックするため（例えば、調理室） 

サンプル容器 
・糞及び尿のサンプル 
・血液サンプル 

 ○ 
様々な想定される感染源（例えば、水、

食品、人、表面、備品）のサンプルを採

取するため 



・綿棒で集めた標本 
・食品サンプル 

カメラ（デジタルが理想的） ○ ○ 証拠を撮影するため 

安全上の理由から、また乗船時の便宜上、上記の材料はバックパックその他の携帯用容器に収納すべきである。 



附録書 6：船舶検査のための書類様式 
 

このセクションでは、船舶検査の際に確認可能な状態である必要がある文書のリストを提供する。

このリストは、船舶検査の準備を容易にするために、船舶が港に到着する前に、証明書交付機関

から船舶側に送付すべきである。 

 

表 A6.1 船舶衛生検査に必要な証明書及び書類の様式リスト 

船舶衛生検査用証明書及び書類のリスト 
区分 名称 注記 

A 
IHR 関連書類 

明告書 IHR 附録書 8 

船舶衛生管理証明書 IHR 附録書 3 

船舶衛生管理免除証明書  

船舶衛生証明書の延長措置  

予防接種又は予防投与の国際証明

書 IHR 附録書 6 

B 
国際海上交通、1965
の簡易化に関する

IMO 条約（改正 2006
年版）に列記される

その他の書類が、公

衆衛生リスクのアセ

スメントのために要

請されるであろう 

入出港届 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

積荷目録 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

船用品目録 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

乗組員名簿 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

旅客名簿 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

危険貨物マニフェスト http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

国際汚水汚染防止証書  

廃棄物管理計画 

総トン数 400 トン以上のすべての船舶及び 15 人以上の人員の搭

乗が認定されているすべての船舶は、乗組員が遵守すべき廃棄物

管理計画を備えなければならない。 
http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

廃棄物記録簿 同上 
http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

乗組員携帯品申告書 http://www.imo.org/Facilitation/mainframe.asp?topic_id=396 

郵便に関する万国郵便条約の下で

要求される書類 
そのような文書がない場合、郵便物（数及び重量）を積荷目録に

明示しなければならない 

その他  

C（船上の衛生に関

するその他の管理計

画） 

水安全計画（又は水管理計画）  

飲用水分析報告書  

廃棄物管理計画  

食品安全管理計画（食品温度記録

を含む）  

媒介体制御管理計画  

医療記録  

IMO バラスト水報告書式  



バラスト水管理証明書 
http://www.imo.org/about/conventions/listofconventions/ 
pages/international-convention-for-the-control-and-management- 
of-ships'-ballast-water-and-sediments-(bwm).aspx 

バラスト水記録簿 
http://www.imo.org/about/conventions/listofconventions/ 
pages/international-convention-for-the-control-and-management- 
of-ships'-ballast-water-and-sediments-(bwm).aspx 

その他  



附録書 7：証拠報告書式（ERF） 
 

表 A7.1 は、証拠報告書式のサンプルである。この様式は、見つかった証拠、サンプル、審査した

書類、船舶の検査後に実行する管理措置や是正措置をリスト化し、船舶衛生証明書（SSC）を補

う。SSC に添付する時は、この添付ファイルの各ページに、発行当局によって、署名、押印、日

付が記載される必要がある。この様式を既存の SSC へ添付する場合は、この添付書についてその

SSC に注記（スタンプを使用するなど）する必要がある。 

 

表 A7.1 証拠報告書式サンプル 
証拠報告書式 
 
 
この様式は、船舶衛生証明書（SSC）を補い、発見された証拠と実施されるべき管理措置のリストを提供する。 
 
船舶衛生証明書（SSC）に添付するとき、権限当局はこの添付書の各頁に署名し、スタンプを押し、日付を記入する必要がある。この書類

を既存の SSC に添付する場合は、この添付書についてその SSC に注記すること（例えば、スタンプを使って）。 
船舶の名及び IMO 番号又は登録番号： 責任ある船舶の職員の氏名と署名： 

交付当局の名称： 検査実施日（日／月／年）： 

参照された SSC の交付日（日／月／年）： SSC が交付された港： 

検査されなかった区域をチェックする 
□ 船室 □ 調理室、配膳室、給仕区域 □ 貯蔵庫 □ 託児所 
□ 医療施設 □ スイミングプール・スパ □ 固形及び医療廃棄物 □ 機関室 
□ 飲用水 □ 汚水 □ バラスト水 □ 貨物室 
□ その他（例えば、洗濯室＆洗濯機） 

証
拠
コ
ー
ド 

発見された証拠 
（WHO チェックリストに従った簡潔な説明：発見された

証拠のそれぞれの下に水平線を書くこと） 
適用される措置 

要
求
事
項 

推
奨
事
項 

措置は成功裏に

実行された（再

検査当局による

スタンプ及び署

名） 

      

交付検査官の名前： 交付検査官の署名： 交付当局のスタンプ：    頁のうちの 
   頁 



附録書 8：証拠報告書式記入のための指示書 
 

1．書式の上欄に以下の情報を記録する： 

・ 船舶の名称と IMO 番号又は登録番号 

・ 責任ある船舶の職員（船長等）の氏名及び署名 

・ 交付当局の名称 

・ 検査実施日 

・ 同証拠報告書式で参照された SSC の交付日 

・ 同 SSC が交付された港 

 

2．検査されなかった区域はチェックリストによって示される。 

 

3．書式中のそれ以外の情報： 

1 列目 証拠コード 証拠のコードはチェックリストに記載されたもの 

2 列目 発見された証拠 チェックリストに基づいた、発見された証拠の簡潔な

説明 

3 列目 適用される措置 適用されるべき管理措置の説明（チェックリスト同様

の簡単な用語を使用） 

4 列目 要求事項 措置が要求事項であるときは X を付ける 

5 列目 推奨事項 措置が推奨事項であるときは X を付ける 

6 列目 成功裏に実行された措置 この列は再検査を実施する当局のために設けられたも

のである。再検査を実施した交付当局は、成功裏に実

行された措置にのみスタンプを押し、署名する。もし

スタンプ又は署名が無い場合、その措置がうまくいっ

たかどうかは新しい検査によって検証されるべきであ

る。複数の証拠及び対応措置を仕切るために、証拠と

証拠の間に水平線を引く。 

書式の各頁の下欄に検査官の氏名と署名、交付当局のスタンプ、頁番号及びコメントを記載する。 
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この船舶の検査と船舶衛生証明書の交付のための手引きは、国際保健規則（2005）の枠組みの中

で、船舶検査の準備や実施、証明書の完結、公衆衛生上の措置を適用するための指針を提供する。

これは港の保健職員、監督当局、船舶運航者や、船上で健康上の措置を担当する他の管轄当局の

ための参考資料として使用されることを意図している。 
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